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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
総括研究報告書 

 

食品防御の具体的な対策の確立と実行検証に関する研究 

 
研究代表者 今村知明（奈良県立医科大学 健康政策医学講座・教授） 

研究要旨 

9.11 事件等を契機に世界でテロの危険性が高まっており、中でも意図的な食品汚染対策は重要

な課題である。食品等のサプライチェーンの各段階における施設管理、人員管理等について、食品

防御の観点から取り組む必要性が指摘されている。本研究では、既存研究成果を踏まえ、日本生協

連と連携して、次の 2 点を実施することを目的とする。 
・食品工場等（食品工場、物流施設）への実査における食品防御対策の検討を通じて、食品工場等

の規模に応じた実行可能な食品防御ガイドラインを作成する。 
・販売した食品の喫食による健康被害（意図的な食品汚染等）の早期察知に向けて、食品市販後調

査（PMM）の活用可能性を各種実証実験を通じて実証する。 
具体的な研究項目は、（１）米国における食品防御対策の体系的把握、（２）食品工場における脆

弱性評価・チェックリストの実行可能性の検証、（３）生物剤系危害に対するセキュリティ強化、

（４）食品防御ガイドラインの作成、（５）食品テロの早期察知への PMM の活用可能性に関する

実証実験、の 5 項目である。 

 
本研究における研究代表者、分担者および研究
協力者は以下の通りである。 
・ 今村知明（奈良県立医科大学 健康政策医学

講座・教授）［代表］ 
・ 山本茂貴（国立医薬品食品衛生研究所 食品

衛生管理部・部長）［分担］ 
・ 高谷幸（社団法人日本食品衛生協会・専務

理事）［分担］ 
・ 岡部信彦（川崎市健康安全研究所・所長，

国立感染症研究所感染症情報センター・客
員研究員）［分担］ 

・ 赤羽学（奈良県立医科大学 健康政策医学講
座・准教授）［分担］ 

・ 鬼武 一夫（日本生活協同組合連合会品質保
証本部安全政策推進室・室長）［分担］ 

・ 研究協力者 神奈川芳行（東京大学大学院 
医学系研究科社会医学専攻客員研究員）［協
力］ 

 
 
A．研究目的 

9.11 事件等を契機に世界各国でテロの危険

性が高まっている。特に意図的な食品汚染につ

いては、その実行容易性から、Ｇ8 での専門家

会合の開催、米国での食品安全強化法の制定や

多くの対策・方針案等の発行等、世界的関心が

高まっている。 
本研究の研究代表者である今村はこれまで

「食品によるバイオテロの危険性に関する研

究」、「食品防御の具体的な対策の確立と実行可

能性の検証に関する研究」の研代表究者として、

日本生協連等と連携し、各種食品工場等の実査

において脆弱性評価と食品防御対策の検討を行

い、これを一般化したチェックリストやガイド

ライン（主に大規模食品工場向け）の作成を行

うとともに、インターネットで商品の受発注を

行う組合員をモニターに、独自に構築したイン

ターネットアンケートシステムを活用して、食

品テロの早期察知に資する食品PMM の実行可

能性を検証している。 
本研究では、食品工場等の実査をさらに重ね

ることで既存研究を発展させ、平成 24 年度に

作成した大規模食品工場向け食品防御ガイドラ

インの充実・精緻化を図るとともに、中小食品

工場向けおよび物流施設向けのガイドラインを

作成することを目的とする。 
また、食品 PMM について、リアルタイム性

の向上や食中毒の察知可能性、通年・広域での

運用可能性など、意図的な食品汚染の早期察知
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に向けた活用可能性を検討する。 
 
 

B．研究方法 
１． 全体概要 
研究は、以下に示す主に 5 項目について、国

内外の政府機関ウェブサイト、学術論文・書籍

等既存の公表情報の収集整理と、検討会におけ

る生物・食品衛生等の専門家・実務家らとの討

議を通じて実施した。 
1. 米国における食品防御対策の体系的把握 
2. 食品工場における脆弱性評価・チェックリ

ストの実行可能性の検証 
3. 生物剤系危害に対するセキュリティ強化 
4. 食品防御ガイドラインの作成 
5. 食品テロの早期察知への PMM の活用可能

性に関する実証実験 
 
検討会の参加メンバーと開催状況は以下の

通りである。 
 

（検討会の参加メンバー）（敬称略） 
・ 今村 知明（奈良県立医科大学 健康政策医

学講座 教授） 
・ 赤羽 学（奈良県立医科大学 健康政策医学

講座 准教授） 
・ 岡部 信彦（川崎市健康安全研究所 所長，

国立感染症研究所 感染症情報センター 客
員研究員） 

・ 入口 政信（川崎市健康安全研究所 理化学

担当部長） 
・ 大日 康史（国立感染症研究所 感染症情報

センター 主任研究官） 
・ 菅原 民枝（国立感染症研究所 感染症情報

センター・研究員） 
・ 山本 圭子（厚生労働省医薬食品局 食品安

全部企画情報課） 
・ 梅田 浩司（厚生労働省医薬食品局 食品安

全部企画情報課） 
・ 西村 佳也（厚生労働省 医薬食品局 食品安

全部企画情報課 食中毒被害情報管理室） 
・ 石亀 貴士（厚生労働省 医薬食品局 食品安

全部監視安全課 食中毒被害情報管理室） 
・ 鋤柄 卓夫（農林水産省 消費・安全局 消費

安全政策課） 

・ 大熊 武（農林水産省 消費・安全局 消費・

安全政策課） 
・ 勝野 美江（農林水産省 食料産業局 食品製

造卸売課） 
・ 山本 茂貴（東海大学海洋学部水産学科食品

科学専攻 教授） 
・ 高谷 幸（公益社団法人日本食品衛生協会 

公益事業部 専務理事） 
・ 中村 紀子（公益社団法人日本食品衛生協会 

公益事業部） 
・ 鬼武 一夫（日本生活協同組合連合会 品質

保証本部 安全政策推進部 部長） 
・ 峯松 浩史（日本生活協同組合連合会 品質

保証本部 安全政策推進部） 
・ 神奈川 芳行（東京大学大学院 医学系研究

科 社会医学専攻 客員研究員） 
・ 長谷川 専（株式会社三菱総合研究所 プラ

チナ社会研究センター 兼 社会公共マネジ

メント研究本部インフラビジネスグループ 

主席研究員） 
・ 池田 佳代子（株式会社三菱総合研究所 社

会公共マネジメント研究本部 食農ビジネ

スグループ 主任研究員） 
・ 山口 健太郎（株式会社三菱総合研究所 科

学・安全政策研究本部 社会イノベーション

グループ 研究員） 
・ 鈴木 智之（株式会社三菱総合研究所 科

学・安全政策研究本部イノベーション戦略
グループ 研究員） 

 
（検討会の開催状況） 
・ 平成 25 年 7 月 26 日（於：TKP 新橋ビジネ

スセンター） 
・ 平成 26 年 2 月 24 日（於：TKP 新橋ビジネ

スセンター） 
 

◆倫理面への配慮 
本研究は奈良県立医科大学医の倫理委員会

において承認を得て行った。本調査は調査対象

者に対して口頭あるいは書面による研究の趣旨

等に関するインフォームドコンセントを行った

上、書面による同意を得た者のみを調査の対象

とした。なお、日本生活協同組合連合会の協力

を得て、生協組合員をモニターとして活用する

限りにおいては、直接的な個人情報の取り扱い
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はない。 
なお、本研究で得られた成果は全て厚生労働

省に報告しているが、一部人為的な食品汚染行

為の実行の企てに悪用される恐れのある情報・

知識については、本報告書には記載せず、非公

開としている。 
 
２．分担研究について 
２．１ 米国における食品防御対策の体系的把

握 
米国等の食品防御対策に関する最新情報を

収集、アップデートし、体系的に位置づける。 
 
２．２ 中小規模の食品工場等における脆弱性

評価の実施とチェックリストの適用可能

性の検討 
生協委託工場のうち、HACCP の有無や製造

食品の種類や特性を考慮しつつ、大規模/中小規

模の食品工場や物流施設をモデル工場として選

定した。そして、モデル工場等の実査において、

既存研究で作成したチェックリストを適用し、

食品防御の充実度合いを把握するとともに、化

学剤や生物剤の混入を想定した混入シナリオを

設定し脆弱性評価（CARVER+Shock 法）を実

施し、食品防御上の脆弱箇所を把握した。 
 
２．３ 生物剤系危害に対するセキュリティ強

化 
２．２で実施した脆弱性評価手法の適用結果

を用いて、人為的な食品汚染行為のシナリオに

おいて想定された生物剤毎に食品防御の視点か

ら現行の管理体制に追加すべき実用的な具体的

対策を検討する。この内、可能な範囲で対策を

実際に試行することで、実施可能性を検証した。 
 
２．４ 食品防御ガイドラインの作成 
食品防御の基本的な考え方、食品工場の種別

や食品企業が置かれている状況に応じた対策の

実施方法、留意点などを検討し、食品工場（規

模別）・物流施設に一般化可能な事項を抽出し、

ガイドラインとしてとりまとめを行うことを目

的とする。 
本年度においては、まず、平成 24 年度に作

成した食品防御ガイドライン（案）（主に大規模

食品工場向け）に基づき、中小規模食品工場に

も適用可能なガイドラインの作成・検討を行っ

た。 
 
２．５ 食品テロの早期察知に向けた PMM の

活用可能性に関する検証 
平成 25 年度は、本研究において PMM に活

用可能な健康調査データとして収集したデータ

を二次活用し、モニターの商品購入データと組

み合わせた分析を実施した。分析手法は、平成

23 年度に開発した医薬品 PMM および米国疾

病予防管理センター（CDC）で実施されている

早期異常探知システム（EARS）の手法などを

組み合わせ開発した手法を用いた。平成 25 年

度はこれまでに対象期間とした 1～4 月ではな

く、夏季を対象期間とした分析に焦点を当てて

検討した。 
 

 
C．研究成果 
本年度研究によって以下の成果を得た。詳細

については、それぞれ分担研究報告書を参照さ

れたい。 
 

１．米国における食品防御対策の体系的把握 
米国（FDA および USDA）において平成 25

年度に講じられた主な食品テロ対策の概要を整

理した。 
FDA については、2011 年 1 月に成立した食

品 安 全 強 化 法 (FSMA: Food Safety 
Modernization Act)の食品防御関係条文の漸次

施行の公表情報として、「意図的な異物混入に対

す る 食 品 保 護 に 関 す る 提 案 規 則 」

（21CFRpart21 案）の内容を整理した。 
USDA については、第 8 回食品防御計画調査

の実施を抽出し整理した。 
 
２．中小規模の食品工場等における脆弱性評

価の実施とチェックリストの適用可能性

の検討 
製菓工場、物流センター、水産加工工場につ

いて、実際に施設を訪問し、CARVER＋Shock
手法を念頭に置いた脆弱性評価を試行した。 
また、過年度研究で開発したチェックリスト

（「食品工場における人為的な食品汚染防止に

関するチェックリスト」）を適用した。なお、各
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工場のチェックリストの結果を掲載することは

悪用される可能性もあることから、今年度まで

にチェックリストの回答を頂いた 10 工場にお

ける回答率を示すこととする。 
 

３．生物剤系危害に対するセキュリティ強化 
 食品工場において取り扱っている食品に応じ

て、生物剤の特性を踏まえた上で脆弱ポイント

（工程）の評価を行い、食品防御の観点から現

行の管理体制に追加すべき具体的な対策を検討

した。想定物質・剤が投入される可能性のある

脆弱ポイント（工程）の評価の結果としては、

食品衛生上の管理のみでは対応困難な共通した

脆弱性が認められた。 
 人為的な食品汚染行為等に悪用される可能性

が否定できないため、詳細な内容は非公表とし

ているが、いずれも、ハード面（建物等の設備

のセキュリティ対策）及びソフト面（人材の配

置等、運用にかかるセキュリティ対策）が必要

であることが想定された。 
 
４．食品防御ガイドラインの作成 
昨年度検討した「食品防御対策ガイドライン

（案）」について、2 箇所の中小規模食品工場（従

業者数約 20 名の製菓工場及び同約 100 名の水

産加工工場）の実地調査を基に、ガイドライン

項目の修正点の有無等について確認した。 
 
５．食品テロの早期察知へのPMMの活用可能

性に関する実証実験 
インターネットを通じて食品等の商品の注

文を行う生協組合員をモニターとして、本研究

においてインターネットアンケートによって得

られた健康調査データと、モニターの商品購入

データを組み合わせて食品のPMM データを作

成し、対象データとした。 
分析手法は、医薬品 PMM と米国疾病予防管

理センター（CDC）で実施されている早期異常

探知システム（EARS）の手法などを組み合わ

せた手法である。具体的には、Step1:EARS、
Step2:オッズ比、Step3:散布図、の 3 段階でデ

ータの分析及びスクリーニングを行う。平成 25
年度はこれまでに対象期間とした 1～4 月では

なく、夏季を対象期間とした分析に焦点を当て

て検討した。 

PMM データは、日本生協連、生活協同組合

パルシステム東京（パルシステム東京）、生活協

同組合コープこうべ（コープこうべ）の協力を

得て平成 25 年 5 月 16 日から 9 月 20 日の期間

で収集した。健康調査への協力とともに、健康

調査実施期間中の加入生協におけるインターネ

ットを通じた商品購入データの提供にも協力す

ることに同意した登録者は、パルシステム東京

では 987 世帯、コープこうべでは 981 世帯であ

った。また、モニター世帯が購入した食品の総

数はパルシステム東京が 8,816 品目、コープこ

うべが 10,667 品目であった。 
上記の PMM データに関して、食中毒と関連

が深いと考えられる下痢、嘔吐の 2 症状を対象

に分析、スクリーニングを行った。その結果、

「スイートポテト」、「骨ぬきさばみりん干し」

の 2 食品で下痢・欧と症状の家族内発生が複数

見られたことから、食中毒の可能性も考慮し健

康被害の可能性を生協連へ報告した。いずれの

場合も、関連する苦情などの問い合わせがない

ことなどから、アラートを出し追跡調査まで行

うには至らなかった。 
新年度には、再び夏季期間を対象として、健

康調査および商品購入データの提供による

PMM データを収集、今年度分析結果に関する

再現性の評価を行う予定である。 
 

D．考察 
米国における食品防御対策の体系的把握に

ついて、平成 25 年度における米国の食品テロ

対策は、FSMA のうち、「意図的な異物混入に

対 す る 食 品 保 護 に 関 す る 提 案 規 則

（21CFRpart21 案）の公表が特筆すべき事項

として挙げられる。また、第 8 回食品防御計画

調査の実施は過年度施策の充実に位置づけられ

る。 
 
中小規模の食品工場等における脆弱性評価

の実施とチェックリストの適用可能性の検討

については、近年の食品への意図的な異物混入

事件を受け、食品工場等における食品防御に対

する意識の向上は感じられたが、具体的な食品

防御対策については、今後さらなる改善が必要

と感じられた。 
具体的には、①殺虫剤や工具工材の管理不徹
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底（原材料保管場所の隣に殺虫剤や工材が保管

されている等）、②工場外周からの侵入防止策の

不徹底（外周フェンスの未整備、タクシー運転

手への入場パスワードの漏えい）、③上水道設備

の保護不徹底、④構内の移動制限の不徹底、⑤

私物の持ち込み制限の不徹底（駐車場と工場建

屋の近接）などが確認された。 
また、今回調査した物流センターは、既に調

査を行った物流センターのグループに属する施

設であったことから、過去の調査で指摘した事

項については、的確に対策が取られ、グループ

（企業）内での食品防御に対する情報の共有化

と、可能な対策が実施されていることが感じら

れた。 
以上のように、本年度の調査においても、従

来のHACCPによる衛生管理のみでは対応が難

しい食品防御対策があることが改めて確認され

た。 
既に作成しているHACCPの留意事項につい

ても、本研究結果を踏まえて、修正する事が必

要である。 
 
生物剤系危害に対するセキュリティ強化に

ついては、特定した化学物質・生物剤は、法律

上管理方法が定められているもの、もしくは一

般的な設備や知識では取扱いそのものが困難で

あると想定される。ただし、意思を持って投入

される場面を想定した場合、法律上の従来の管

理方法や食品衛生上の管理では対応が不十分で

ある。人為的な食品汚染等犯罪に悪用される可

能性が排除できないため、詳細な防御対策は非

公表とするが、脆弱ポイント区域への持ち込み

防止対策の強化をはじめ監視体制、アクセス制

限の改善が必要である。 
 
食品防御ガイドラインの作成について、中小

規模の食品工場の実施調査を行い、現行のガイ

ドラインにおける課題を確認した結果、食品防

御対策の基本は、規模の大きさに関わらず共通

していることが明らかになった。そのため、ガ

イドラインも、企業規模に関わらず使用しやす

いように、改訂する必要性が生じた。今回の改

訂により、当初 40 項目あった項目が 38 項目に

整理されると共に、難解な用語も改善された。

今後、従業員の採用や、採用後の管理方法等に

ついて、どこまで踏み込んだ表現とすべきか、

今後検討していく必要がある。 
 
食品テロの早期察知へのPMMの活用可能性

に関する実証実験は、これまでに対象期間とし

た 1～4 月ではなく、夏季を対象期間とした分

析に焦点を当てて検討した。2 食品で下痢・欧

と症状の家族内発生が複数見られたことから、

食中毒の可能性も考慮し健康被害の可能性を生

協連へ報告した。いずれの場合も、関連する苦

情などの問い合わせがないことなどから、アラ

ートを出し追跡調査まで行うには至らなかった。 
本研究により、食中毒の可能性が疑われる食

品の検出から生協連と連携しての対応までのや

り取りをより円滑なものとすることができ、

PMM 調査の枠組みの実用性を向上することが

できた。 
今後は手法の精度や実用性を高めるため、夏

季期間を対象とした調査による再現性の確認、

購入全食品に対して長期間にわたって喫食食品

を回答していただくような健康調査方法の開発、

抽出された原因候補食品との因果関係の調査、

システムの自動化、さらなるアラートのリアル

タイム性の向上などが課題であり、実用化に向

け検討を継続していく必要がある。 
 
 
E．結論 
米国における食品防御対策の体系的把握に

ついては、以下の結論が得られた。 
・ 平成 25 年度における FDA、USDA におけ

る食品テロ対策の概要を整理するとともに、

これを体系的に整理した。 
・ FDA の食品テロ対策は FSMA 関係の新規

の規制措置等の公表が行われた。USDA の

食品テロ対策は過年度施策の継続的実施と

なっている。 
 
中小規模の食品工場等における脆弱性評価

の実施とチェックリストの適用可能性の検討

については、以下の結論が得られた。 
・ 中小規模の 2 つの食品工場と、物流施設に

おいて脆弱性評価とチェックリストの適応

を試みた結果、①殺虫剤や工具工材の管理

不徹底（原材料保管場所の隣に殺虫剤や工
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材が保管されている等）、②工場外周からの

侵入防止策の不徹底（外周フェンスの未整

備、タクシー運転手への入場パスワードの

漏えい）、③上水道設備の保護不徹底、④構

内の移動制限の不徹底、⑤私物の持ち込み

制限の不徹底（駐車場と工場建屋の近接）

等の脆弱性が確認された。 
 
生物剤系危害に対するセキュリティ強化に

ついては、以下の結論が得られた。 
・ 生物剤の特性及び今回対象とした食品の特

性、製造工程の特徴から、製菓工場及び流

通センター、水産加工工場にて食品テロに

利用される可能性がある生物剤を特定した

上で、当該物質が利用された場合の被害規

模の想定を行った。また、脆弱ポイントの

評価を踏まえ、食品防御の視点から、現行

の管理体制に追加すべき具体的な対策の検

討を行った。 
 
食品防御ガイドラインの作成については、以

下の結論が得られた。 
・ 工場規模に関わらず適用可能となるように、

ガイドラインを改訂し、解説と一体化した

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場

向け）（平成 25 年度改訂版）を作成した。

今回の改訂により、当初 40 項目あった項目

が 38 項目に整理されると共に、難解な用語

も改善された。 
・ 次年度以降は、中小規模工場へのさらなる

適用、及びそれに基づいたガイドラインの

修正作業を進める予定である。 
 
食品テロの早期察知へのPMMの活用可能性

に関する実証実験については、平成 25 年度の

本研究において、日本生協連を通じて、パルシ

ステム東京およびコープこうべの協力を得て集

された健康調査データ、および調査に参加した

世帯の商品購入データを用いて、医薬品 PMM
の分野で適用されている枠組み、手法と米国

CDC で実施されている EARS の手法などを組

み込んで開発した、食品による健康被害の早期

発見および原因食品候補のスクリーニング手法

による分析について、これまでに対象期間とし

た 1～4 月ではなく、夏季を対象期間とした分

析に焦点を当てた実証実験を行った。 
食中毒の可能性が疑われる食品が検出され

た場合には生協連と連携を行い、苦情など関連

する問合せの確認や、必要に応じた追跡調査を

行うことになる。細菌性の食中毒増加が懸念さ

れる夏季期間では、検出される食品が増加して

対応が困難となる可能性があった。本研究では

実際に夏季期間を通じた実証実験を行い、

PMM 調査の枠組みが夏季期間でも有効に機能

することを確認、実用性を向上することができ

た。 
今後は抽出された原因候補食品との因果関

係の調査や、実用化に向けたリアルタイムアラ

ートの効率的な提供方法などを検討していく必

要がある。 
さらに、新年度実施する調査データを分析対

象に加え、PMM の活用可能性の検証をより進

める予定である。 
 

 
F．研究発表 
１．論文発表 
Hiroaki Sugiura, Manabu Akahane, Yasushi 
Ohkusa, Nobuhiko Okabe, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Harumi Bando, Tomoaki 
Imamura. Prevalence of Insomnia Among 
Residents of Tokyo and Osaka After the 
Great East Japan Earthquake: A Prospective 
Study. interactive Journal of Medical 
Research. 2013;18;2(1):e2. 
 
Tomomi Sano, Manabu Akahane, Hiroaki 
Sugiura, Yasushi Ohkusa, Nobuhiko Okabe, 
Tomoaki Imamura. Internet survey of the 
influence of environmental factors on human 
health: environmental epidemiologic 
investigation using the Web-based Daily 
Questionnaire for Health. International 
Journal Of Environmental Health Research. 
2013 Jun;23(3):247-257. 
 
Harumi Bando, Hiroaki Sugiura, Yasushi 
Ohkusa, Manabu Akahane, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Nobuhiko Okabe, Tomoaki 
Imamura. Association between first airborne 



 1-7 

cedar pollen level peak and pollinosis 
symptom onset: a web-based survey. 
International Journal Of Environmental 
Health Research. 2014. 
 
神奈川芳之、赤羽学、今村知明. 第１編 食品

衛生管理と食の安全 第６章 フードディフェ

ンスという概念. 美研クリエイティブセンタ

ー 編集. 微生物コントロールによる食品衛生

管理 －食品の安全・危機管理から予測微生物

の活用まで－. 2013;p.91-108. 
 
今村知明. 食品防御から見たバイオリスク認

知・バイオリスク評価・バイオリスクマネジメ

ントの考え方と食品バイオテロに対する食品防

御による対応. JBSA ニュースレター. 2013 
Apr;3(1):21-28. 
 
神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、山

口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 食品

汚染防止に関するチェックリストを基礎とした

食品防御対策のためのガイドラインの検討 
Tentative Food Defense Guidelines for Food 
Producers and Processors in Japan. 日本公

衆衛生雑誌. 2014 Feb;61(2):100-108. 
 
今村知明 他. 食品保健. 医療情報科学研究

所 編集. 保健・医療・福祉・介護スタッフの

共通テキスト 公衆衛生がみえる . 2014 
Mar;p.302-319. 
 
今村知明、神奈川芳行 他. 第５章 社会にお

ける対応の現状と対策 １．アレルギーの表示

の現状と対策. 中村 丁次 他編. 【第２版】

食物アレルギーＡtoＺ 医学的基礎知識から代

替食献立まで. 2014 Mar;p.151-159. 
 
 
２．学会発表 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総

会. 杉浦弘明、赤羽学、鬼武一夫、今村知明. 
花粉症シーズンにおけるアトピー性皮膚炎患者

の皮膚症状の日々の発生頻度の検討.  
 

2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総

会. 神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、

山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 食

品防御対策に関する諸外国や国際組織における

検討状況とその対策. 
 

 
G．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし 
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表 １ 

『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）』（平成 25 年度改訂版）について 

安全な食品を提供するために、食品工場では、HACCP システムや ISO を導入し、高度な衛生状態

を保っています。その一方で、衛生状態を保つだけでは、悪意を持って意図的に食品中に有害物質

等を混入することを防ぐことは困難とされています。 

2001 年 9 月 11 日の世界同時多発テロ事件以降、世界各国でテロ対策は、国家防衛上の優先的課

題となっています。特に米国では、食品医薬品局（Food and Drug Administration；FDA）が、農場、

水産養殖施設、漁船、食品製造業、運輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全ての部門（小売業

や飲食店を除く）を対象とした、『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工業お

よび輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, Processors, and Transporters: Food 

Security Preventive Measures Guidance, 2007.10］1を作成し、食品への有害物質混入等、悪意あ

る行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを最小化するため、食品関係事業者が実施可能な予防

措置を例示しています。 

世界保健機関（World Health Organization；WHO）、2003 年に「Terrorists Threats to Food- 

Guidelines for Establishing and Strengthening Prevention and Response Systems（食品テロの

脅威へ予防と対応のためのガイダンス）」を作成し、国際標準化機構（International Organization 

for Standardization: ISO）も「ISO 22000；食品安全マネジメントシステム－フードチェーンに関

わる組織に対する要求事項（Food safety management systems - Requirements for any organization 

in the food chain）」（2005年 9月）や「ISO/TS 22002-1:2009 食品安全のための前提条件プログラ

ム－第1部:食品製造業（Prerequisite programmes on food safety -- Part 1: Food manufacturing）」

（2009年 12月）を策定するなど、国際的にも食品テロに対する取り組みが行われています。 

日本では、食品に意図的に有害物質を混入した事件としては、1984年のグリコ・森永事件、1998

年の和歌山カレー事件、2008年の冷凍ギョーザ事件、2013年の冷凍食品への農薬混入事件等が発生

しており、食品の製造過程において、意図的な有害物質の混入を避けるための「食品防御対策」の

必要性が高くなっています。 

2007年以降、当研究班の前身である、「食品によるバイオテロの危険性に関する研究」や、「食品

防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究」において諸外国の取組の情報収集や

日本における意図的な食品汚染の防止策の検討が行われてきました。 

さらに、平成23年度末には、日本の食品事業者が食品防御に対する理解を深め、実際の対策を検

討できるように、過去の研究成果を基に、優先度の高い「１．優先的に実施すべき対策」と、将来

的に実施が望まれる「２．可能な範囲での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けた食品

製造者向けのガイドライン「食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）」（案）やその解説、

食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造過程承認制度実施要領（日本版ＨＡＣＣＰ）

［別表第１ 承認基準］における留意事項（案）を作成しました 

この度、平成25年度厚生労働科学研究費補助金「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の

検証に関する研究班」では、平成23年度に作成した「食品防御対策ガイドライン（案）（食品製造

工場向け）」を中小規模の食品工場等での使用を前提により分かりやすく修正し、解説と一体化しま

した（別添）。本ガイドライン等を参考に、食品事業者が、食品工場の規模や人的資源等の諸条件を

考慮しながら、「実施可能な対策の確認」や「対策の必要性に関する気付き」を得て、定期的・継続

的に食品防御対策が実施され、確認されることが望まれます。 
                                                  

1 
http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083
075.htm 
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（別添）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成25年度改訂版） 

 

（参考） 

食品防御対策ガイドラインの検討経過 

平成 17 年度（特別研究事業） 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 
平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 
 食品工場における脆弱性評価の実行可能性の検証 
 脆弱性評価手法（CARVER+Shock） 
 食品テロ対策の検討 
 チェックリストの作成（食品工場向け／物流施設向け） 
①食品工場における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）の作成（平成 18 年度） 
②食品に係る物流施設における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）作成（平成 20
年度） 

 
 

平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確

立と実行可能性の検証に関する研究 
平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確

立と実行検証に関する研究 

 平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの

危険性に関する研究 
平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策

の確立と実行可能性の検証に関する研究 

 食品工場におけるチェックリストの実行可

能性の検証（平成 21～24 年度） 
 チェックリストの充実・精緻化（平成 21～

24 年度） 
 中小規模の食品工場等における脆弱性評価

の実施とチェックリストの適用可能性の検

討（平成 25 年度） 

  食品防御対策の検討（平成 18～25 年度） 
 費用対効果の測定等（平成 21～23 年度） 

 
 

平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究 

ガイドライン等の作成・公表 
①食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）（平成 23 年度） 
②食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）［解説］ （平成 23 年度） 
③食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造承認制度実施要領（日本版 HACCP）[別
表第 1 承認基準]における留意事項の検討（平成 23 年度） 

平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行検証に関する研究 

上記ガイドラインの改訂；中小規模の食品工場等での使用を前提に分かりやすく修正し、解説と一

体化した。 
①食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版） 
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（別添） 

 
１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

・ 食品工場の責任者は、従業員等が働きやすい職場環境づくりに努め、従業員等が自社製品の

品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるように留意する。 

解  説 
従業員等の監視を強化するのではなく、従業員等自らが、自社製品の安全を担っ

ているという高い責任感を感じながら働くことができる職場環境づくりを行う。 

 

・ 食品工場の責任者は、自社製品に意図的な食品汚染が発生した場合、お客様はまず工場の従

業員等に疑いの目を向けるということを、従業員等に意識付けておく。 

解  説 

従業員等に対して、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置の重要性に関し

て定期的に教育を行い、従業員自らが自社製品の安全を担っているという責任感を

認識させる。 

 

・ 自社製品に意図的な食品汚染が疑われた場合に備え、普段から従業員の勤務状況、業務内容

について正確に把握しておく。 

解  説 

意図的な食品汚染が発生した場合においても、各方面への情報提供を円滑に行う

ことができるよう、平時から、従業員の勤務状況、業務内容について正確に記録す

る仕組みを構築しておく。 

 

・ 製品の異常を早い段階で探知するため苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築

するとともに、万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自社製品に

意図的な食品汚染が疑われた場合の保健所等への通報・相談や社内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続きを定めておく。 

解  説 

苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても

把握に努め、これらの情報等について企業内での共有化を図る。 

意図的な食品汚染が判明した場合や疑われる場合の社内の連絡フロー、保健

所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておく。 

異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を

受けた責任者は故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討する。 

 

■人的要素（従業員等2） 

・ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認する。身分証、免許証、各種証明書等

は、可能な限り原本を確認し、面接時には、記載内容の虚偽の有無を確認する。 

 

                                                  
2 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、
“食品防御に対する留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け） 
  —意図的な食品汚染防御のための推奨項目— 

（平成 25 年度改訂版） 
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・ 従業員等の異動・退職時等には制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を返却させる。 

 

・ 製造現場内へは原則として私物は持ち込まないこととし、これが遵守されていることを確認

する。持ち込む必要がある場合は、個別に許可を得るようにする。 

解  説 

製造現場内への持ち込み禁止品の指定は際限がないため、持ち込まないこと

を原則として、持ち込み可能品はリスト化すると共に、持ち込む場合は、個別

に許可を得る方が管理しやすいと考えられる。 

また、更衣室やロッカールームなども相互にチェックする体制を構築してお

く。 

 

・ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化する（全従業員等が、移動を認められた範囲の中で

働いているようにする）。 

解  説 

他部署への理由のない移動を制限し、異物が混入された場合の混入箇所を同

定しやすくする。 

制服や名札、帽子の色、ID バッジ等によって、全従業員の「移動可能範囲」

や「持ち場」等を明確に識別できるようにする。 

 

・ 従業員等の従来とは異なる言動、出退勤時間の著しい変化等を把握する。 

解  説 

従業員等が犯行に及んだ場合の動機は、採用前から抱いていたものとは限らず、

採用後の職場への不平・不満等も犯行動機となることも考えられる。 

製造現場の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通

じて、従業員の心身の状態について確認するとともに、日常の言動や出退勤時刻の

変化が見られる場合には、その理由についても確認する。 

 

・ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、従業員に認知させ、従業員同士の識別度を高める。 

解  説 
新規採用者を識別しやすくするとともに、従業員が見慣れない人の存在に疑問を

持つ習慣を意識づける。 

 

■人的要素（部外者） 

・ 事前に訪問の連絡があった訪問者については、身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）

を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行する。 

解  説 
訪問者の身元を、社員証等で確認する。訪問理由を確認した上で、従業員が訪問

場所まで同行する。 

 

・ 事前に訪問の連絡がなかった訪問者、かつ初めての訪問者は、原則として工場の製造現場へ

の入構を認めない。 

解  説 

「飛び込み」の訪問者については原則として製造現場への入構を認めない。 

なお、訪問希望先の従業員に対して面識の有無や面会の可否等について確認が取

れた場合は、事前に訪問の連絡があった訪問者と同様の対応を行う。 

 

・ 訪問者（業者）用の駐車場を設定する。この際、製造棟とできるだけ離れていることが望ま

しい。 

解  説 全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限す
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ることは現実的ではない。 

特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）については、それらの

車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておく。 

 

・ 食品工場の施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠作業等のため、工場内を単独で行動する

可能性のある訪問者（業者）には、持ち物を十分確認し、不要なものを持ち込ませないよう

にする。 

解  説 

食品工場の施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等に関する作業員は、長時間

にわたり多人数で作業することもあるため、従業員が全ての作業員の作業に同行す

ることは困難である。 

作業開始前に、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品の管理を徹底する。 

 

・ 郵便、宅配便の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めておく。また配達員の敷地内の移動

は、事前に設定した立ち入り可能なエリア内のみとする。 

解  説 

信書と信書以外の郵便物、また宅配物等の届け物や受取人の違いにより、配達員

は比較的自由に食品工場の敷地内を移動できる状況にあるため、郵便、宅配物等の

受け入れ先は数箇所の定められた場所に限定する。 

また、郵便局員や宅配業者が、食品工場の建屋内に無闇に立ち入ることや、建屋

外に置かれている資材・原材料や製品に近づくことができないよう留意する。 

 

■施設管理 

・ 不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認する。 

解  説 

食品工場で使用する原材料や工具等について、定数・定位置管理を行い、過不足

や紛失に気づきやすい環境を整える。 

また、食品に直接手を触れることができる製造工程や従事者が少ない場所等、意

図的に有害物質を混入し易い箇所については特に重点的に確認する。 

 

・ 食品に直接手を触れることができる仕込みやや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意

図的に有害物質を混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防

御対策を検討する。 

解  説 

仕込みや包装前の製品等に直接手を触れることが可能な状況が見受けられ

る。 

特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの実施、従業員同士による相

互監視、監視カメラの設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられない構造

に改修する。 

 

・ 工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じる。 

 

・ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認する。 

解  説 
最低限、誰でも自由に鍵を持ち出せるような状態にならないよう管理方法を定

め、徹底する。 

 

・ 製造棟、保管庫は、外部からの侵入防止のため、機械警備、定期的な鍵の取り換え、補助鍵
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の設置、格子窓の設置等の対策を行う。 

解  説 

食品工場内の全ての鍵を定期的に交換することは現実的ではない。 

異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる製造棟や保管庫については、

補助鍵の設置や定期的な点検を行うなどの侵入防止対策を取ることが重要である。 

 

・ 製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を取

る。 

解  説 

製造棟が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにする。全ての

出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、

施設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画する。 

 

・ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質については保管場所を定めた

上で、当該場所への人の出入り管理を行うと共に、使用日時及び使用量の記録、施錠管理を

行う。 

解  説 

試験材料（検査用試薬・陽性試料等）の保管場所は検査・試験室内等に制限する。

無断で持ち出されることの無いよう定期的に保管数量の確認を行う。可能であれば

警備員の巡回やカメラ等の設置を行う。 

 

・ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質を紛失した場合は、工場長や

責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

解  説 

法令等に基づき管理方法等が定められているものについては、それに従い管理を

行う。 

それ以外のものについては、管理方法等を定め、在庫量の定期的な確認、食品の

取扱いエリアや食品の保管エリアから離れた場所での保管、栓のシーリング等によ

り、妥当な理由無く有害物質を使用することの無いよう、十分に配慮した管理を行

う。また試験材料や有害物質の紛失が発覚した場合の通報体制や確認方法を構築す

る。 

 

・ 殺虫剤の保管場所を定め、施錠による管理を徹底する。 

解  説 

食品工場の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分に

ついて事前に確認しておくことが重要である。 

殺虫剤を保管する場合は鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用

量等に関する記録を作成する。 

防虫・防鼠作業の委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を

行う場所を勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定する。 

殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになるが、工場

長等が知らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、工場内に

保管したりするようなことがないよう、管理を徹底する。 

 

・ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じる。 

解  説 
井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を決め、鍵等による物理的な安全

対策、防御対策を講じる。 
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・ 井戸水を利用している場合、確実な施錠を行い、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセスを防

止すると共に、可能であれば監視カメラ等で監視する。 

解  説 
井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体に及ぶため、厳重な管理が必

要である。 

 

・ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムについて、従業員の異動・退職時

等に併せてアクセス権を更新する。アクセス許可者は極力制限し、データ処理に関する履歴

を保存する。 

解  説 

コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムにアクセス可能な

従業員をリスト化し、かつシステムの設置箇所に鍵を設ける、ログインパスワー

ドを設ける等の物理的なセキュリティ措置を講じる。 

 

■入出荷等の管理 

・ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装を確認する。異常を発見した場合

は、工場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

 

・ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の出荷時の積み込み作業を監視する。 

解  説 
積み下ろし、積み込み作業は食品防御上脆弱な箇所である。実務上困難な点はあ

るが、相互監視や、可能な範囲でのカメラ等による監視を行う。 

 

・ 納入製品・数量と、発注製品・数量との整合性を確認する。 

解  説 

数量が一致しない場合は、その原因を確認する。納入数量が増加している場合は

特に慎重に確認を行い、通常とは異なるルートとから製品が紛れ込んでいないかに

注意を払う。 

 

・ 保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、工

場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

解  説 
数量が一致しない場合は、その原因を確認する。在庫量が増加している場合は特

に慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意を払う。 

 

・ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、工場長や

責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

解  説 
過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認する。特に納入量が増加し

ている場合は慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意を払う。 

 

・ 製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしておく。 

解  説 

食品工場内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の

拡大を防ぐため、至急納入先と情報を共有する必要がある。納入担当者が不在の場

合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方法を定めておくこと。 
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２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

将来的に実施することが望まれるものの、１．に挙げた項目に比して優先度は低いと判断され

た不急の対策。 

 

■組織マネジメント 

・ 従業員等や警備員は、敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに

工場長や責任者に報告する。 

解  説 

警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保してお

くことが望ましい。 

故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見逃さないことが重要

である。 

 

■人的要素（従業員等） 

・ 敷地内の従業員等の所在を把握する。 

解  説 
従業員の敷地内への出入りや所在をリアルタイムでの把握や、記録保存のため

に、カードキーやカードキーに対応した入退構システム等を導入する。 

 

■施設管理 

・ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等を設ける。 

解  説 
食品工場の敷地内への出入りしやすい環境が多いため、敷地内への立ち入りを防

止することが望ましい。 

 

・ カメラ等により工場建屋外の監視を行う。 

解  説 
カメラ等による工場建屋への出入りを監視することによる抑止効果が期待でき、

また、有事の際の確認に有用である。 

 

・ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中／使用中の資材や原材料の継続的な監視、施

錠管理等を行う。 

解  説 
資材・原料保管庫は人が常駐していないことが多く、かつアクセスが容易な場合

が多い。可能な範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠確認等を行う。 

 

 

以上 
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表 ２『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）』（案）［新対照表］ 

平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 

はじめに 

2001 年 9月 11 日にアメリカで発生した同時多発テロ事件を契機に、世界

各国でテロの発生に関する認識が高まり、テロ対策は、国家防衛上の優先的

課題となっている。 

わが国では、1984 年のグリコ・森永事件、1998 年の和歌山カレー事件、

2008 年冷凍ギョーザ事件等が発生しているが、これらは、健康被害をもた

らすことを意図して食品に直接有害物質を混入したものであり、実際の被害

の発生範囲は限局的なものであった。しかし、フードサプライチェーンの過

程で有害物質が混入されれば、被害の発生範囲が拡大することは容易に予測

される。 

こうしたことから、厚生労働科学研究補助金「食品防御の具体的な対策の

確立と実行可能性の検証に関する研究班」では、悪意を持った者による意図

的な食品の汚染を防止するために、米国食品医薬品局（FDA：Food and Drug 

Administration）による『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製

造業、加工業および輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, 

Processors, and Transporters: Food Security Preventive Measures 

Guidance, 2007.10］1を参考に、日本における食品工場の責任者が講じるべ

き対応をまとめたガイドラインを作成した。  
 

１．日本における食品衛生対策と食品防御対策の現状 

近年、わが国では、HACCP システム等の導入推進により、フードサプライ

チェーン全体に渡る食品衛生水準の確保・向上が図られている。しかし、

HACCP による食品衛生管理は、悪意を持った者によるフードサプライチェー

ンの過程での意図的な有害物質等の混入は想定していない。悪意を持った者

による意図的な食品汚染行為を防止するためには、HACCP システム等の衛生

安全な食品を提供するために、食品工場では、HACCP システムや ISO を導入

し、高度な衛生状態を保っています。その一方で、衛生状態を保つだけでは、

悪意を持って意図的に食品中に有害物質等を混入することを防ぐことは困難

とされています。 

2001 年 9 月 11 日の世界同時多発テロ事件以降、世界各国でテロ対策は、国

家防衛上の優先的課題となっています。特に米国では、食品医薬品局（Food and 

Drug Administration；FDA）が、農場、水産養殖施設、漁船、食品製造業、運

輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全ての部門（小売業や飲食店を除く）

を対象とした、『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工

業および輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, Processors, 

and Transporters: Food Security Preventive Measures Guidance, 2007.10］
1を作成し、食品への有害物質混入等、悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象と

なるリスクを最小化するため、食品関係事業者が実施可能な予防措置を例示し

ています。 

世界保健機関（World Health Organization；WHO）、2003 年に「Terrorists 

Threats to Food- Guidelines for Establishing and Strengthening Prevention 

and Response Systems（食品テロの脅威へ予防と対応のためのガイダンス）」

を作成し、国際標準化機構（International Organization for Standardization: 

ISO）も「ISO 22000；食品安全マネジメントシステム－フードチェーンに関わ

る組織に対する要求事項（Food safety management systems - Requirements for 

any organization in the food chain）」（2005 年 9月）や「ISO/TS 22002-1:2009

食品安全のための前提条件プログラム－第 1 部:食品製造業（Prerequisite 

programmes on food safety -- Part 1: Food manufacturing）」（2009 年 12 月）

を策定するなど、国際的にも食品テロに対する取り組みが行われています。 

日本では、食品に意図的に有害物質を混入した事件としては、1984 年のグリ

                                                  
1 http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083075.htm 
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平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 

管理に加え、工場内の従業員のマネジメントや、外部からの侵入者の監視・

侵入の阻止等にも注意を払う必要がある。 

米国では、災害やテロ等に対する国家全体の応急対応計画である

「National Response Plan」において「食品テロの危険性」が明記される等、

国家の全体の安全保障における「意図的な食品汚染」の位置づけも明確にさ

れている。わが国でも、従来の食品衛生対策に加え、意図的な食品汚染行為

を防止するために、「組織マネジメント」、「従業員等の管理」、「部外者の管

理」、「施設管理」、「入出荷等の管理」等の実施により、より積極的な食品防

御対策を講じる必要性が高まっている。 

 

２．「食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）」の概要 

米国 FDA による『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、

加工業および輸送業編”』は、フードサプライチェーンが食品への有害物質

混入等悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを最小化するた

め、食品関係事業者が実施可能な予防措置を例示し、現行の手続きや管理方

法の見直しを促すために作成されたものである。その対象は、農場、水産養

殖施設、漁船、食品製造業、運輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全て

の部門（小売業や飲食店を除く）である。 

今回、米国のガイドラインを参考に、わが国の実情や、複数の食品工場で

の実地調査の結果を踏まえ、食品工場の責任者が、食品工場における悪意を

持った者による意図的な食品の汚染行為を防止するためのガイドラインを

作成した。 

 

３．ガイドラインの使用について 

本ガイドラインは、本来であれば、米国のように、意図的な食品汚染の危

険性が関係者全般に広く認知された状況下で、各食品関係事業者における防

御対策実施の要件として公表されることが望ましい。 

しかし、わが国は未だ米国のような状況にないため、より多くの食品関係

コ・森永事件、1998 年の和歌山カレー事件、2008 年の冷凍ギョーザ事件、2013

年の冷凍食品への農薬混入事件等が発生しており、食品の製造過程において、

意図的な有害物質の混入を避けるための「食品防御対策」の必要性が高くなっ

ています。 

2007 年以降、当研究班の前身である、「食品によるバイオテロの危険性に関

する研究」や、「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する

研究」において諸外国の取組の情報収集や日本における意図的な食品汚染の防

止策の検討が行われてきました。 

さらに、平成 23 年度末には、日本の食品事業者が食品防御に対する理解を

深め、実際の対策を検討できるように、過去の研究成果を基に、優先度の高い

「１．優先的に実施すべき対策」と、将来的に実施が望まれる「２．可能な範

囲での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けた食品製造者向けのガ

イドライン「食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）」（案）やその解

説、食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造過程承認制度実施要

領（日本版ＨＡＣＣＰ）［別表第１ 承認基準］における留意事項（案）を作成

しました 

この度、平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金「食品防御の具体的な対策

の確立と実行可能性の検証に関する研究班」では、平成 23 年度に作成した「食

品防御対策ガイドライン（案）（食品製造工場向け）」を中小規模の食品工場等

での使用を前提により分かりやすく修正し、解説と一体化しました（別添）。

本ガイドライン等を参考に、食品事業者が、食品工場の規模や人的資源等の諸

条件を考慮しながら、「実施可能な対策の確認」や「対策の必要性に関する気

付き」を得て、定期的・継続的に食品防御対策が実施され、確認されることが

望まれます。 
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平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 

事業者が意図的な食品汚染の危険性に関心を持ち、現実的に可能な対策を検

討することができるように、「１．優先的に実施すべき対策」と、「２．可能

な範囲での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けて作成してい

る。本ガイドラインは、法的な規制や強制力を伴うものではなく、各食品工

場において、その規模や人的資源等の諸条件を勘案しながら、「実施可能な

対策の確認」や「対策の必要性に関する気付きを得る」ために活用されるこ

とを念頭に作成したものであり、その趣旨を踏まえた活用を願うものであ

る。 

なお、ガイドラインに示した項目については、定期的・継続的に確認され

ることが望ましい。 
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食品防御対策ガイドライン（食品工場向け）  —意図的な食品汚染防御のための推奨項目— 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

1 ○ 食品工場の責任者は、日ごろから全ての従

業員等2が働きやすい職場環境の醸成に努

める。これにより、従業員等が自社及び自

社製品への愛着を高め、自社製品の安全確

保について高い責任感を感じながら働く

ことができるような職場づくりを行う。 

○ 食品工場の責任者は、従業員等が働きやす

い職場環境づくりに努め、従業員等が自社

製品の品質と安全確保について高い責任

感を感じながら働くことができるように

留意する。  

従業員等の監視を強化するのではなく、従業員

等自らが、自社製品の安全を担っているという

高い責任感を感じながら働くことができる職

場環境づくりを行う。 

2 ○ 食品工場の責任者は、自社製品に意図的な

汚染が疑われる事態が発生した場合、消費

者や一般社会から、その原因としてまず最

初に内部の従業員等に対して疑いの目が

向けられる可能性が高いことを、従業員等

に意識付けておく。 

○ 食品工場の責任者は、自社製品に意図的な

食品汚染が発生した場合、お客様はまず工

場の従業員等に疑いの目を向けるという

ことを、従業員等に意識付けておく。 

従業員等に対して、意図的な食品汚染に関する脅

威や、予防措置の重要性に関して定期的に教育を

行い、従業員自らが自社製品の安全を担っている

という責任感を認識させる。 

3 ○ 自社製品に意図的な汚染が疑われる事態

が発生した場合において、その原因、経過

等について迅速に把握、情報公開ができる

よう、普段から従業員の勤務状況、業務内

容について正確に把握しておく。 

○ 自社製品に意図的な食品汚染が疑われた

場合に備え、普段から従業員の勤務状況、

業務内容について正確に把握しておく。 

意図的な食品汚染が発生した場合においても、各

方面への情報提供を円滑に行うことができるよ

う、平時から、従業員の勤務状況、業務内容につ

いて正確に記録する仕組みを構築しておく。 

                                                  
2派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。 

2013年度版の記載に

ついて、簡素化等の

修正を実施 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

4 ○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦

情や健康危害情報等を日常的に確認する

とともに、万一、意図的な食品汚染が発生

した際に迅速に対処できるよう、意図的な

食品汚染が疑われる場合の社内外への報

告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを

定めておく。 

○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦

情や健康危害情報等を集約・解析する仕組

みを構築するとともに、万一、意図的な食

品汚染が発生した際に迅速に対処できる

よう、自社製品に意図的な食品汚染が疑わ

れた場合の保健所等への通報・相談や社内

外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の

手続きを定めておく。 

苦情、健康危害情報等については、販売店経由

で寄せられる情報についても把握に努め、これ

らの情報等について企業内での共有化を図る。 

意図的な食品汚染が判明した場合や疑われる

場合の社内の連絡フロー、保健所・警察等関係

機関への連絡先等をマニュアル等に明記して

おく。 

異物混入が発生した際には、原因物質に関わら

ず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は故意

による混入の可能性を排除せずに対策を検討す

る。 

 
■人的要素（従業員等） 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

5 ○ 従業員等の採用面接時において、可能な範

囲で身元確認を行う。例えば、身分証、各

種証明書等について、（複写ではなく）原

本の提示を受ける、面接を通じて記載内容

に虚偽が無いことを確認する、資格及び職

歴の確認を行う、等の手続きをとる。 

○ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で

身元を確認する。身分証、免許証、各種証

明書等は、可能な限り原本を確認し、面接

時には、記載内容の虚偽の有無を確認す

る。 

 

6 ○ 従業員等の異動・退職時等に制服や名札、

ID バッジ、鍵（キーカード）を返却させ

る。 

○ 従業員等の異動・退職時等には制服や名

札、ID バッジ、鍵（キーカード）を返却

させる。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

7 ○ 製造現場内への持ち込み可能品リストを

作成し、これが遵守されていることを確認

する。 

○ 製造現場内へは原則として私物は持ち込

まないこととし、これが遵守されているこ

とを確認する。持ち込む必要がある場合

は、個別に許可を得るようにする。 

製造現場内への持ち込み禁止品の指定は際限

がないため、持ち込まないことを原則として、

持ち込み可能品はリスト化すると共に、持ち込

む場合は、個別に許可を得る方が管理しやすい

と考えられる。 

また、更衣室やロッカールームなども相互にチ

ェックする体制を構築しておく。 

8 ○ 従業員等の従来とは異なる言動、出退勤時

間の著しい変化等について把握をする。 

○ 従業員等の従来とは異なる言動、出退勤時

間の著しい変化等を把握する。 

従業員等が犯行に及んだ場合の動機は、採用前か

ら抱いていたものとは限らず、採用後の職場への

不平・不満等も犯行動機となることも考えられ

る。 

製造現場の責任者等は、作業前の朝礼、定期的な

ミーティング、個別面談等を通じて、従業員の心

身の状態について確認するとともに、日常の言動

や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理

由についても確認する。 

9 ○ 従業員の識別・認識システムを構築する。

新規採用者については、朝礼等の機会を用

いて紹介する等、従業員に認知させる。 

○ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化

する（全従業員等が、移動を認められた範

囲の中で働いているようにする）。 

他部署への理由のない移動を制限し、異物が混

入された場合の混入箇所を同定しやすくする。 

制服や名札、帽子の色、ID バッジ等によって、

全従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等を

明確に識別できるようにする。 

○ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、従

業員に認知させ、従業員同士の識別度を高

める。 

新規採用者を識別しやすくするとともに、従業

員が見慣れない人の存在に疑問を持つ習慣を

意識づける。 
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■人的要素（部外者） 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

10 ○ 事前のアポイントがある場合、訪問者に

対して身元・訪問理由・訪問先（部署・

担当者等）を確認し、可能な限り従業員

が訪問場所まで同行する。 

○ 事前に訪問の連絡があった訪問者につい

ては、身元・訪問理由・訪問先（部署・

担当者等）を確認し、可能な限り従業員

が訪問場所まで同行する。 

訪問者の身元を、社員証等で確認する。訪問理由

を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行す

る。 

11 ○ 事前のアポイントがなく、かつ初めての

訪問者に対して、訪問希望先の従業員に

面識の有無、面会の可否を確認した上で、

敷地内の立ち入りを認める場合は、事前

のアポイントのある訪問者と同様の対応

を行う。 

○ 事前に訪問の連絡がなかった訪問者、か

つ初めての訪問者は、原則として工場の

製造現場への入構を認めない。 

「飛び込み」の訪問者については原則として製造

現場への入構を認めない。 

なお、訪問希望先の従業員に対して面識の有無や

面会の可否等について確認が取れた場合は、事前

に訪問の連絡があった訪問者と同様の対応を行

う。 

12 ○ 訪問者の種類別に、車両のアクセスエリ

ア、荷物の持ち込みエリアを設定し、訪

問者に周知する。 

○ 訪問者（業者）用の駐車場を設定する。

この際、製造棟とできるだけ離れている

ことが望ましい。 

全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷

物の持ち込み等を一律に制限することは現実的

ではない。 

特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠

業者等）については、それらの車両であることが

明確になるように、駐車エリアを設定しておく。 

13 ○ 施設のメンテナンスや防虫・防鼠作業等

のため、工場内を単独で行動する必要の

ある訪問者に対しては、持ち物を十分確

認し、不要なものを持ち込ませないよう

に留意する。食品取扱いエリア/保管エリ

ア/ロッカールームに立ち入る場合は特

に留意する。 

○ 食品工場の施設・設備のメンテナンスや

防虫・防鼠作業等のため、工場内を単独

で行動する可能性のある訪問者（業者）

には、持ち物を十分確認し、不要なもの

を持ち込ませないようにする。 

食品工場の施設・設備のメンテナンスや防虫・防

鼠等に関する作業員は、長時間にわたり多人数で

作業することもあるため、従業員が全ての作業員

の作業に同行することは困難である。 

作業開始前に、持ち物の確認を実施し、不要な持

ち込み品の管理を徹底する。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

14 ○ 郵便、宅配便の受け入れ先（守衛所、事

務所等）を定めておく。また配達員の敷

地内の移動は、事前に設定した立ち入り

可能なエリア内のみとし、配達員が建屋

内に無闇に立ち入ることや、建屋外に置

かれている資材・原材料や製品に近づく

ことができないように留意する。 

○ 郵便、宅配便の受け入れ先（守衛所、事

務所等）を定めておく。また配達員の敷

地内の移動は、事前に設定した立ち入り

可能なエリア内のみとする。 

信書と信書以外の郵便物、また宅配物等の届け物

や受取人の違いにより、配達員は比較的自由に食

品工場の敷地内を移動できる状況にあるため、郵

便、宅配物等の受け入れ先は数箇所の定められた

場所に限定する。 

また、郵便局員や宅配業者が、食品工場の建屋内

に無闇に立ち入ることや、建屋外に置かれている

資材・原材料や製品に近づくことができないよう

留意する。 

 

■施設管理 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

15 ○ 不要な物、利用者・所有者が不明な物が放

置されていないか、定常的に確認を行う。 

○ 不要な物、利用者・所有者が不明な物の放

置の有無を定常的に確認する。 

食品工場で使用する原材料や工具等について、

定数・定位置管理を行い、過不足や紛失に気づき

やすい環境を整える。 

また、食品に直接手を触れることができる製造工

程や従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入し易い箇所については特に重点的に確認す

る。 

16 ○ 食品に直接手を触れることができる仕込

み等の工程や、従事者が少ない場所等、意

図的に有害物質を混入しやすい箇所を把

握し、防御対策を検討する。 

○ 食品に直接手を触れることができる仕込

みやや袋詰めの工程や、従事者が少ない場

所等、意図的に有害物質を混入しやすい箇

所を把握し、可能な限り手を触れない様に

カバーなどの防御対策を検討する。 

仕込みや包装前の製品等に直接手を触れるこ

とが可能な状況が見受けられる。 

特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの

実施、従業員同士による相互監視、監視カメラの

設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられな

い構造に改修する。 

17 ○ 非稼動時における防犯対策を講じる。 ○ 工場が無人となる時間帯についての防犯

対策を講じる。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

18 ○ 鍵の管理方法を策定する。 ○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認す

る。 

最低限、誰でも自由に鍵を持ち出せるような状態

にならないよう管理方法を定め、徹底する。 

19 ○ 製造棟、保管庫については、定期的に鍵の

取替えや暗証番号の変更を行う等、外部か

らの侵入防止対策を適切に行う。 

○ 製造棟、保管庫は、外部からの侵入防止の

ため、機械警備、定期的な鍵の取り換え、

補助鍵の設置、格子窓の設置等の対策を行

う。 

食品工場内の全ての鍵を定期的に交換すること

は現実的ではない。 

異物が混入された場合の被害が大きいと考えら

れる製造棟や保管庫については、補助鍵の設置や

定期的な点検を行うなどの侵入防止対策を取る

ことが重要である。 

20 ○ 工場内部と外部との結節点を特定し、不必

要な又は関係者以外のアクセスの可能性

がある箇所については、必要に応じて対策

を講じる。 

○ 製造棟の出入り口や窓など外部から侵入

可能な場所を特定し、確実に施錠する等の

対策を取る。 

製造棟が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵

入できないようにする。全ての出入り口・窓に対

して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優

先度を設定し、施設の改築等のタイミングで順次

改善策を講じるように計画する。 

21 ○ 工場内に試験材料（検査用試薬・陽性試料

等）や有害物質が存在する場合は、それら

の保管場所を定め、当該場所への人の出入

り管理を行う。 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性

試料等）や有害物質については保管場所を

定めた上で、当該場所への人の出入り管理

を行うと共に、使用日時及び使用量の記

録、施錠管理を行う。 

試験材料（検査用試薬・陽性試料等）の保管場所

は検査・試験室内等に制限する。無断で持ち出さ

れることの無いよう定期的に保管数量の確認を

行う。可能であれば警備員の巡回やカメラ等の設

置を行う。 

22 ○ 工場内に試験材料（検査用試薬・陽性試料

等）や有害物質が存在する場合は、それら

の管理・保管方法、在庫量の確認方法等に

係る規定を定め、在庫品の紛失等の異常事

態が発生した場合の通報体制を構築する。 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性

試料等）や有害物質を紛失した場合は、工

場長や責任者に報告し、工場長や責任者は

その対応を決定する。 

法令等に基づき管理方法等が定められているも

のについては、それに従い管理を行う。 

それ以外のものについては、管理方法等を定め、

在庫量の定期的な確認、食品の取扱いエリアや食

品の保管エリアから離れた場所での保管、栓のシ

ーリング等により、妥当な理由無く有害物質を使

用することの無いよう、十分に配慮した管理を行

う。また試験材料や有害物質の紛失が発覚した場

合の通報体制や確認方法を構築する。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

23 ○ 殺虫剤の選定基準及び管理・保管方法を策

定する。 

○ 殺虫剤の保管場所を定め、施錠による管理

を徹底する。 

食品工場の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場

合は、使用する殺虫剤の成分について事前に確認

しておくことが重要である。 

殺虫剤を保管する場合は鍵付きの保管庫等に保

管し、使用場所、使用方法、使用量等に関する記

録を作成する。 

防虫・防鼠作業の委託する場合は、信頼できる業

者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を勘案し

て、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を

選定する。 

殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者

が持参することになるが、工場長等が知らないう

ちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受け

たり、工場内に保管したりするようなことがない

よう、管理を徹底する。 

24 ○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を

講じる。 

○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を

講じる。 

井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を

決め、鍵等による物理的な安全対策、防御対策を

講じる。 

25 ○ 井戸水を利用している場合、塩素消毒等浄

化関連設備へのアクセス管理、監視等を行

う。 

○ 井戸水を利用している場合、確実な施錠を

行い、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセ

スを防止すると共に、可能であれば監視カ

メラ等で監視する。 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全

体に及ぶため、厳重な管理が必要である。 

26 ○ 従業員の異動・退職時等に、コンピュータ

ー制御システムや重要なデータシステム

へのアクセス権を解除する。 

○ コンピューター処理制御システムや重要

なデータシステムについて、従業員の異

動・退職時等に併せてアクセス権を更新す

る。アクセス許可者は極力制限し、データ

処理に関する履歴を保存する。 

コンピューター処理制御システムや重要なデー

タシステムにアクセス可能な従業員をリスト化

し、かつシステムの設置箇所に鍵を設ける、ログ

インパスワードを設ける等の物理的なセキュリ

ティ措置を講じる。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

27 ○ コンピューター処理制御システムや重要

なデータシステムへのアクセス許可者を

制限する。 

（上と統合）  

28 ○ コンピューターのデータ処理に係る履歴

を保存する。 

（上と統合）  

 

■入出荷等の管理 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

29 ○ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前

に、ラベルや包装の確認を行う。意図的な

食品汚染行為等の兆候･形跡が認められた

場合の調査や通報の体制を構築する。 

○ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前

に、ラベルや包装を確認する。異常を発

見した場合は、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定する。 

 

30 ○ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業

及び製品の出荷時の積み込み作業の監視を

行う。 

○ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作

業や製品の出荷時の積み込み作業を監視

する。 

積み下ろし、積み込み作業は食品防御上脆弱な

箇所である。実務上困難な点はあるが、相互監

視や、可能な範囲でのカメラ等による監視を行

う。 

31 ○ 納入製品・数量と、発注製品・数量との整

合性の確認を行う。 

○ 納入製品・数量と、発注製品・数量との

整合性を確認する。 

数量が一致しない場合は、その原因を確認する。

納入数量が増加している場合は特に慎重に確認

を行い、通常とは異なるルートとから製品が紛

れ込んでいないかに注意を払う。 

32 ○ 保管中の在庫の紛失・増加や意図的な食品

汚染行為等の兆候・形跡が認められた場合

の調査や通報の体制を構築する。 

○ 保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食

品汚染行為の兆候・形跡等が認められた

場合は、工場長や責任者に報告し、工場

長や責任者はその対応を決定する。 

数量が一致しない場合は、その原因を確認する。

在庫量が増加している場合は特に慎重に確認

し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意

を払う。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

33 ○ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛失

や増加）について連絡があった場合の調査

や通報の体制を構築する。 

○ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛

失や増加）についての連絡があった場合、

工場長や責任者に報告し、工場長や責任

者はその対応を決定する。 

過不足の原因について、妥当な説明がつくよう

に確認する。特に納入量が増加している場合は

慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいな

いかに注意を払う。 

34 ○ 製品の納入先の荷受人（部署）の連絡先に

ついて、全ての従業員が確認できるよう、

確認の方法を共有しておく。 

○ 製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰

でもすぐに確認できるようにしておく。 

食品工場内で意図的な食品汚染行為等の兆候や

形跡が認められた場合は、被害の拡大を防ぐた

め、至急納入先と情報を共有する必要がある。

納入担当者が不在の場合でも、代理の従業員が

至急連絡できるように、予め手順・方法を定め

ておくこと。 
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２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

将来的に実施することが望まれるものの、１．に挙げた項目に比して優先度は低いと判断された不急の対策。 

 

■組織マネジメント 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

35 ○ 警備員（社内の警備担当者もしくは警備保

障会社職員）に対して、警備・巡回結果の

報告内容を明確化する。敷地内における不

用物の確認や、異臭等についても報告を受

けるようにする。委託を行っている場合、

必要であればこれら報告内容を契約に盛

り込むようにする。 

○ 従業員等や警備員は、敷地内での器物の破

損、不用物、異臭等に気が付いた時には、

すぐに工場長や責任者に報告する。 

警備や巡回時に確認する項目をチェックリス

ト化し、警備の質を確保しておくことが望ま

しい。 

故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予

兆を見逃さないことが重要である。 

 

■人的要素（従業員等） 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

36 ○ 敷地内の従業員等の所在を把握する。 ○ 敷地内の従業員等の所在を把握する。 従業員の敷地内への出入りや所在をリアルタイ

ムでの把握や、記録保存のために、カードキーや

カードキーに対応した入退構システム等を導入

する。 

 

■施設管理 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

37 ○ フェンス等により敷地内への侵入防止対

策を講じる。 

○ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等

を設ける。 

食品工場の敷地内への出入りしやすい環境が多
いため、敷地内への立ち入りを防止することが
望ましい。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

38 ○ 警備員の巡回やカメラ等により工場建屋

外の監視を行う。 

○ カメラ等により工場建屋外の監視を行

う。 
カメラ等による工場建屋への出入りを監視する
ことによる抑止効果が期待でき、また、有事の
際の確認に有用である。 

39 ○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に

ある有害物質等の監視、施錠確認等を行

う。 

（21 に含む） 

 

40 ○ 警備員の巡回やカメラ等により保管中／

使用中の資材や原材料の監視、施錠確認等

を行う。 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に

保管中／使用中の資材や原材料の継続的

な監視、施錠管理等を行う。 

資材・原料保管庫は人が常駐していないことが

多く、かつアクセスが容易な場合が多い。可能

な範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠

確認等を行う。 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
研究代表者分・分担研究報告書 

 
米国における食品防御対策の体系的把握 

 
研究代表者 今村知明（奈良県立医科大学 健康政策医学講座） 

 
研究要旨 

平成 25 年度における米国等の食品テロ対策に関する最新情報を収集し、体系的に位置

づけた。FDA の主な食品テロ対策の中で、特筆すべき新規の規制措置等としては、2011
年 1 月に成立した食品安全強化法（FSMA）について、「意図的な異物混入に対する食品

保護に関する提案規則」の公示が行われたことが挙げられる。USDA の主な食品テロ対策

としては、第 8 回食品防御計画調査の実施が挙げられ、過年度施策の充実に位置づけられ

る。FDA の食品テロ対策は主に FSMA の関係条文の施行による新規の規制措置等の対応

が中心となっており、USDA の食品テロ対策は過年度施策の継続的実施となっている。 

 
A．研究目的 
本研究では、平成 25 年度に講じられた米国

等における主な食品テロ対策の最新情報を体系

的に把握し、わが国における食品テロ対策の検

討を行っていく上での基礎的資料とすることを

目的とする。 
 
B．研究方法 

FDA（Food and Drug Administration）、USDA
（United States Department of Agriculture）のウエ

ブサイト等の公表情報や研究班会議において収

集された関連情報に基づき、平成 25 年度に講

じられた主な食品テロ対策の最新情報を抽出し、

その概要をとりまとめるとともに、米国等にお

ける食品テロ対策を体系的に整理した。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究において、特定の研究対象者は存在せ

ず、倫理面への配慮は不要である。 
 
C．研究成果 
ここでは、平成 25 度に講じられた米国等に

おける主な食品テロ対策の最新情報を体系的に

把握し、わが国における食品テロ対策を検討す

る上での基礎的資料とすることを目的とする。 
具体的には、FDA および USDA のウエブサ

イト等の公表情報から平成 25 年度に講じられ

た主な食品テロ対策の最新情報を抽出し、その

概要をとりまとめた。そして、平成 18～24 年

度に講じられた対策と併せて体系的に整理を行

った。 
 
１．平成25年度に講じられたFDAの食品テロ

対策 
FDA において平成 25 年度に講じられた主な

食品テロ対策としては、2011 年 1 月に成立した

食 品 安 全 強 化 法 （ FSMA: Food Safety 
Modernization Act）について、2013 年 12 月

24 日に、「意図的な異物混入に対する食品保護

に関する提案規則」の公開が行われたことが挙

げられる。 
 

■食品安全強化法の漸次施行1,2 
2011 年 1 月 4 日に成立した食品安全強化法に

おいては、「食品安全」の視点が主対象となって

いるものの、一部には食品への意図的な異物混

入・汚染に対する「食品防御」の視点も含まれて

いる。 
食品防御に係る条を含め、新たな食品安全制度

の構築など施行に時間を要する条については、条

文においてFDA による規則やガイダンス文書等

の策定期限を明示し、当該規則・文書等の発出を

                                                  
1 FDA “Food Safety Modernization Act (FSMA)”, 2011.1 

[http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/default.htm] 
2 日本貿易振興機構シカゴ事務所農林水産・食品部「平
成 23 年度米国食品安全強化法の概要及び分析」2011
年 10 月 
[www.jetro.go.jp/jfile/report/07000726/report.pdf] 
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以て施行されることになっている。平成 23 年度

では法施行後 2 年以内の策定期限が設定されて

いる条について規則やガイダンス文書等が策定

されて施行されることになっている。しかしなが

ら、期限を超過しても、依然として対応が図られ

ていない条も多い。主な施行内容としては、平成

25 年度には次に挙げる提案規則案のパブリック

コメントが開始された。 
 
・意図的な異物混入に対する食品保護に関する

提案規則 （21CFR part121 案） 
 
本提案規則は、「FSMA によって修正された、

食品に対する意図的な異物混入についての連邦

食品・医薬品・化粧品（FD&C）法の 3 つの条

項を施行するためのものである。FD&C 法第

418 条（21U,S,C.350g（合衆国法典第 21 編第

350g条））は、FD&C法第415条（21U.S.C.350d）
に基づいて登録を義務付けられている、食品を

製造、加工、梱包、または保管する施設に関す

る意図的な意図的な異物混入を規定している」3

ほか、農産品（果物・野菜）に対する意図的な

異物混入が規定されている FD&C 法第 419 条

（21U,S,C,350h）、危険性の高い食品に対する

意図的な異物混入が規定されているFD&C法第

420 条（21U.S.C.350i）が対象となる。 
また、本提案規則は、バイオテロリズム法

（2002 年）の関係規則・施策の一部を充実・強

化したものである。バイオテロリズム法は、FDA
食品防御ガイドラインの基礎となっている法制

度でもあり3,4、バイオテロリズム法、食品防御

ガイドライン、FSMA の関係を図１、図２に示

した。なお、FSMA における本提案規則の位置

づけについては、FSMA103 条「危害分析及び

リスクに基づく予防措置」、105 条「製造物の安

全に係る基準」、106条「意図的汚染からの防御」

                                                  
3 Food Engineering “The Bioterrorism Act: Essential 
Facts”, 2004.9.2 
[http://www.foodengineeringmag.com/articles/print/t
he-bioterrorism-act-essential-facts] 
4 Guidance for Industry: Food Producers, Processors, 
and Transporters: Food Security Preventive 
Measures Guidance, 2007.10 
[http://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/Guida
nceDocumentsRegulatoryInformation/FoodDefense/u
cm083075.htm] 
 

への対応を規則として具現化したものであり、

「A. 5 つの項目に対する書面での食品防御計

画」、「B. 実行可能な対策措置に関連する管理職

及び職員の訓練」、「C. 作成・保管する記録」の

3 つから成る。A.の 5 つの項目においては、食

品事業者に対し、意図的な異物混入について、

実行可能な対策措置、集中的な軽減戦略、モニ

タリング、是正措置、検証、研修、記録管理を

求めている（図３）。 
この提案規則は、FD&C 法第 415 条に基づい

て登録が義務付けられている米国内、及び諸外

国の施設を対象とするものである。なお、2014
年 1 月現在、次に該当するものが適用除外とな

っており、適用除外の内容について、コメント

が求められている。 
 適格施設（適用除外要件を満たしている

施設。要件を満たすことを文書で示すこ

とが義務付けられている。） 
 液体貯蔵タンクでの食品の保管以外の食

品の保管。 
 食品に直接触れる容器がそのまま残る場

合や、食品の梱包、再梱包、ラベル付け、

再ラベル付け。 
 FD&C 法第 419 条（農産物安全基準）が

適用される施設の活動。 
 一定の条件を満たすアルコール飲料の施

設。 
 ヒト以外の動物が摂取する食品の製造、

加工、梱包、または保管。 
本提案規則における食品防御対策として、具

体的には、「実行可能な対策措置」について、食

品事業者は、FDA が特定した、脆弱性の高い 4
つの工程（①多量の液体の受け取りと積み込み、

②液体の保管と取扱い、③2 次的材料の処理（食

品の主要原料以外の材料が、主要材料と混合さ

れる前に処理される段階）、④混合、及びそれに

類似の工程）があるかどうかを判断する、また

は、独自の脆弱性評価を実行して、実施可能な

対策措置を特定することが求められているなお、

FDA では、数年間に渡り、50 以上の製品やプロ

セスに対する脆弱性評価を実施しており、その

結果に基づいて、上の 4 つを脆弱ポイントとし

て分析している。分析に当たっては、

CARVER+Shock 法を用い、そのスコアが、全

工程中の上位 25%に含まれる場合に、より詳細
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な工程を洗い出し、再度分析を実施している。 

「集中的な軽減戦略」については、実行できる

各対策措置で集中的に実施する軽減戦略を特定

して実施し、各工程での重大な脆弱性を軽減、

または防止する。また、製造・加工・包装また

は保管する食品に異物混入がないことを保証す

る。 
「モニタリング」については、集中的な軽減

戦略のモニタリングを実施する頻度を含めて監

視の手順を規定し、実行する。 
「是正措置」については、集中的な軽減戦略

が適切に実施されない場合には、是正措置を取

る。 
「検証」については、監視及び是正措置につ

いて、適切な判断が行われていることを検証す

る。さらに、特定の状況に基づいて、食品防御

措置の定期的な再検討を行う。 
「研修」については、実行可能な対策措置の

担当者及び監督者は、食品防御の認識及び集中

的な軽減戦略の実施に対し、自身の責務に関す

る研修を受ける。 
「記録管理」については、書面による食品防

御措置をはじめとする軽減戦略の特定の記録、

監視状況の記録、検証業務の記録、是正措置の

記録及び研修に関する文書を規定したうえで、

文書を保管・管理する。 
なお、「意図的な異物混入に対する食品防御に

関する提案規則」は、企業の規模に応じて、遵

守日が定められており、零細企業（食品の年間

売り上げが 1 千万ドル（約 13 億円未満）である

企業は最終規則公示後 3 年後、小規模企業（従

業員数が 500 人未満の企業）は 2 年後、小規模

企業または零細企業でない企業で、免除対象と

ならない企業は 1 年後と定義されている。 
食品安全強化法における食品防御関連の規定

に関する進捗状況を表１に示す。特に今年度の取

組みに関連する箇所を赤字で示した。 
 
２．平成 24 年度に講じられたUSDA の食品テ

ロ対策 
USDA において平成 25 年度に講じられた主

な食品テロ対策としては、第 8 回食品防御計画

調査の実施が挙げられる。 
 

■第 8 回食品防御計画調査の実施5 
FSIS（Food Safety and Inspection Service）で

は、企業の自発的な食品防御計画の策定状況を

アンケート調査によって 2006 年から毎年調査

している。そこでは、FSIS の検査対象となっ

た事業所が食品防御計画を策定しているか否か、

策定している場合には、計画が機能的か否か（外

部セキュリティ、内部セキュリティ、従業員セ

キュリティ、緊急時対応への対策の有無、前年

における計画の検査有無、計画の見直しの有無

等）が調査される。 
8 回目となる 2013 年の調査（9 月に実施）で

は、2012 年の調査と同様に、食肉処理・加工業

者、卵製品製造業者、輸入検査業者を対象とし

た。調査対象全体の 83％で機能的な食品防御計

画が策定されていた（2012 年は 77％）。 
2010 年に USDA は、2015 年までに企業の

90％が自発的な食品防御計画を策定している

ことを目標に設定している。 
2013 年の調査結果を表 ２に、2006～2012

年の調査結果の概要を表 ３に示す。また、評価

時の分類について、企業規模の定義を表 ４に示

す。 
 

D．考察 
平成 25年度における米国の食品テロ対策は、

FSMA の「意図的な異物混入に対する食品保護

に関する提案規則」の公表が特筆すべき新規の

規制措置等として挙げられる。また、第 8 回食

品防御計画調査の実施は過年度施策の充実に位

置づけられる。 
平成 25 年度における FDA、USDA の食品テ

ロ対策を平成 18～24 年度のものと併せて体系

的に整理すると表 ５のとおりとなる。 
 

E．結論 
・平成 25 年度における米国（FDA、USDA）

の食品テロ対策の概要を整理するとともに、

これを体系的に整理した。 
・FDA の食品テロ対策は主に FSMA 関係の新

                                                  
5 USDA FSIS ” Food Defense Plan Survey Results”, 

2011.10 
[http://www.fsis.usda.gov/Food_Defense_&_Emerg
ency_Response/Food_Defense_Plan_Survey_Result
s/index.asp] 
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規の規制措置等の対応が中心となっており、

USDA の食品テロ対策は過年度施策の継続

的実施となっている。 
 
F．研究発表 
１．論文発表 
Hiroaki Sugiura, Manabu Akahane, Yasushi 
Ohkusa, Nobuhiko Okabe, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Harumi Bando, Tomoaki 
Imamura. Prevalence of Insomnia Among 
Residents of Tokyo and Osaka After the 
Great East Japan Earthquake: A Prospective 
Study. interactive Journal of Medical 
Research. 2013;18;2(1):e2. 
 
Tomomi Sano, Manabu Akahane, Hiroaki 
Sugiura, Yasushi Ohkusa, Nobuhiko Okabe, 
Tomoaki Imamura. Internet survey of the 
influence of environmental factors on human 
health: environmental epidemiologic 
investigation using the Web-based Daily 
Questionnaire for Health. International 
Journal Of Environmental Health Research. 
2013 Jun;23(3):247-257. 
 
Harumi Bando, Hiroaki Sugiura, Yasushi 
Ohkusa, Manabu Akahane, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Nobuhiko Okabe, Tomoaki 
Imamura. Association between first airborne 
cedar pollen level peak and pollinosis 
symptom onset: a web-based survey. 
International Journal Of Environmental 
Health Research. 2014. 
 
神奈川芳之、赤羽学、今村知明. 第１編 食品

衛生管理と食の安全 第６章 フードディフェ

ンスという概念. 美研クリエイティブセンタ

ー 編集. 微生物コントロールによる食品衛生

管理 －食品の安全・危機管理から予測微生物

の活用まで－. 2013;p.91-108. 
 
今村知明. 食品防御から見たバイオリスク認

知・バイオリスク評価・バイオリスクマネジメ

ントの考え方と食品バイオテロに対する食品防

御による対応. JBSA ニュースレター. 2013 

Apr;3(1):21-28. 
 
神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、

山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 
食品汚染防止に関するチェックリストを基

礎とした食品防御対策のためのガイドライ

ン の 検 討  Tentative Food Defense 
Guidelines for Food Producers and 
Processors in Japan. 日本公衆衛生雑誌. 
2014 Feb;61(2):100-108. 
 
今村知明 他. 食品保健. 医療情報科学研

究所 編集. 保健・医療・福祉・介護スタッ

フの共通テキスト 公衆衛生がみえる . 
2014 Mar;p.302-319. 
 
今村知明、神奈川芳行 他. 第５章 社会に

おける対応の現状と対策 １．アレルギーの

表示の現状と対策. 中村 丁次 他編. 【第

２版】食物アレルギーＡtoＺ 医学的基礎知

識 か ら 代 替 食 献 立 ま で .  2014 
Mar;p.151-159. 
 
２．学会発表 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総

会. 杉浦弘明、赤羽学、鬼武一夫、今村知明. 
花粉症シーズンにおけるアトピー性皮膚炎患者

の皮膚症状の日々の発生頻度の検討.  
 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県

総合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学

会総会. 神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長

谷川専、山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山

本茂貴. 食品防御対策に関する諸外国や国

際組織における検討状況とその対策. 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 



３．その他

なし 
 
 
 

 

 

その他 

図図 １ バイオテロリズム法、食品防御ガイドライン、

図 ２ 食品防御における規則案とガイドラインの位置づけ

バイオテロリズム法、食品防御ガイドライン、

食品防御における規則案とガイドラインの位置づけ
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図 ３３ 提案規則における食品防御対策の全体像

図 ４ 提案規則の対象範囲
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 101 条 記録
の検査 
（法 414 条の改
正） 

○食品を製造、加工、包装、配送、荷受、保管、輸入を行う全ての者は、 
・食品が不良のため、または食品の使用や接触が、ヒトや動物の健康への甚
大な脅威や致命的な危険をもたらし得る合理的な可能性があると保険福祉
長官が判断した場合、長官が指定した官吏等の求めに応じて、当該食品が
不良のため、または食品の使用や接触が、ヒトや動物の健康への甚大な脅
威や致命的な危険をもたらすか否かを長官が判断できるようにするため、
当該食品の製造、加工、包装、配送、荷受、保管、輸入に関する全記録に
アクセスし複写することを許容しなければならない（法 414 条
(a)(1)(2)(3)）。 

○記録の検査に関する暫定最終規則の公示（2012 年 2 月） 
2 月 22 日に、FDA は食品の原料供給者および製品納品先に関する記録保持義

務を改正する暫定最終規則8と産業向けガイダンス案9を公示した。また、FDA は
産業向けガイダンス「記録保持に関する Q&A 第 5 版」10を発行し、ガイダンス
が新たな FSMA の要件との整合を図った。 
なお、本規定はバイオテロリズム法（2002 年）によって導入された記録保持

義務に対して FDA に記録閲覧権を付与するものである。 

第 102 条 食品
関連施設の登録 
（法 415 条の改
正） 

○登録対象食品関連施設は、 
・登録によって当該施設を検査できる保証を保健福祉長官に与える（法 415
条(a)(2)）。 

・隔年の 10 月 1 日から 12 月 31 日までに登録の更新を行わなければならな
い（法 415 条(a)(3)）。 

○保健福祉長官は、 
・本条に基づき登録された施設で製造、加工、包装、荷受あるいは保管され
た食品が健康への甚大な脅威や致命的な危険をもたらし得る合理的な可能
性があると判断した場合、施設の登録を一時停止することができる（法 415
条(b)(1)）。登録を一時停止された施設については、食品のアメリカへの輸
出入やアメリカ国内の州間・州内での取引は認められない（法 415 条
(b)(4)）。 

・本サブセクションを施行するために暫定最終の形式で規制(regulation)を公
示する（法 415 条(b)(5)(A)）。 

・法 415 条(b)(5)に基づく規則の公示後 180 日以内に小規模事業所コンプラ
イアンス政策ガイド（Small entity compliance policy guide）を発行し、
小規模事業者が規制要件等を満たすことを支援する（(b)(2)）。 

○食品関連施設の登録一時停止の権限付与（2011 年 7 月） 
7 月 3 日に、食品関連施設の登録を一時停止する FDA の権限が発効された。

FDA は食品が健康への甚大な脅威や致命的な危険をもたらし得る合理的な可能
性があるような状況において施設の登録を一時停止することができる。 
なお、本規定はバイオテロリズム法（2002 年）によって導入された食品関連

施設の登録義務を強化するものである。 
 
※【期限超過】規則公示後 180 日以内に発行することとされている、小規模事業
所コンプライアンス政策ガイドは、2012 年 2 月 22 日現在、依然、発行されてい
ない。2014 年 2 月 20 日現在、依然、発行されていないと思われる。 

                                                  
6 FDA ”Timeline - FDA Food Safety Modernization Act”(Page Last Updated: 01/08/2012) [http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm261120.htm] 
7 FDA ”FDA Progress Report on Implementing the Food Safety Modernization Act” [http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm255893.htm] 
8 Establishment, Maintenance, and Availability of Records: Amendment to Record Interim Final Rule [http://www.ofr.gov/OFRUpload/OFRData/2012-04165_PI.pdf] 
9 FDA “FDA Records Access Authority Under Sections 414 and 704 of the Federal Food, Drug, & Cosmetic Act Draft Guidance for Industry”, 2012.2 

[http://www.fda.gov/downloads/Food/GuidanceComplianceRegulatoryInformation/GuidanceDocuments/FoodDefenseandEmergencyResponse/UCM292797.pdf] 
10 FDA” Guidance for Industry Questions and Answers Regarding Establishment and Maintenance of Records By Persons Who Manufacture, Process, Pack, Transport, 

Distribute, Receive, Hold, or Import Food(Edition 5)”, 2012.2 
[http://www.fda.gov/downloads/Food/GuidanceComplianceRegulatoryInformation/GuidanceDocuments/FoodDefenseandEmergencyResponse/UCM292795.pdf] 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 103 条 危害
分析およびリス
クベースの予防
管理 
（法 418 条とし
て追加） 

○食品関連施設の所有者、運営者またはエージェントは、 
・テロ行為を含め、意図的にもたらされる危害の特定および分析を行う（法

418 条(b)(2)）。 
・危害分析文書を作成する（法 418 条(b)(3)）。 
・危害発生の最小化または予防および対応を図る予防管理措置を検討し実施
する（法 418 条(c)(2)）。 

・FDA の産学連携による予防管理連合（2011 年 12 月）11 
FDA はイリノイ工科大学食品安全衛生研究所(IIT IFSH)の協力を得て、食品

安全予防管理連合(FSPCA)を創設した。FSPCA のメンバーは FDA、州、地方自
治体の食品防御関係機関、食品産業および学界で構成されている。 

FSPCA は、食品産業（特に中小企業）が新たな予防管理規則に適合できるよ
う、製造過程における食品・飼料の汚染防止に係る訓練プログラムと教材（遠隔
教育を含む）を開発する。 

○保健福祉長官は、 
・本法制定後 18 か月以内に、危害分析の実施、危害の文書化、予防管理措置

の実施およびその文書化に係る科学的根拠のある最小限の基準などに関す
る最終規則を策定する（法 418 条(n)）。 

・最終規則に関するガイダンスを発行する（法 418 条(n)）。 
・テロ行為を含め、意図的にもたらされる危害に関する規則の策定にあたっ
ては、国土安全保障省と連携する（法 418 条(n)）。 

・登録済み食品施設および家畜飼料施設の予防管理に関する文書の公示（2011
年 5 月、10 月） 
5 月 23 日に、FDA は食品施設等における、特定のタイプの食品や特定の加工

に関連する危害を発見し対応する予防管理その他規範に関する情報を得るため
の文書(docket)を公示した。FDA はこの文書を利害関係者に対して、食品あるい
は家畜飼料（ペットフードを含む）を製造、加工、包装あるいは保管する施設の
予防管理に関するガイダンスを作成する予定であることを知らせる情報を提供
し、見通しを共有する機会を提供するものとして作成した。 
・2013 年 11 月 22 日に、「ヒトの食品のための、CGMP、ハザード分析及びリス
クに基づく予防措置に関するルール（Rule for Preventive Controls for Human 
Food: Current Good Manufacturing Practice and Hazard Analysis and 
Risk-Based Preventive Controls for Human Food）」が公開されている12。 

第 105 条 農産
物安全基準 
（法 419 条とし
て追加） 

○保健福祉長官は、農務長官や州農務局代表者と連携し、国土安全保障長官
の意見を聴き、 

・本法制定後１年以内に、果実・野菜の生産・収穫の安全に係る科学的根拠
ある最低限の基準を策定する提案規則の通知を行う（法 419 条(a)(1)(A)）。
そこでは、テロ行為を含め、意図的にもたらされる危害も考慮する（法 419
条(a)(3)(C)）。 

・意見提出期限の１年以内に、重大な健康危害のリスクを最小化・防止する
ための手続き、プロセス、規範に関する最終規則を策定する。そこでは、
意図的にもたらされる危害も考慮する（法 419 条(c)(1)(A)）。 

※【期限超過】本法制定後１年以内に提案規則の通知を行うこととされている、
いわゆる「安全生産規則（produce safety rule）」は、2011 年 12 月 9 日に通常の
審議プロセスの一つである行政管理予算局（OMB）の審議にかけられ、2012 年 2
月 9 日現在、依然審議中である。 
 
・2013 年 11 月 22 日に「ヒト食用の農産物の栽培、収穫、包装及び保管のための
基準（Rule for Produce: Standards for the Growing, Harvesting, Packing, and 
Holding of Produce for Human Consumption）」が公開されている13。 
 

                                                  
11 FDA ”Food Safety Preventive Controls Alliance” [http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm284406.htm] 
12 http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/fsma/ucm334115.htm 
13 http://www.fda.gov/Food/guidanceregulation/FSMA/ucm334114.htm 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 106 条 意図
的な異物混入か
らの防御 
（法 420 条とし
て追加） 

○保健福祉長官は、 
・国土安全保障省のテロリズムリスク評価も参考にしつつ、フードシステム
の脆弱性評価を実施し（法 420 条(a)(1)(A)）、脆弱ポイントにおける意図的
な異物混入からの食品防御に関する不確実性、リスク、コストおよび便益
を検討した上で（法 420 条(a)(1)(B)）、意図的な異物混入からの食品防御に
資する科学的根拠ある各種の被害軽減戦略・対策を決定する（法 420 条
(a)(1)(C)）。 

・本法制定後 18 か月以内に、被害軽減戦略・対策の実施主体や、特定の脆弱
ポイントにおけるフードチェーンの防御に資する科学的根拠ある適切な被
害軽減戦略・対策を内容とする意図的な異物混入からの食品防御に係る最
終規則を策定する（法 420 条(b)）。 

・最終規則の適用範囲は意図的汚染のリスクが高く、人または動物に重大な
健康危害をもたらすおそれのある食品（重要管理点での意図的汚染の可能
性など明確な脆弱性を有する食品など）に限定される（(b)）。 

・本法制定後１年以内に、被害軽減戦略・対策を含む意図的な異物混入から
の食品防御に関するガイダンスを発行することとされている（(b)） 

※【期限超過】本法制定後 1 年以内に発行することとされている食品防御に関す
るガイダンス（ guidance documents related to protection against the 
intentional adulteration of food, including mitigation strategies or measures to 
guard against such adulteration）は、2014 年 2 月 20 日現在、依然発行されて
いない。 
 
※【期限超過】本法制定後 18 ヶ月以内に発行することとされている意図的な異物
混入からの食品防御に係る最終規則（regulations to protect against the 
intentional adulteration of food subject）は、2014 年 2 月 20 日現在、依然発行
されていない。 

第 108 条  農
業・食品防御国
家戦略 

○保健福祉長官および農務長官は、国土安全保障長官と連携し、 
・本法制定後１年以内に、農業・食品防御国家戦略を作成し、議会に提出し

公表する（(a)）。 
・当該戦略の目標として、農業・食品システムの脆弱性評価の実施、脆弱性

の改善などの事前対策、食品汚染の迅速な察知と被害の拡大防止のための
サーベイランスの実施、効率的な緊急時対応、緊急時からの回復を含める
（(b)）。 

※【期限超過】本法制定後 1 年以内に作成することとされている農業・食品防御
国 家 戦 略（ Report on national agriculture and food defense strategy, 
implementation plan, and research plan）は、2014 年 2 月 20 日現在、依然発行
されていない。 

第 109 条  食
品・農業連携協
議会 

○国土安全保障長官は、保健福祉長官、農務長官と連携し、 
・本法制定後 180 日以内に、その後は毎年、議会の関係委員会に食品・農業

関係政府連携協議会および食品・農業セクター連携協議会の活動について
報告書を提出し公表する。 

・当該報告書には、米国の農業・食品システムの防御を協調して高度化する
官民パートナーシップの促進、食品・農業システムのセキュリティに関す
る両協議会の定期・臨時の意見交換の実施、連邦、州、地方、民間の農業・
食品防御に係る準備対応計画の連携を改善するベストプラクティスの収
集、食品汚染等の影響から米国経済と公衆衛生を防御する方法の推奨に係
る進捗状況を含める。 

※【期限超過】食品・農業関係政府連携協議会および食品・農業セクター連携協
議会の活動報告（DHS report on activities of the Food and Agriculture 
Government Coordinating Council and the Food and Agriculture Sector 
Coordinating Council）はセクター年次報告書として 2011 年 12 月に FDA の HP
において公表されたが、異なる報告書とリンクされていた。FDA では、差し替え
後に、公表するとしている。2014 年 2 月 20 日現在、未公表である。 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 110 条 国内
能力の構築 

○保健福祉長官は、農務長官、国土安全保障長官と連携し、 
・本法制定後２年以内に、予防措置により対応可能な食品安全や食品サプラ

イチェーンのセキュリティの向上および食中毒のアウトブレークやその
他の食品由来の危害の防止を図る計画と実践に関する包括的な報告書を
議会に提出する（(a)(1)）。 

・初年度報告書には、以下の事項を含める。食品供給の安全とセキュリティ
への脅威が出現するおそれのある潜在的な要因に関する食品産業セクタ
ーへの注意喚起や、食品供給の安全とセキュリティへの特定の脅威に関す
る情報が迅速かつ効率的に伝達されるコミュニケーションシステム、食中
毒のアウトブレークやその他の食品由来の危害の迅速に察知し対応する
ためのサーベイランスシステムおよび試験研究機関ネットワーク、州政府
や地方自治体の食品安全および食品防御能力の構築に資する州政府や地
方自治体への普及啓発・教育・訓練（108 条、205 条に基づき策定される
戦略の実施状況を含む）（(a)(1)）。 

○保健福祉長官、農務長官および国土安全保障長官は、 
・隔年で食品安全・食品防御共同調査計画を議会に提出する（(1)(g)）。 

※【期限超過】本法制定後 2 年以内に作成することとされている包括的な報告
書（Report on programs and practices to promote for safety and supply chain 
security of food）は、2014 年 2 月 20 日現在、依然未公表である14。 
・2013 年 5 月に、議会向け報告書（Building Domestic Capacity to Implement 
the FDA Food Safety Modernization Act (FSMA)）が公表されている15。 
 報告書では、FSMA 施行に係る追加費用の必要性について記載されており、
2010 年ベースの予算に対し、5.8 億ドルの追加予算が必要であると推定されて
いる。また、FSMA を完全な成功に導くためには、さらに 4.0～4.5 億ドルの追
加が必要であると推定されている。 

第 202 条 食品
分析の試験機関
の認定 
（法 422 条とし
て追加） 

○保健福祉長官は、農務長官、国土安全保障長官および州政府、地方自治体
等と連携し、 

・本法制定後 180 日以内に、その後は２年ごとに、議会の関係委員会等に「食
品緊急対応ネットワーク」の実施状況に関する報告書を提出し、公表する
（(b)）。 

・当該ネットワークは、食品への意図的な異物混入を含む大規模な食品由来
の緊急事態について、常時サーベイランス、迅速な察知、および緊急時の
対応などを行う（(b)(1)）。 

○食品緊急対応ネットワーク(FERN)に関する報告書の公表（2011 年 9 月）16 
FERN は、連邦、州、地方自治体、部族レベルにおける 172 の食品検査機関

で構成されるネットワークとして、生物剤、化学剤、放射性物質による食品汚染
などの食品安全の緊急事態を早期に発見し、原因究明を図り、事態に対応し、そ
こからの回復を図るために重要な役割を果たすものとして位置づけられている。
また、FERN は食品安全強化法が FDA に要請しているに様々な役割（食品防御
関連では法第 205 条など）の執行を可能にする役割も担っている。 
報告書では、法第 202 条(b)(1)～(6)に規定された６分野での従来の FERN の

実施状況が報告されている。2011 年の食品防御関連の活動として、FDA が日本
からの輸入食品の潜在的な放射能汚染を監視し対応する際に、FDA の試験機関
の能力を超えたサンプル検査を支援したことが挙げられている。 
・2013 年度には第二弾の報告書が公表される見込みであったが、2014 年 2 月
22 日現在、公表されていない。 

                                                  
14 http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm271961.htm 
15 http://www.fda.gov/downloads/Food/GuidanceRegulation/FSMA/UCM351876.pdf 
16 FDA ”Biennial Report to Congress on the Food Emergency Response Network (FERN)”, 2011.9 [http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm271966.htm] 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 204 条 食品
のトレサビリテ
ィの高度化およ
び記録保持 

○保健福祉長官は、 
・本法制定後２年以内に、食品に異物混入があったときに、原因食品を迅速
かつ効率的に特定しアウトブレークの防止あるいは被害最小化を図るため
に、リスクの高い食品について法 414 条の規定に加えて追加的な記録保持
を要請する規則制定の通知を行う（(d)(1)）。 

・本法制定後１年以内に、公衆衛生の確保のために追加的な記録保持を要請
することが適切かつ必要な「リスクの高い食品」を指定する（(d)(2)）。 

○会計検査院長官は、 
・当該要請に係る最終規則の施行後１年以内に、当該要請に係る公衆衛生上
の便益とリスクに関する評価レポート（テロ行為を含め食品への意図的な
異物混入の際に、当該要請が適切なトレサビリティに寄与するかなど）を
議会に提出する（(e)(1)）。 

○食中毒原因の特定方法を探索するパイロット事業（2011 年 9 月）17, 18 

FDA では NPO の食品技術研究所(IFT)に委託して食中毒アウトブレークの原
因食品を追跡する能力を向上させる２つのパイロット事業を行う。食品製造関係
および食品加工関係を対象として、食品を迅速かつ効率的に特定する手法・技術
（追跡に有益なデータの種類、そこでは、フードチェーン上の点の結び付け方、
データをいかに迅速に FDA に報告するかを含む）を評価する。 
パイロット事業が完了し、追加的なデータが収集された後に、FDA はリスク

の高い食品への記録保持要請に関する規則制定を開始する。 
※本法制定後 1 年以内に指定することとされている「リスクの高い食品（high-risk 
foods）」は、案が示され、2014 年 2 月 4 日から 4 月 7 日まで意見を受け付けてい
る19。 
※【期限超過】本法制定後 2 年以内に通知することとされている「追加的な記録
保 持 を 要 請 す る 規 制 （ a notice of proposed rulemaking to establish 
recordkeeping requirements for high risk foods to help in tracing products）」
は、2014 年 2 月 20 日現在、依然指定されていない。 

第 205 条 サー
ベイランス 

○保健福祉長官は、 
・食品安全・食品防御に投入するリソースを調整する連邦、州政府、地方自
治体間の連携の効率性を改善し食中毒件数を減少させるなどの目標を達成
するために、州政府・地方自治体の食品安全・食品防御能力を向上させる
戦略を策定し実施する（(c)(1)）。 

・本法制定後１年以内に、上記戦略の策定にあたって、州政府・地方自治体
の能力や能力向上ニーズを精査する。そこには、食品安全・食品防御機能
を担う職員や専門家、州政府・地方自治体間の食品安全・食品防御に係る
情報のデータマネジメントを支援する情報システムなどに関する調査を含
む（(c)(2)）。 

※【期限超過】本法制定後 1 年以内に実施することとされている州政府・地方自
治体の能力および能力向上ニーズの精査については、2012 年 2 月 22 日現在、実
施されたとの報告はない（ただし、報告・公表する義務はない）。2014 年 2 月 20
日現在、実施されていない。 
 

                                                  
17 FDA “FDA: Pilot projects to explore ways to trace sources of foodborne illness”, 2011.9 [http://www.fda.gov/NewsEvents/Newsroom/PressAnnouncements/ucm270827.htm] 
18 FDA “Pilot Projects for Improving Product Tracing along the Food Supply System” [http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm270851.htm] 
19 http://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/FSMA/ucm380210.htm 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 206 条 強制
リコール権限 
（法 422 条とし
て追加） 

○保健福祉長官は、 
・食品が不良であったり、不当表示されていたり、ヒトや動物の健康や生命
に重大な危害をもたらすことについて、かなりの蓋然性があると判断した
場合には、責任を負うべき主体に自主的なリコール機会を与える(法 422 条
(a))。当該主体が自主的リコールを拒否したり実施しない場合には流通の即
時停止を命じることができる（法 422 条(b)(1)）。 

・本法制定後 90 日以内に、消費者に使い勝手が良く、個人がリコールされた
食品に関する情報やリコール（リコール中かリコール完了済みか）の状態
を把握できる手段を与える検索エンジンを搭載するよう FDA の Web サイ
トを改良しなければならない((b)) 

・本法制定後 2 年以内に、その後は毎年、リコール権限の行使その他公衆衛
生勧告について上院の健康・教育・労働・年金委員会および下院のエネル
ギー・商務委員会に対し年次報告書を提出する（(f)）。 

○消費者に使い勝手の良い Web 上のリコール検索エンジンの運用開始（2011 年
4 月）20, 21 
消費者の活用容易性を高めるために、検索結果はニュースリリースその他リコ

ール告示からのデータを表形式で提供される。この表には 2009 年以来のリコー
ルに関するニュースリリースからの情報が日付、商品名、商品概要、リコールの
理由、リコール企業が整理されている。 

 
※【期限超過】本法制定後 2 年以内に実施することとされているリコール権限
の行使その他公衆衛生勧告についての年次報告書（Report on use of mandatory 
recall authority、Report on use of recall authority）は、2014 年 2 月 20 日現
在、提出されていない。 

第 207 条 食品
の行政留置 
（ 法 304 条
(h)(1) (A) の 改
正） 

・FDA が行政留置を発動する基準を、従来の「食品がヒトや動物の健康や生
命に深刻な危害の脅威を呈示する信憑性ある証拠ないし情報がある場合」
から、「食品が不良であったり不当表示されていると信ずべき理由がある場
合」に改正（(a)） 

・保健福祉長官は、本法制定後 120 日以内に、本改正を施行するための暫定
最終規則を公示しなければならない（(b)）。 

・本改正は本法制定 180 日後に発効する（(c)）。 

○行政留置の発動基準に関する暫定最終規則の公示（2011 年 5 月）22 
5 月 5 日に、FDA は 食品または飼料の行政留置の発動に係る基準を変更する

暫定最終規則を公示した。これにより、FDA は潜在的に有害な食品が米国消費
者に届くことをより一層防止できるようになった。 
なお、本規定はバイオテロリズム法（2002 年）によって導入された食品の行

政留置の権限を拡大するものである。 

第 208 条 汚染
除去および処分
に関する基準と
計画 

○環境保護庁長官は、保健福祉長官、国土安全保障長官、農務長官と連携し、 
・州政府や地方自治体等に対して農業・食品の緊急時への準備、緊急時の評
価、汚染除去、復旧について援助や技術支援を行う（(a)）。 

○環境保護庁長官、保健福祉長官、農務長官は協働して、 
・これらを実施するために、農業・食品の意図的汚染を想定した個人、設備、

施設の汚染除去などに関するモデル計画を策定する（（(c)(1)） 

－ 

                                                  
20 FDA ”Recalls, Market Withdrawals, & Safety Alerts” [http://www.fda.gov/Safety/Recalls/] 
21 “Your Online Resource for Recalls” [http://www.recalls.gov/] 
22 “Criteria Used To Order Administrative Detention of Food for Human or Animal Consumption” [http://www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR-2011-05-05/html/2011-10953.htm] 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 301 条 外国
供給業者検証プ
ログラム 
（法 805 条とし
て追加） 

・各輸入業者は、輸入食品が法第 418 条（危害分析およびリスクベースの予
防管理）あるいは法第 419 条（農産物安全基準）の要件を遵守して生産さ
れ、法第 402 条上の不良品であったり、法 403 条上の不当表示がなされて
いないことを検証するために、リスクベースの外国供給業者検証活動を実
施しなければならない（法 805 条）。 

・保健福祉長官は、本法制定後 1 年以内に、外国供給業者検証プログラムの
内容を規定する規制を公表しなければならない。 

※【期限超過】本法制定後 1 年以内に公表することとされている外国供給業者検
証プログラムの内容を規定する規制は、2011 年 12 月 9 日に通常の審議プロセス
の一つである行政管理予算局（OMB）の審議にかけられ、2012 年 2 月 9 日現在、
依然審議中である。 
・外国供給業者検証プログラム（Foreign Supplier Verification for Importers）
は、”Foreign Supplier Verification Programs for Importers of Food for Humans 
and Animals”として、 2013 年 7 月 26 日に規則の提案を行った。 

第 302 条 任意
認定輸入業者計
画 
（法 806 条とし
て追加） 

○保健福祉長官は、 
・本法制定後 18 ヶ月以内に当局は、輸入業者が任意に参加する食品輸入の迅

速点検・輸入に係る計画を用意するため、及び輸入食品の施設証明の発行
の手続きを作成するための計画策定を開始する（法 806 条(a)）。 

・輸入業者の参加申し込みを検討し、参加者を決定する際には、食品への意
図的な異物混入の潜在的リスクなど、輸入される食品のリスクを考慮する
（法 806 条(d)）。 

・食品関連施設登録に関する QA 集を公開（2012 年 12 月）した23。 
・第三者機関による認証システム（Third Party Certification）を 2 年後に導入
予定24。 

第 304 条 輸入
食品の出荷に係
る事前通知 
（ 法 801 条
(m)(1)の改正） 

・食品輸入の事前通知の内容に、当該食品の輸入を拒否した国名を追加 
・本法制定後 120 日以内に当局は改正に関する暫定最終規則を公示する。 
・本改正は本法制定後 180 日後に発効する。 

○食品輸入の事前通知に関する暫定最終規則の公示（2011 年 5 月）25 
5 月 5 日に、FDA は食品輸入（飼料を含む）の事前通知を提出する者に対し

て、その食品を輸入拒否した国があれば、その国名を報告することを求める暫定
最終規則を公示した。この新たな情報により、FDA は米国に輸入される食品の
潜在的リスクを管理する上でより一層適切な決定を行うことが可能になる。 
なお、本規定はバイオテロリズム法（2002 年）によって導入された輸入食品

の事前通知義務を強化するものである。 
第 305 条 国際
的食品安全能力
向上計画 

・2011 年に制定された食品安全強化法(Food Safety Modernization Act：
FSMA)は、包括的予防を骨子とする公衆衛生原則、リスク本位の資源配分、
官民一体の連携を基本とする食品安全体制を構築して、農場から食卓に至る
までの危害を最小化するよう FDA に求めている。 
・さらに、FSMA の第 305 条(Sec.305)は、米国に食品を輸出する諸外国の
政府及び食品業界の食品安全に関する技術的、科学的及び管理の能力拡充を
目指す包括的計画「Plan」も策定するよう FDA に求めている。 

○2013 年 2 月 28 日に国際的食品安全能力向上計画（International Food Safety 
Capacity-Building Plan26）を発表 
 本条項が求める 6 項目を計画の Goal、Objective に組み入れている。（資料 2-1
参照） 

                                                  
23 http://www.fda.gov/Food/FoodDefense/Bioterrorism/FoodFacilityRegistration/default.htm 
24 http://www.fda.gov/Food/FoodSafety/FSMA/ucm257980.htm 
25 “Information Required in Prior Notice of Imported Food Interim final rule”, 2011.5.5 [http://www.regulations.gov/#!documentDetail;D=FDA-2011-N-0179-0001] 
26 http://www.fda.gov/downloads/Food/GuidanceRegulation/UCM341440.pdf 
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表１ 食品安全強化法における食品防御関連規定の進捗状況 
該当条 内容 進捗状況6,7 

第 309 条 密輸
食品 

○保健福祉長官は、国土安全保障長官と連携し、 
・本法制定後 180 日以内に密輸食品をより摘発できるような戦略を策定し実
施し、米国への密輸食品の持ち込みを防止しなければならない。 

○共同反密輸戦略の公表（2011 年 7 月）27, 28 
7月 5日に、FDAは保健福祉省(HSS)が国土保全省(DHS)と連携して策定した、

潜在的に危険な密輸食品から消費者を防御する反密輸戦略を公表した。 
第 401 条 食品
安全のための予
算配分 

○保健福祉長官は、 
・FDAの食品安全・応用栄養センター(CFSAN)、動物用医薬品センター(CVM)

の活動や規制問題事務局の関連フィールド活動を実施するため、これら組
織のフィールド職員を増員する（各年度の下限目標を設定）（(b)(1)）。 

・上記の目標には 2011 年度までに、食品防御の脅威の追加的な摘発とこれ
への対応などを行う 150 名の増員を含む（(b)(2)）。 

FSMA における検査・評価・執行のシステムを運営するために必要とされる予
算を議会は承認しなかった29。すなわち、議会予算局は FSMA の執行には 5 年
間にわたって 14 億ドルが必要と見積もったが、議会は今年度 FDA に 5000 万ド
ルしか予算を付与しなかった。 

 
 

                                                  
27 FDA “FDA issues anti-smuggling strategy and draft guidance on new dietary ingredients”, 2011.7.5 [http://www.fda.gov/NewsEvents/Newsroom/PressAnnouncements/ucm261550.htm] 
28 FDA “Fact Sheet on Smuggled Food” [http://www.fda.gov/downloads/ForIndustry/ImportProgram/UCM261739.pdf] 
29 日本貿易振興機構（ジェトロ）シカゴ事務所農林水産・食品部「平成 23 年度米国食品安全強化法の概要及び分析」2011 年 10 月 [www.jetro.go.jp/jfile/report/07000726/report.pdf] 
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表 ２ 食品防御計画調査（2013年9月）の結果 
企業規模 食肉関係企業 卵製品製造企業 輸入検査企業 合計 
大規模 98% 71% － 98% 
中小 91% 88% － 91% 
零細 75% 89% － 75% 
合計 83% 86% 88% 83% 

* 機能的な食品防御計画の策定割合 

 
表 ３ 食品防御計画調査（2006～2012年）の結果概要 

 企業規模 
第１回*1 
(2006.8) 

第２回*1 
(2007.11) 

第３回*1 
(2008.8) 

第４回*2 
(2009.12) 

第５回*2 
(2010.7) 

第６回*2 
(2011.7) 

第7回 
(2012.8) 

大規模 88% 91% 96% 97% 97% 96% 99% 
中小 48% 53% 64% 72% 82% 84% 87% 
零細 18% 21% 25% 49% 64% 65% 67% 
合計 34% 39% 46% 62% 74% 75% 77% 

*1: 食品防御計画の策定割合, *2: 機能的な食品防御計画の策定割合 
 

表 ４ USDAにおける企業規模の分類 
企業規模 定義 

大規模 従業員500人以上 
中小 従業員10～499人 
零細 従業員10人未満、又は売上高2.5百万$/年未満 
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表 ５ 平成25年度における米国等の食品テロ対策の体系的整理 
分類 食品テロ対策 

規制措置等 ・（H20）FDAおよびCBP職員向けコンプライアンス政策ガイド（案） 
・（H20）FDAおよびCBP職員向けコンプライアンス政策ガイド 
・（H20）輸入食品事前通知義務の最終規則の公表 
・（H21）輸入食品事前通知義務の最終規則の施行 
・（H22）FDA食品安全強化法の成立 
・（H23～25）FDA食品安全強化法の関係条文の施行 

過年度施策フォロ
ーアップ・充実と知
見の整理 

・（H18）CARVER+Shockソフトウェアツール 
・（H21）農業CARVER+Shockソフトウェアツール 
・（H22）食品防御リスク軽減ツール 
・（H23）食品防御リスク軽減戦略データベース 
・（H18）SPPA初年度状況報告書 
・（H19）SPPA２年度目状況報告書 
・（H18）第１回食品防御計画調査 
・（H19）第２回食品防御計画調査 
・（H20）第３回食品防御計画調査 
・（H21）第４回食品防御計画調査 
・（H22）第５回食品防御計画調査 
・（H23）第６回食品防御計画調査 
・（H24）第７回食品防御計画調査 
・（H25）第8回食品防御計画調査 
・（H19）食品防御サーベイランス事業(FDSA)報告書要約 
・（H20）プロテインサーベイランス事業（PSA）報告書要約 
・（H20）特別イベント食品防御事業（SFDA）報告書 
・（H18）競争的食品防御研究報告書2005要約 
・（H19）食品・農業セクター分野別計画 
・（H22）食品・農業セクター分野別計画2010改訂版 
・（H20）APECテロ対策タスクフォース（CTTF）会合 

食品防御意識の向
上施策 

・（H18）研修資料および研修開催案内 
・（H18）ALERT 
・（H20）Employees FIRST 
・（H22）食品テロに関する消費者意識調査 
・（H23）FREE-B 

ガイドラインの策
定・改定 

・（H20）と畜場および食肉処理場の食品防御計画策定ガイド 
・（H21）と畜、食鳥処理および食肉・卵加工業の食品防御ガイドライン 
・（H19）倉庫および流通センターの食品防御計画策定ガイド 
・（H18）収穫前の農産物のセキュリティガイドライン・チェックリスト2006 
・（H18）意図的に毒物混入された食品の廃棄と食品製造施設の汚染除去に関するガイドライン 
・（H18）機能的食品防御計画の要素 
・（H21）一般的食品防御計画の策定 

情報提供充実 ・（H18）“Food Defense and Terrorism”の設置 
標準規格化 ・（H18）BSI「PAS 96:2008 食品・飲料品の防御」 

・（H22）BSI「PAS 96:2010 食品・飲料品の防御」 
・（H20）BSI 「PAS 220:2008 食品製造業の食品安全のための前提条件プログラム」 
・（H21）ISO「ISO/TS 22002-1:2009食品安全のための前提条件プログラム－第1部:食品製造」の公
表 

・（H22）ISO「ISO/TS 22002-1:2009食品安全のための前提条件プログラム－第1部:食品製造」の国
際標準承認 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
分担研究報告書 

 
中小規模の食品工場等における脆弱性評価の実施と 

チェックリストの適用可能性の検討 
 

研究分担者 高谷 幸（社団法人 日本食品衛生協会・専務理事） 
研究分担者 鬼武 一夫（日本生活協同組合連合会 品質保証本部安全政策推進部部長） 

 

研究要旨 

平成 22 年度の研究において開発した、日本国内のフードサプライチェーンの意図的な

食品汚染に対する脆弱性評価手法及びチェックリスト（「食品工場における意図的な食品

汚染防止に関するチェックリスト（食品工場用チェックリスト）」及び「食品に係る物流

施設における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（物流施設用チェックリ

スト」）を、日本生協連の協力のもと、製菓工場、物流センター、水産加工工場に適用し

た。 

脆弱性評価の結果、①殺虫剤や工具工材の管理不徹底（原材料保管場所の隣に殺虫剤や

工材が保管されている等）、②工場外周からの侵入防止策の不徹底（外周フェンスの未整

備、タクシー運転手への入場パスワードの漏えい）、③上水道設備の保護不徹底、④構内

の移動制限、⑤私物の持ち込み制限の不徹底（駐車場と工場建屋の近接）など、HACCP

のみでは対応が難しい重要対応項目が改めて確認された。 

また、平成 24 年度は、チェックリストについては大きな改善を要する点は見られなか

ったため、本年度以降は、中小工場でも利用可能な食品防御ガイドラインの作成に着手し

た。（別稿分担研究「食品防御ガイドラインの作成」を参照） 

 
A．研究目的 
人為的な食品汚染はその実行容易性、グロー

バルな食の供給システムに与える影響の深刻さ

から、近年世界各国で関心が高まり、Ｇ8 での

専門家会合の開催、米国での多くの対策・方針

案等の発行等が行なわれている。 
「食品によるバイオテロの危険性に関する研

究（主任研究者：今村知明）」では、平成 23 年

度までは、特に大規模食品工場を対象に、食品

関連施設の脆弱性評価を行うと共に、日本国内

の食品事業者に向けたチェックリストの開発等

を行ってきた。昨年度からは、フードチェーン

全体での安全性を確保するために、日本に多い

中小規模の食品工場における費用対効果の高い

食品防御対策について研究を行っている。 
今年度は、新聞報道から近年の食品への異物

混入事件を調査すると共に、 
脆弱性評価手法及びチェックリストを、中小

規模食品工場に適用し、実用的かつ具体的な食

品防御対策を検討することを目的とする。 
 
B．研究方法 
意図的な食品への異物混入事件について、平

成 20 年以降の新聞報道等の中から、食品への

意図的な異物混入事件と考えられる事件を抽出

した。 
また、中小規模の食品工場等での脆弱性評価

とチェックリストの適応については、生協委託

工場の中から、今年度は製菓工場、水産加工工

場について現地調査を実施し、わが国に適合し

た脆弱性評価手法（Carver+Shock 法）を当該

製造工程に適用し、脆弱箇所を把握するなど、

その実行可能性を検証した。また物流センター

についても現地調査と脆弱性評価手法を適応し

た。同時に「食品工場における意図的な食品汚

染防止に関するチェックリスト」や「食品に係
る物流施設における人為的な食品汚染防止に
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関するチェックリスト」を適用し、その実用

性を検証した。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究で得られた成果は全て厚生労働省に報

告をしているが、一部テロ実行の企てに悪用さ

れる恐れのある情報・知識については、本報告

書には記載せず、非公開（以下白抜き文字）と

している。 
 
C．研究成果 
１．日本における近年の意図的な食品への異

物混入事件について 
わが国ではこれまで、「食品テロ」と称される

人為的な食品汚染は発生していないが、グリ

コ・森永事件や和歌山毒カレー事件、最近では

冷凍食品への農薬混入事件等の意図的な食品汚

染行為が発生している。また、近年にも限局的

な被害ではあったが、食品工場を舞台とした犯

罪行為やそれに繋がりかねない事例は、以下の

表に示す通り、数多く発生している。 
 表．食品に異物等が混入した事故等 

事例(出所) 概要 
マルハニチロ農
薬混入事件 

アクリフーズ群馬工場で製造された
冷凍食品を購入した客から「異臭が
する」などの苦情が、2013 年 11 月
13日から12月29日までに全国各地
から 20 件寄せられた。 
12 月 27 日、マラチオン（2,200ppm）
が検出。 
12 月 29 日、豊洲本社にて緊急記者
会見を実施。群馬工場の生産・出荷
を停止し、市場に出回った全ての生
産商品計 88 品目（イオンのトップ
バリュ、生協ブランドなどの PB も
含め）を自主回収すると発表した。 
1 月 25 日、群馬県警察は、アクリフ
ーズ群馬工場で働いていた契約社員
の男を、10 月 3～7 日、4 製品に農
薬を混入し工場の業務を妨害した疑
い（偽計業務妨害容疑）で逮捕。本
人は関与を認めており、動機につい
ては「工場への不満」と報道されて
いる。（処分保留、一旦釈放されたが、
別の製品に農薬を混入した容疑で再
逮捕されてた。） 

日本酒と間違え
客に漂白剤飲ま
す【悪意は無い
が、人為による
異物混入】 
(2012/10/12 産

長野県上田市の居酒屋で、日本酒と
間違えて漂白剤を客に提供してい
た。客 5 人が体調不良を訴えて病院
に搬送され、2 人が手当てを受けた
がいずれも軽症。上田保健所が調査
した結果、1 合サイズのガラス製と

事例(出所) 概要 
経新聞) っくりに、ふきんや食器の除菌に使

う塩素系の漂白剤が間違えて入れら
れた。 

うどん等への針
の混入事件【意
図的混入】 
(2011/12/26 大
阪読売新聞) 

奈良市内のスーパー5 店で、商品へ
の針混入が相次ぎ、計 17 本が見つ
かった。うどんから針が出た店の店
長は「年末は 1 日 100 食以上売れる
のに、一時は半分まで落ち込んだ。
風評被害は計り知れない」と話した。 

製造工程への薬
品混入に関する
狂言【意図的混
入(狂言)】 
(2011/11/15 大
阪読売新聞) 

某メーカーに、内部告発という形で
「商品製造工程に水酸化ナトリウム
と重クロム酸カリウムが混入してい
る」と記したうその文書を送り、業
務を妨害したとして、兵庫県警は同
社元社員を威力業務妨害容疑で逮
捕。容疑者は「会社の対応に不満が
あり、やった」と容疑を認めている。 

エビへの木片混
入【悪意は無い
が、人為による
異物混入】 
(2011/7/4 朝日
新聞) 

某ファミリーレストランで、エビフ
ライを食べた客が、混入していた長
さ約 3 センチの木片でのどに 2 週間
のけが。エビフライは東南アジア工
場で製造された冷凍食品。地元養殖
業者が工場への納入前に曲がったエ
ビをまっすぐにするため背わた部分
に木片を入れた。 

洗浄剤の混入
【悪意は無い
が、人為による
異物混入】 
(2011/3/20 毎日
新聞地方版) 

某ファーストフード店で、洗浄剤が
混入したドーナツを販売。使用油の
ろ過作業中、誤って洗浄剤を混入さ
せ、翌日 5 時間に渡って洗浄剤が混
じった油で揚げたドーナツ 970 個を
販売。 

給食パンようじ
混入【意図的混
入】 
(2009/4/22 東京
読売新聞) 

金沢市の中学校で給食のパンにつま
ようじが混入した事件で、パンを製
造した S 社の元従業員を逮捕。発酵
させたパン生地を窯に入れる作業を
担当していた容疑者は、焼く直前の
パン生地 2 つにつまようじを 1 本ず
つ混入させた。給料など会社の待遇
への不満から事件を起こしたと供
述。 

和菓子に殺虫剤
混入【意図的混
入】 
(2008/11/21 西
部読売新聞) 

福岡県の米菓メーカーM社が販売し
た和菓子から高濃度の有機リン系殺
虫剤の成分・フェニトロチオンが検
出された問題で、同社は 40 歳代の
男性従業員がフェニトロチオンの混
入を認める文書を同社にファクスで
送った後に自殺したと発表した。殺
虫剤は餡の製造工程か冷蔵庫で保管
中に混入されたと見られる。遺書か
ら仕事や職場の人間関係などの悩み
が動機と見られる。 

 
２．脆弱性評価の適用（平成 25 年度実施分） 
製菓工場、水産加工工場、物流センターを対

象に、実際に施設を訪問し、米国で開発された

CARVER＋Shock 手法を念頭に置いた脆弱性
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評価と、食品工場用及び物流施設用のチェック

リストを試行した。 
 
２．１ 製菓工場への意図的な食品汚染を対象

とした脆弱性評価の実施 
２．１．１ 事業所の概要 
訪問した事業所の概要を以下に示す。 

資本金 1,000 万円 
従業者数（訪
問時） 

従業員 23 名。ただし工場内は工場長
以下 15 名。（小～）中規模工場。 

年間売上 2 億 4 千万円 
品目 九州の伝統的な焼き菓子を製造。製造

工程は、食パンやクッキーとほぼ同
様。 

現況 九州を中心に消費されているが、最近
大手コーヒーショップチェーンのフ
ードメニューに採用され、全国的にも
流通している。 

 
２．１．２ 製造工程の概要 
訪問した工場における工程の主なポイントは、

「原料受入・計量・混合」、「攪拌」、「生地寝か

し・成形」、「焼成」、「冷却」、「検品・包装」、「出

荷」であった。 
 
(１)  原料受入・計量・混合 
 小麦、砂糖、卵等を受入・保管し、これら原

料の計量、混合を行う。 
 
(２)  攪拌 
 混合済みの原料を攪拌する。攪拌は夜通し行

われている。 
 
(３)  生地寝かし・成形 
 攪拌済みの生地を 40 分ほど寝かせる。 

 
(４)  焼成 
 約 300℃で 4 分 30 秒～7 分間焼く。 
 
(５)  冷却 
 焼成した製品を25分かけて75℃まで冷却す

る。 
 はねだし品（ダマなどが混じっているもの）

は本工程で発生する。 
 室内は 42℃であった。 

 

(６)  検品・包装 
 製品個別の包装を行う。 
 
(７)  倉庫・出荷「出荷」 
 製品が運送業者に手渡され、出荷される。 
 
２．１．３ 脆弱性評価の適用 

・ 過年度研究によって開発した脆弱性評価手

法を適用し、その結果は、（表２）のように

整理された。＜内容は非公表＞ 
・ なお、脆弱性評価手法は FDA 食品セキュリ

ティ予防措置ガイドラインで示されている

チェック項目を参考に、「工場内における

CARVER＋Shock 分析」が可能となるよう

な評価項目である。（表１） 
 
２．１．４ 製菓工場を対象とした食品テロ

シナリオ 
(１)  混入可能ポイント 
 脆弱性評価の試行は、表２のようにまとめる

ことができる。＜内容は非公表＞ 
 

(２)  使用が想定される生物剤／化学剤 
・ （別稿（分担研究「食品防御対策の検討」） 
 
２．１．５ その他 

 用水路、水田の傍の立地ということもあって

か、殺虫剤が目についた。 
 無施錠の物置の中に殺虫剤が保管されてお

り、その隣には原料冷蔵庫が並置されていた。 
 外周は壁が無く、外部からほぼフリーアクセ

スであった。 
 

２．２ 水産加工工場への意図的な食品汚染を

対象とした脆弱性評価の実施 
訪問した工場における工程の主なポイントは、

「薬剤管理庫（2F）」、「ハーフカット（2F）」、
「原料解凍（1F）」、「回転樽［洗浄・塩回し・

ミョウバン回し］（1F）」、「スチーム加熱（1F）」、
「出荷（1F）」であった。 
 
２．２．１ 事業所の概要 
訪問した施設の概要を以下に示す。 

稼動期間 約 40 年 
従業者数（訪 社員 25 名、パート 58 名（フィリピン
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問時） 人 40 名）、中国人研修生 9 名。 
年間売上 年間売上 30 億円の「（小～）中規模」

工場。 
資格 2 棟ある工場のうち第一工場について

HACCP 認定取得済。（2003 年） 

 
２．２．２ 製造工程の概要 

(１)  薬剤管理庫（2F） 
 薬剤の保管。次亜塩素と添加物が同じ場所に

保管されているが、それぞれ鍵付きの別々の

保管庫に保管されていた。出納管理簿あり。 
 
(２)  ハーフカット（2F） 
 人手により、タコを包丁によりカットする。 
 
(３)  原料解凍（1F） 
 原料の保管、解凍を行う。 
 
(４)  回転樽［洗浄・塩回し・ミョウバン回し］

（1F） 
 回転する樽の中で洗浄、塩もみ、ミョウバン

による発色の促進を行う。 
 
(５)  スチーム加熱（1F） 
 専用の機械により、原料を 90℃で 12～14

分間加熱する。 
 
(６)  出荷（1F） 
 製品が運送業者に手渡され、出荷される。 
 
２．２．３ 脆弱性評価の適用 

・ 過年度研究によって開発した脆弱性評価手

法を適用し、その結果は、（表４）のように

整理された。＜内容は非公表＞ 
 
２．２．４ 製菓工場を対象とした食品テロ

シナリオ 
(１)  混入可能ポイント 
 脆弱性評価の試行は、表４のようにまとめる

ことができる。＜内容は非公表＞ 
 
(２)  使用が想定される生物剤／化学剤 
・ （別稿（分担研究「食品防御対策の検討」） 

 
２．２．５ その他 

・ 水産加工工場では、添加物と薬剤が同じ場所

で管理されていた。（ただし鍵付きの別々の

保管庫に保管。出納管理簿あり。） 
・ 出荷までにスチーム加熱及び 2 度の洗浄工

程があり、出荷より前の工程において効果

的な犯行を実行することは難しいと考えら

れる。 
・ 木製のパレットを多用している工場であっ

たため、建屋外の荷捌き場には、解体され

たパレットの木片や、パレットの修理のた

めのボンドや釘が散乱していた。 
・ ワイヤ入りの窓、格子窓、セキュリティシス

テムの導入などは行われていたが、訪問時

（工場稼働時）には一部の窓や扉の鍵が開

いている状況であった。 
 
２．３ 物流センターへの意図的な食品汚染を

対象とした脆弱性評価の実施 
２．３．１ 事業所の概要 
訪問した施設の概要を以下に示す。 

敷地面積 39,194 ㎡（東京ドーム*0.84） 
従 業 員 数
（訪問時） 

約 500 名。「大規模」工場 

 
２．３．２ 工程の概要 
訪問したセンターにおける工程の主なポイン

トは、「別積み商品（1F）」、「SC 入庫（1F）」、
「SC 出庫（1F）」、「小分け（4F）」、「補充室（4F）」、
「DPS 集品（4F）」、「クライム集品（3F）」、「ク

ライム集品 2（3F）」であった。 
 
(１)  別積み商品（1F） 
 ドーリーへの箱詰めを行う。 
 
(２)  SC 入庫（1F） 
 人手により商品の入庫を行う。 
 
(３)  SC 出庫（1F） 
 人手により個人別／共同購入別の出庫を行

う。 
 
(４)  小分け（4F） 
 開梱したものをピースに分ける。 
 
(５)  補充室（4F） 
 開梱しない製品を流す工程。 
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(６)  DPS 集品（4F） 
 ピースを定められた個数分オリコンに投入

する。 
 
(７)  クライム集品（3F） 
 オリコンに商品を袋詰めする。 
 
(８)  クライム集品 2（3F） 
 クライム集品の動線である。 
 
２．３．３ 脆弱性評価の適用 

・ 過年度研究によって開発した脆弱性評価手

法を適用し、その結果は、（表３）のように

整理された。＜内容は非公表＞ 
 
２．３．４ 物流センターを対象とした食品

テロシナリオ 
(１)  混入可能ポイント 
 脆弱性評価の試行は、表３のようにまとめる

ことができる。＜内容は非公表＞ 
 
(２)  使用が想定される生物剤／化学剤 
・ （別稿（分担研究「食品防御対策の検討」） 

 
２．３．５ その他 
全体的な脆弱性評価としては、前回調査した

物流施設とほぼ同じであったが、その施設で脆

弱箇所として指摘した工程については、本施設

では以下のような対策が講じられていた。 
・ オーダー集約工程にカメラが設置され、事務

棟のモニターにおいて鮮明な画像で従業員

の動きを確認することができるようになっ

ていた。常時監視はしていないが、映像を

20 日間保存しているとのことであった。 
・ 出庫箇所にもカメラが設置されており、ほぼ

死角が存在しない形で映像記録が取られて

いた。 
・ 帽子の色分けによる識別対策が実施されて

いた。ただし構内の行き来自体は自由であ

るとのことであった。 
・ エプロンのポケットが廃止された。携行品は

首から下げさせる規則としていた。 
・ 以上を含む物流セキュリティ規程が策定さ

れていた。 

・ 一方で、帽子着用の不徹底（三角巾・バンダ

ナ着用の許可［工場内の暑さ等に起因］）、

エプロンのポケットがなくなった分ウェス

トポーチを使用している従業員など、「柔軟

な」運用も見受けられた。本社としては認

めるものではないが、現場の運用として現

場の班長が許可している部分もあるとのこ

とであった。 
・ また、従業員用の広大な駐車場と工場建屋が

とても近い点も気になった。車内に何を持

ち込んでも、工場側ではチェックが出来な

いことを考えると、対策を検討する必要が

あるかもしれない。訪問は昼食の時間帯で

あったが、車内で休憩・食事をしている従

業員も見受けられた。（従業員の休憩所は工

場内部にもある。） 
・ 車両で工場敷地内に入るためには敷地入口

にあるテンキーにナンバープレートの 4 桁

を入力し、遮断機を上げことになっている

が、実際にはどのような 4 桁を入力しても

遮断機が上がるとのことであった。遮断機

の横に警備員詰所もあるが、無人であった。

週末のメンテナンス業者もフリーパスとの

ことであった。 
従業員については、離職率が約 3割（120-130
名）とのことであり、他の企業と比べて極め

て高いというわけではないが、メンタル面の

管理について、管理者側としても悩みを持っ

ているとのことであった。 
 
３．チェックリストの適用 
・ 平成 24 年度の研究において、チェックリス

トについては大きな改善を要する点は見ら

れなかったため、本年度は、平成 24 年度に

作成したガイドラインを中小規模の食品工

場でも使用可能とあるように、修正を行った。

（別稿分担研究「食品防御ガイドラインの作

成」を参照） 
・ 平成 24 年度までにチェックリストについて

回答頂いた 10 工場における回答率を表６に

示す。 
 
D．考察 
米国において提案されているフードサプライ

チェーンの食品テロに対する脆弱性評価手法
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“CARVER＋Shock 法”をベースにした脆弱性

評価手法を 3 施設で適用した。 
食品工場等への実地調査の結果、近年の食品

への意図的な異物混入事件を受け、食品工場等

における食品防御に対する意識の向上は感じら

れたが、具体的な食品防御対策については、今

後さらなる改善が必要と感じられた。 
具体的には、①殺虫剤や工具工材の管理不徹

底（原材料保管場所の隣に殺虫剤や工材が保管

されている等）、②工場外周からの侵入防止策の

不徹底（外周フェンスの未整備、タクシー運転

手への入場パスワードの漏えい）、③上水道設備

の保護不徹底、④構内の移動制限の不徹底、⑤

私物の持ち込み制限の不徹底（駐車場と工場建

屋の近接）などが確認された。 
また、今回調査した物流センターは、既に調

査を行った物流センターのグループに属する施

設であったことから、過去の調査で指摘した事

項については、的確に対策が取られ、グループ

（企業）内での食品防御に対する情報の共有化

と、可能な対策が実施されていることが感じら

れた。 
以上のように、本年度の調査においても、従

来のHACCPによる衛生管理のみでは対応が難

しい食品防御対策があることが改めて確認され

た。 
既に作成しているHACCPの留意事項につい

ても、本研究結果を踏まえて、修正する事が必

要である。 
 
E．結論 
・ 中小規模の 2 つの食品工場と、物流施設にお

いて脆弱性評価とチェックリストの適応を

試みた。 
・ 実地調査の結果を踏まえ、中小規模の食品工

場等でも使用可能となるように、食品防御ガ

イドラインの修正が必要である。 
 
F．研究発表 
１．論文発表 
神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、

山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 
食品汚染防止に関するチェックリストを基礎

とした食品防御対策のためのガイドラインの

検討  Tentative Food Defense Guidelines 

for Food Producers and Processors in 
Japan.  日 本 公 衆 衛 生 雑 誌 .  2014 
Feb;61(2):100-108. 
 
２．学会発表 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総

会. 杉浦弘明、赤羽学、鬼武一夫、今村知明. 
花粉症シーズンにおけるアトピー性皮膚炎患者

の皮膚症状の日々の発生頻度の検討.  
 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県

総合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学

会総会. 神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長

谷川専、山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山

本茂貴. 食品防御対策に関する諸外国や国

際組織における検討状況とその対策. 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし
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表 １ 脆弱性評価項目の設定 

項目 概要 
CARVER+Shock に
おける指標（例） 

確認事項 

Criticality 
(危険性)1） 

当該地点でのテロ物質等
の食品への混入が重大な
健康被害・経済的影響を
もたらす 
→当該対象は危険性が高

い 

死者数、または経
済的損失額 

①投入可能性（量的） 

②死者数 

③発症者数 

④経済的損失額 

Accessibility2) 
（アクセス容易
性） 

テロ実行のために対象に
到達し、捕捉されずに逃
げられる 
→当該対象はアクセスが

容易 

容易／可能／や
や可能／困難／
不可 ⑤

従
業
員
の
行
動 

⑤-1 人の密度（どのくらいの広さの中
に、何人くらい） 

⑤-2従業員、訪問者の不審行動の把握
の状況 3） 

⑤-3従業員の所在の確認状況 

⑤-4従業員の識別・認識システムの構
築の状況 4） 

⑤-5職位に応じた身上調査の実施の有
無   

⑥
外
部
か
ら
の
接

近 

⑥-1 外部からの接近容易性（ﾄﾞｱ、窓、
屋根口／ﾊｯﾁ、通気口、換気口、屋
根裏等の状況）、鍵の管理状況、
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ状況 5）、照明の設置状況 

⑥-2不使用時のｾｷｭﾘﾃｨ確保 6）及び使用
前の設備の検査状況 

⑦
部
外
者
の
立
寄

り
に
関
す
る
事
項 

⑦-1 訪問者のアクセス可能性とそのレ
ベル 7） 

⑦-2機器ﾒｰｶｰ等外部業者等の立寄の有
無、またその監視の有無 

⑦-3荷物の積み込み等ｽｹｼﾞｭｰﾙの確立
状況 

Recuperability 
(回復容易性) 

生産性を回復するまでに
要する時間 

時間（年、ヶ月） ⑧食中毒等が認識された場合の、工場側での対処
（ex.洗浄、殺菌、リプレース）と、それにか
かる時間 

Vulnerability(
脆弱性) 

対象に到達後、テロの目
的達成に十分な量のテロ
物質等を混入することの
容易性 

可能性（容易／概
ね可能／･･･） 

⑨作業内容（作業時間中に実行される場合を想
定） 

⑩作業の監視状況 
⑪搬入可能性 
⑫機器設備の投入可能性・施錠状況 

Effect 
（影響） 

テロがシステムの生産性
に与えるダメージ 

影響を受ける割
合（％） 

⑬システム生産量に占める対象ポイントに係る
量の割合 

Recognizability 
(認識容易性) 

他の要素等との混乱なく
対象を認識することの容
易さ 

認識の容易性、認
識に必要な訓練
の必要性 

⑭現地において視認、どの程度の専門性 8）の人
が機器や施設等の操作・取扱いにあたっている
か 

SHOCK 
（衝撃度） 

・健康面、心理面、二次
的な経済への影響を統
合したもの 

対象の象徴性、重
要性、死者数、感
受性の高い層へ
の影響度、国家経
済への影響 

⑮各ケースにおいて検討 

・死者が多い、対象の歴
史、文化、宗教その他
象徴的な重要性が大き
い、感受性の高い層(子
供や老人など)への影
響が大きい 

・二次的な経済への影
響：経済活動の沈滞、
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項目 概要 
CARVER+Shock に
おける指標（例） 

確認事項 

失業の増大等を含む 
※経済的損失や心理的ダ
メージを与える目的に
は、大量殺傷は不要。 

・健康面、心理面、二次
的な経済への影響を統
合したもの 

1）以下の算定フローより判定。 
2）確認事項は、FDA 食品セキュリティ予防措置ガイドラインを参考に設定。 
3）明確な目的なく、シフト終了後も異常に遅くまで残留、異常に早い出社、ファイルや情報、職域外の施設エリア
へのアクセス、施設からの資料の持ち出し、機密的事項の質問、勤務時にカメラを携行など 
4）制服や名札、ID バッジ、エリアへのアクセス権限によるカラーコードなど 
5）警備員の巡回、ビデオ監視、無作為な検査など 
6）金属製あるいは金属被覆の外部ドアを使用しているか否か等 
7）持ち込み品、入退出時のチェック、訪問者との同行、訪問理由、身分証明の有無等 
8）パート、アルバイト、社員等 
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図 １ Criticality（危険性）の判定フロー 
 

１）バッチサイズ●１）バッチサイズ● ２）1回あたり摂取量（サービングサイズ）◆２）1回あたり摂取量（サービングサイズ）◆

３）バッチあたり摂取回数３）バッチあたり摂取回数

１）／２）

４）摂取1回あたり必要暴露量◆４）摂取1回あたり必要暴露量◆

５）1バッチに混入すべき量５）1バッチに混入すべき量

３）＊４）

６）販売・流通単位◆６）販売・流通単位◆

７）生産される販売・流通単位７）生産される販売・流通単位

１）／６）

８）殺菌・除染前に売られる割合●，◆８）殺菌・除染前に売られる割合●，◆

９）潜在的消費単位数（殺菌・除染前）９）潜在的消費単位数（殺菌・除染前）

７）＊８）

10）販売・流通単位あたり消費者数◆10）販売・流通単位あたり消費者数◆

11）潜在的暴露者数（殺菌・除染前）11）潜在的暴露者数（殺菌・除染前）

９）＊10）

12）殺菌・除染前に消費される割合◆12）殺菌・除染前に消費される割合◆

13）暴露者数13）暴露者数

11）＊12）

14）死亡率もしくは発症率◆14）死亡率もしくは発症率◆

13）＊14）

16）死者数もしくは発症者数16）死者数もしくは発症者数

●：工場ヒアリング

◆：外生変数

投入可能性投入可能性 被害発生の可能性なし被害発生の可能性なし
No

Yes 被害発生の可能性あり被害発生の可能性あり

16）＊17）

17）補償原単位●， ◆17）補償原単位●， ◆

19）人的もしくは健康損害19）人的もしくは健康損害

15）単位あたり回収費●，◆15）単位あたり回収費●，◆

18）回収費用18）回収費用

９）＊15）

20）経済的損害20）経済的損害

18）＋19）

各ポイントの大まかな容量
をお伺いする

どのポイントで、どのような物質について、どのような
殺菌、除染、検査を実施されているかお伺いする

お分かりの範囲
でお伺いする

お分かりの範囲
でお伺いする
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表 ２ 製菓工場への意図的な食品汚染を対象とした脆弱性評価の実施 

 
（建屋内について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建屋外について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（従業員について） 
 

＜※内容非公表＞ 
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-11 
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表 ３ 物流センターへの意図的な食品汚染を対象とした脆弱性評価の実施 

 
（建屋内について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建屋外について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（従業員について） 

 

 
 

＜※内容非公表＞ 
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表 ４ 水産加工工場への意図的な食品汚染を対象とした脆弱性評価の実施 

 
（建屋内について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建屋外について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（従業員について） 
 

＜※内容非公表＞ 
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表 ５ 食品工場における意図的な食品汚染防止に関するチェックリスト 

 

 

「食品工場における意図的な食品汚染防止に関するチェックリスト」 

について 

 

はじめに 

2001 年 9 月 11 日のアメリカで発生した同時多発テロ事件を契機に、世界各国でテロの発生に関す

る危険性が高まっており、テロ対策は、国家防衛上の最優先課題となっている。 

わが国の食品に関係した事件では、1984 年のグリコ・森永事件、1998 年の和歌山カレー事件が記

憶に新しいが、これらは、食品に直接毒物を混入することにより健康被害をもたらしたものであり、

実際の被害は限局的なものであった。しかし、フードチェーンの途中で毒物が混入されることがあれ

ば、その被害が拡大することは容易に予測される。 

こうしたことから、厚生労働科学研究補助金「食品によるバイオテロの危険性に関する研究班」では、

意図的に食品が汚染されることを防止するために、米国食品医薬品局（FDA：Food and Drug 

Administration）による『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工業および輸送業

編”』［Guidance for Industry: Food Producers, Processors, and Transporters: Food Security 

Preventive Measures Guidance, 2007.10］1を参考に、日本における食品関係事業者がとるべき対応を

まとめたチェックリストを作成した。  

 

１．日本における食品衛生対策と意図的な食品汚染対策の現状 

近年、わが国では、HACCP システム等の導入推進により、フードサプライチェーン全体に渡る食品

衛生水準の確保・向上が図られているところである。しかしながら、HACCP による食品衛生管理は、

「はじめに」に示したような、悪意を持った者によるフードサプライチェーンへの意図的な毒物等の

混入は想定していない。悪意を持った者による意図的な食品汚染行動を排除するためには、HACCP シ

ステム等による管理点における衛生水準のモニタリングに加え、製造工程を含む工場内で働く従業員

のマネジメントだけでなく、外部からの侵入者の監視や侵入の阻止などにも注意を払う必要ある。 

米国では、災害やテロ等に対する国家全体の応急対応計画である「National Response Plan」にお

いて「食品テロの危険性」が明記されるなど、国家全体の安全保障における「食品テロ」の位置づけ

も明確にされている。わが国でも、従来の食品衛生対策に加え、意図的な食品汚染行為の発生に備え

た「組織マネジメント」、「従業員の管理」、「部外者の管理」、「施設の管理」、「運営（オペレーション）」

等を実施することにより、より積極的な安全対策を講じる必要性が高まっている。 

 

 

 

 

                                                  
1 
http://www.fda.gov/Food/GuidanceComplianceRegulatoryInformation/GuidanceDocuments/FoodDefenseandEmer
gencyResponse/ucm083075.htm 

食品工場版 
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２．「食品工場における意図的な食品汚染防止に関するチェックリスト」の概要について 

米国 FDA による『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工業および輸送業編”』

は、食品への毒物混入など、フードチェーンが悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを

最小化するため、食品関係事業者が実施可能な予防措置を例示し、現行の手続きや管理方法の見直し

を促すために作成されたものであり、農場、水産養殖施設、漁船、食品製造業、運輸業、加工施設、

食料品包装出荷施設、倉庫を含む食品システムに係る全ての部門（小売業や飲食店を除く）が対象と

なっている。 

今回、当研究班では、米国のガイドラインを参考に、我が国の食品工場において、食品衛生/安全

管理担当者（例えば工場長や食品安全担当者等）が、テロや犯罪行為等による意図的な食品の汚染行

動を防止するため、工場内や工場への不正なアクセス等による安全性を脅かす箇所をチェックするた

めのチェックリストを作成した。 

このチェックリストは、「組織マネジメント」、「従業員の管理」、「部外者の管理」、「施設の管理」、

「運営（オペレーション）」の 5つの分野から構成されている。各チェック項目の作成にあたっては、 

①技術的なチェック可能性 

②製造等の現場における受容性（現状の食品衛生対策との連続性、現状において急進的過ぎないか、

現場の従業員にそこまでの対策を望むことができるどうか、など） 

③意図的な食品汚染防止／被害最小化に対する効果の大きさ 

の 3 つの視点から、食品工場等の実地調査を行い、工場の食品衛生/安全管理担当者と意見交換を行

っている。それらの調査や意見交換を踏まえて、現在のわが国の食品工場において特に注意が必要と

思われる項目を盛り込んだ。 

 

３．「食品工場における意図的な食品汚染防止に関するチェックリスト」の使用について 

当チェックリストは、本来であれば、米国のように、意図的な食品汚染の危険性が関係者全般に認

知され、それに関する防御対策が広く実施された上で、その進捗や抜け落ちを確認するために作成さ

れ、公表されることが望ましい。 

しかし、わが国では未だ米国のような状況にないため、下記に示すチェックリスト項目は、現状の

食品工場の規模や人的リソースを勘案の上、意図的な食品汚染に対する「現実的な範囲で、実施可能

な対策の確認」や、「対策の必要性に関する気づきを得る」ための活用を念頭に作成したものであり、

その趣旨をご理解の上、ご活用頂くことを期待するものである。 
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【食品工場における意図的な食品汚染防止に関するチェックリスト】 

 

◎本チェックリストの目的 

 本チェックリストは、上記の経緯に基づき、食品工場において意図的な食品の汚染を防止する

ために、「食品工場において、現実的な範囲での実施可能な対策の確認や、その必要性に関す

る気づきを得るため」に作成を進めているものです。 

 

 

◎ご記入にあたって 

①「チェック項目」1）～94）をお読みいただき、チェック項目に併記している〔回答基準の例〕

を参考に、貴施設において、 

 すでに対応している項目にはチェック欄の「全面的に対応」または｢一部対応｣に○印を 

 対応していない項目には「対応していない」に○印を 

 対応が不要な項目については、「対応不要」に○印を 

（例：項目 4）“各フロアの平面図や導線計画を、盗難されないよう安全な場所に保管して

いるか”について、そもそも貴施設において平面図や導線計画がない場合、

など） 

それぞれ記入して下さい。 

 また、自由記述欄（対策の現状等）には、現時点で取られている具体的な対策等について、可

能な範囲でご記入下さい。 

 

②チェックリスト中、「意図的な食品汚染」とあるのは、全て「テロ・犯罪等の、悪意を持った

者による意図的な食品の汚染」としてお答え下さい。（従業員のミスや過失などによる、悪意

の無い食品の汚染は除きます。） 

 

③※印の付いているものは、今後、世界的な治安情勢を鑑み、必要と判断された時点でチェック

すべき項目として挙げているものです。現状ではご回答は不要です。 

 

④所要時間は、60 分程度です。 
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１．組織マネジメントについて 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全

面

的

に
対
応 

一

部

対

応 対

応

し

て

い

な

い 対

応

不

要 
●意図的な食品汚染行為等の可能性への備え 

1)意図的な食品汚染に関する管理部門や責任者を設置しているか 
〔回答基準の例〕 
・各工程に意図的な食品汚染に関する責任者を、もしくは工程全体を統括する意図
的な食品汚染に関する管理部門を設置している →「全面的に対応」 

・一部工程のみ意図的な食品汚染に関する責任者を設置している →「一部対応」 
・意図的な食品汚染を念頭に置いた管理をしていない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 
 

2)食品汚染対策の手続きや、それに必要となる安全性評価の中に、「意図的な食品汚染」
に関する観点が含まれているか 

〔回答基準の例〕 
・全工程について意図的な食品汚染に対する安全性評価を実施している場合  
→「全面的に対応」 

・一部工程のみについて意図的な食品汚染に対する安全性評価を実施している場合 
→「一部対応」 

・意図的な食品汚染を念頭に置いた安全性評価を実施していない場合  
→「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

3) 意図的な食品汚染の脅威や、実際の発生時の対応策に係る計画があるか 
〔回答基準の例〕 
・通常の食品衛生、不良品の発生等への対応以外に、「意図的な食品汚染」に特化し
た対応計画がある場合 →「全面的に対応」 

・「意図的な食品汚染」を想定してはいるが、通常の食品衛生、不良品の発生時等と
同じ計画で対応可能と考えている場合 →「一部対応」 

・意図的な食品汚染を想定していない場合 →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

4)各フロアの平面図や導線計画を、盗難されないよう安全な場所に保管しているか 
〔回答基準の例〕 
・鍵付きの場所に保管するなど、セキュリティ対策を講じている  
→「全面的に対応」 

・セキュリティ対策までは講じていないが、関係者以外は分からない場所に保管し
ている →「一部対応」 

・誰でも閲覧することが可能 →「対応していない」 
・平面図や導線計画がない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

5) 意図的な食品汚染について、顧客・取引企業・周辺地域・従業員の家族等を含めた
緊急時対応計画を策定し、関係者に周知徹底しているか(例：事故等発生時のマスコ
ミ／広報対応マニュアル等) 

〔回答基準の例〕 
・顧客・取引企業・周辺地域・従業員の家族の全てと周知徹底している 
→「全面的に対応」 

・一部の顧客・取引企業・周辺地域・従業員の家族とは周知徹底している 
→「一部対応」 

・全く周知徹底していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

6)管理職は自治体・国・警察・消防・保健所等への緊急連絡先を把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての管理職に、緊急連絡の（社内）手順と、自治体・国・警察・消防・保健所
の連絡先を周知徹底している →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“全ての管理職に緊急
連絡の手順を徹底しているが、国・警察の連絡先までは徹底していない”など） 
→「一部対応」 

・緊急連絡の（社内）手順、連絡先があいまいである →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

7)事故に至らない、ヒヤリハット事例を報告・共有する仕組みが構築されているか 
〔回答基準の例〕 
・正規・非正規問わず、全ての従業員について、ヒヤリハット事例を報告・共有す
る仕組みが構築されている →「全面的に対応」 

・一部の従業員のみについて、ヒヤリハット事例を報告・共有する仕組みが構築さ
れている →「一部対応」 

・ヒヤリハット事例を報告・共有する仕組みが構築されていない  
→「対応していない」 
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8)意図的な食品汚染に関する情報収集、またその情報を従業員に通達する仕組みがあ
るか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・意図的な食品汚染に関して情報収集し、正規・非正規問わず、全ての従業員につ
いて、その情報を通達する仕組みがある →「全面的に対応」 

・仕組みにはなっていないが慣例として行っている、一部の従業員については情報
を通達している、など →「一部対応」 

・そのような仕組みも慣例もない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

9) 意図的な食品汚染について顧客（取引先）とコミュニケーションを実施しているか
（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を全ての顧客（取引先）に開示している 
→「全面的に対応」 

・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を一部の顧客（取引先）に開示している 
→「一部対応」 

・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

10) 意図的な食品汚染について顧客（一般消費者）とコミュニケーションを実施して
いるか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を顧客(一般消費者)に開示している 
→「全面的に対応」 

・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を一部の顧客(一般消費者)に開示してい
る→「一部対応」 

・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

 

   

 

●監督 

11) 意図的な食品汚染を行なわないよう、従業員に対する監督を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての工程について実施している →「全面的に対応」 
・一部の工程について実施している →「一部対応」 
・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

12) 意図的な食品汚染行為に脆弱な箇所について、その安全性を日常的にチェックし
ているか 

〔回答基準の例〕 
・毎日チェックしている →「全面的に対応」 
・毎日ではないが、チェックしている →「一部対応」 
・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

●回収戦略 

13)-①製品を回収する基準を定めているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての商品について回収する基準を定めている →「全面的に対応」 
・一部の商品について回収する基準を定めている →「一部対応」 
・基準を定めていない →「対応していない」 

 

   

 

13)-②回収された製品に対する責任者および代理を設置しているか 
〔回答基準の例〕 
・責任者および代理を設置し、複数以上の体制を敷いている →「全面的に対応」 
・一人の責任者を置いている →「一部対応」 
・責任者を設置していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 

14)回収された製品の適切な取扱いと廃棄を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・回収の事由別に、事前に取り決めた手順に従って、回収製品の取扱いと廃棄を実
施している →「全面的に対応」 

・回収の事由の区別はないが、事前に取り決めた手順に従って、回収製品の取扱い
と廃棄を実施している →「一部対応」 

・回収製品の取扱いと廃棄について、事前に取り決めた手順はない  
→「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

15)顧客(直接の取引先)の連絡先、住所、電話番号リストを整備しているか 
〔回答基準の例〕 
・すべて整備している →「全面的に対応」 
・一部については整備している →「一部対応」 
・整備していない →「対応していない」 
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●不審行動の調査 

16)国内外の意図的な食品汚染行為等に関する兆候・情報の収集を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・国内外の情報を網羅的に収集している →「全面的に対応」 
・国内と関係する諸外国についてのみ収集している →「一部対応」 
・収集していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

17)工場内における意図的な食品汚染や犯罪行為等に関する兆候・情報を警察や公衆衛
生当局へ通報しているか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・微細な情報についても通報している、もしくはする準備がある →「全面的に対
応」 

・情報の確度がかなり高まった段階で通報している、もしくはする準備がある  
→「一部対応」 

・実害が発生するまで通報しない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

18) 意図的な食品汚染や犯罪行為等に関する兆候・情報を警察や公衆衛生当局から定
期的に入手しているか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・微細な情報についても入手している、もしくは入手する準備がある  
→「全面的に対応」 

・情報の確度がかなり高まったものについては入手している、もしくは入手する準
備がある →「一部対応」 

・実害が発生するまで入手しない →「対応していない」 

 

   

 

●評価プログラム 

19)過去における食品安全を脅かす事故、意図的な食品汚染・犯罪行為等から得られた
教訓を、現場での安全対策に反映しているか 

〔回答基準の例〕 
・即座に反映する、もしくはその準備がある →「全面的に対応」 
・月に一回、年に一回など、定期的に反映する、もしくはその準備がある  
→「一部対応」 

・反映していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

20)全ての施設・設備において意図的な食品汚染に対する危険性検査を実施しているか
（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての施設・設備において実施している →「全面的に対応」 
・一部の施設・設備において実施している →「一部対応」 
・実施していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

21) 警備保障会社職員（もしくは社内の警備担当者）の業務内容の確認／報告を受け
ているか 
〔回答基準の例〕 
・時間毎に、詳細な確認／報告を受けている →「全面的に対応」 
・日毎に、簡易な確認／報告を受けている →「一部対応」 
・確認／報告等はしていない →「対応していない」 
・警備保障会社への委託をしていない、もしくは社内に警備担当者はいない  
→「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

 

２．人的要素（従業員）について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全

面

的

に
対
応 

一

部

対

応 対

応

し

て

い

な

い 対

応

不

要 

●スクリーニング（雇用前、雇用時、雇用後） 

22)工場において、従業員に対する身元確認を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・正規・非正規問わず確認を実施している →「全面的に対応」 
・一部の従業員のみ確認を実施している →「一部対応」 
・身元確認はしていない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 



3-22 

23)職位に応じた施設・設備のアクセスレベルを設定しているか（※現状では必ずしも
ご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・設定した上、鍵を設置するなどして物理レベルでもアクセスを制限している  
→「全面的に対応」 

・設定してはいるが、鍵などは設置せず、誰でもどこでもアクセスすることは不可
能ではない →「一部対応」 

・設定していない、そもそも職位がない、など →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

24)警備保障会社職員等、外部委託業者の従業員に対する身元確認を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・委託内容を問わず確認を実施している →「全面的に対応」 
・一部の業者のみ確認を実施している →「一部対応」 
・身元確認はしていない →「対応していない」 

 

   

 

●日常業務の割り当て 

25)敷地内に存在する者の所在を把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全従業員について、いつ、どこにいるかを、リアルタイムで確認できるようにな
っている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の従業員につい
てリアルタイムに把握可能”、“全従業員について事後に把握可能”、など）  
→「一部対応」 

・現状では、まったく把握できない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

26) 敷地内に存在する従業員の作業内容を把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全従業員について、いつ、どこで、何をしているかを、リアルタイムで確認でき
るようになっている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の従業員につい
てリアルタイムで作業内容を把握可能”、“全従業員について事後的に作業内容を
把握可能”、など） →「一部対応」 

・現状では、まったく把握できない →「対応していない」 

 

●識別 

27) 従業員の職位や特性に応じた明確な識別・認識システムを構築しているか（制服
や名札、IDバッジ、エリアへのアクセス権限によるカラーコード等） 

〔回答基準の例〕 
・全従業員について構築している →「全面的に対応」 
・一部の従業員について構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

28)従業員の退職時等に制服や名札、ID バッジを回収しているか 
〔回答基準の例〕 
・必ず回収している →「全面的に対応」 
・回収することもあるが、しないこともある →「一部対応」 
・回収していない →「対応していない」 
・制服や名札、ID バッジは持ち出し禁止である、日ごとの使い捨ての制服である、
など →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

●アクセス制限 

29)施設の全てのエリアに無制限にアクセスできる従業員を認識・特定しているか 
〔回答基準の例〕 
・全て認識・特定している →「全面的に対応」 
・一部認識・特定している →「一部対応」 
・認識・特定していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

30)職能・時間に応じたアクセス制限を設定しているか 
〔回答基準の例〕 
・職能・時間の双方について設定している →「全面的に対応」 
・職能・時間のいずれかについて設定している →「一部対応」 
・職能・時間のいずれについても設定していない、職能の区別がない、など  
→「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

31)暗証番号の変更や鍵の取替えを定期的に行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての箇所・施設について定期的に実施している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“全箇所・施設につい
て不定期に”、“一部の箇所・施設について定期的に”、など） →「一部対応」 

・行っていない →「対応していない」 
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32)従業員の退職時等に鍵（キーカード）を回収しているか 
〔回答基準の例〕 
・必ず回収している →「全面的に対応」 
・回収することもあるし、しないこともある →「一部対応」 
・回収していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

●個人所有物 

33)工場内へ持ち込む私物を制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・制限しており、チェックも毎日する →「全面的に対応」 
・制限しているが、チェックは毎日ではない →「一部対応」 
・制限していない、制限していてもチェックを行うことはない、など  
→「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

34)工場内への医薬品の持ち込みを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・制限しており、チェックも毎日する →「全面的に対応」 
・制限しているが、チェックは毎日ではない →「一部対応」 
・制限していない、制限していてもチェックを行うことはない、など  
→「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

35)私物の持ち込みエリアを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・制限しており、チェックも毎日する →「全面的に対応」 
・制限しているが、チェックは毎日ではない →「一部対応」 
・制限していない、制限していてもチェックを行うことはない、など  
→「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

36)ロッカー、バッグ、荷物、乗用車の検査を実施しているか（※現状では必ずしもご
回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・ロッカー、バッグ、荷物、乗用車のすべてについて、毎日チェックする  
→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“ロッカーのみについ
て毎日実施”、“ロッカー、バッグ、荷物、乗用車すべてについて不定期に実施”、
など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

●食品セキュリティの手続きに関する訓練 

37)職員訓練プログラムに、意図的な食品汚染行為等やその脅威に対する内容が含まれ
ているか 

〔回答基準の例〕 
・明示的に含まれている →「全面的に対応」 
・明示的に含まれていないが、口頭等で補足している →「一部対応」 
・含まれていない、職員訓練プログラムがない、など →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

38)意図的な食品汚染に対する予防措置の重要性に関する定期的な意識喚起が行なわ
れているか 

〔回答基準の例〕 
・定期的に行っている →「全面的に対応」 
・不定期に行っている →「一部対応」 
・ 行っていない →「対応していない」 
 

 

   
 
 
 
 
 

●異常行動 

39)従業員の異常行動*や不審行動を監視しているか(*明確な目的がないのに、シフト
終了後も遅くまで残業している、異常に早く出社している、ファイルや情報・職域
外の施設エリアへアクセスしている、施設から資料を持ち出している、機密的事項
について質問をする、勤務時にカメラ(カメラ機能付携帯電話)を携行している等) 
〔回答基準の例〕 
・常に、全従業員について実施している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常に正規職員のみに
ついて実施している”、“不定期に全従業員について実施している”、など）  
→「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
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40)従業員の異常な健康状態や欠勤について、調査・対応しているか 
〔回答基準の例〕 
・常に、全従業員に対して実施している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常に正規職員のみに
対して実施”、“不定期に全従業員に対して実施”、など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

 

３．人的要素（部外者）について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全

面

的

に
対
応 

一

部

対

応 対

応

し

て

い

な

い 対

応

不

要 

●訪問者（業者も含む） 

41)-①疑わしい、不適切なあるいは通常でない物品や行動がないか、車両、荷物の検
査を実施しているか 

〔回答基準の例〕 
・常に、全ての訪問者に対して、車両・荷物のチェックをしている  
→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常に荷物のみチェッ
ク”、“不定期に荷物・車両双方をチェック”、など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

41)-②具体的には、どのような検査を実施しているか 
〔自由回答〕 

  

   

 

42)社員の同行が義務付けられているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して、常時社員が同行している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常時同行しない場合
がある”など） →「一部対応」 

・行っていない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

43)訪問理由を確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して確認している →「全面的に対応」 
・訪問者のうち一部のみ確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

44)-①訪問者の身元を確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して確認している →「全面的に対応」 
・訪問者のうち一部のみ確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

44)-②訪問者の身元は、身分証明で確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して確認している →「全面的に対応」 
・訪問者のうち一部のみ確認している →「一部対応」 
・確認していない→「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

 

   

 

44)–③身分証明の確認は、どのように行っているか 
〔自由回答〕 
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45)訪問者の食品取扱い/保管エリア/ロッカールームへのアクセスを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・常に、事前に定めた通りに、訪問者ごとの食品取扱い/保管エリア/ロッカールー
ムへのアクセス制限を実施している →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス制限を行な
っているが、時に、現場の判断で、事前に定めていないエリアへのアクセスを許
可することがある”など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

 

４．施設管理について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全

面

的

に
対
応 

一

部

対

応 対

応

し

て

い

な

い 対

応

不

要 

●物理的セキュリティ 

46)-①フェンス等による敷地へのアクセス制御を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・外部から人が侵入できないような完全な措置をとっている →「全面的に対応」 
・敷地へのアクセス制御を行っているが、夜間など人目を盗むなどすれば、外部か
らの侵入は不可能ではない →「一部対応」 

・全く行っていない →「対応していない」 

 

   

 

46)–②通常の敷地内へのアクセス通路は、限定しているか 
〔回答基準の例〕 
・アクセス通路は、決められた通路に限定している →「全面的に対応」 
・アクセス通路は複数あり、決められた通路以外の使用も許可している  
→「一部対応」 

・全く限定していない →「対応していない」 

 

   

 

47)-①ドア、窓、屋根口/ハッチ、通気口、換気システム、ユーティリティルーム、製
氷・貯蔵室、屋根裏、トレーラー、タンクローリー、タンク等、工場内部と外部と
の結節点について、安全を確認しているか 

〔回答基準の例〕 
・工場内部と外部をつなぐ全ての箇所について安全を確認している  
→「全面的に対応」 

・工場内部と外部をつなぐ一部の箇所について安全を確認している  
→「一部対応」 

・全く確認していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

47)–②ドア、窓、屋根口/ハッチ、通気口、換気システム、ユーティリティルーム、製
氷・貯蔵室、屋根裏、トレーラー、タンクローリー、タンク等、工場内部と外部と
の結節点について、施錠しているか 

〔回答基準の例〕 
・工場内部と外部をつなぐ全ての箇所について施錠している →「全面的に対応」 
・工場内部と外部をつなぐ一部の箇所について施錠している →「一部対応」 
・全く施錠していない →「対応していない」 

 

   

 

48)施設の非稼動時の安全確保について、確認を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての施設について安全を確認している →「全面的に対応」 
・一部の施設について安全を確認している →「一部対応」 
・全く確認していない →「対応していない」 
・施設稼動を止めることがない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

49)立入禁止区域への入口の安全確認を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての立入禁止区域について、常に行っている →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“全ての立入禁止区域
について不定期に行っている”、“一部の立入禁止区域について常に行っている”
など） →「一部対応」 

・全く行っていない →「対応していない」 
・立入禁止区域がない →「対応不要」 
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50)全ての鍵を会社（もしくは管理職）が管理しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての鍵を会社（もしくは管理職）が管理している →「全面的に対応」 
・一部の鍵のみ会社（もしくは管理職）が管理している →「一部対応」 

・全く管理していない →「対応していない」 

 

   

 

51)敷地内における警備員の巡回やビデオ監視を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全区域において警備員の巡回やビデオ監視を行なっている →「全面的に対応」 
・一部危険性が高いと思われる箇所のみ警備員の巡回やビデオ監視を行なっている 
→「一部対応」 

・全く行なっていない →「対応していない」 
・簡単に全てが見渡せる小規模な敷地である →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

52)汚染物質を一時的に隠すことができる場所、死角・暗がりになる場所等の洗い出
し・安全確認を行なっているか 

〔回答基準の例〕 
・確認、改善をしている →「全面的に対応」 
・確認しているのみ →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・汚染物質を一時的に隠すことができる場所、死角・暗がりになる場所はない  
→「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

53)敷地内を走行する車両について、駐車許可証、アクセスキー、通行許可証の発行の
いずれかを行なっているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての車両について行っている →「全面的に対応」 
・一部の車両について行っている →「一部対応」 
・行っていない →「対応していない」 
・敷地内を車両が走ることはない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

54) 食品の製造・加工・保管エリア・供給施設と駐車場を隔離しているか 
〔回答基準の例〕 
・大きく隔離している（徒歩 3分以上程度） →「全面的に対応」 
・ある程度隔離している（徒歩 1-3 分程度） →「一部対応」 
・近接している（徒歩 1分以内） →「対応していない」 
・敷地を車両が走ることはない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

●危険物、有毒物質等の保管と使用の安全性確保 

55)研究施設（検査・試験室）へのアクセスを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・出入り可能な従業員を決め、かつ鍵等により物理的に制限している  
→「全面的に対応」 

・出入り可能な従業員を決めているのみ、もしくは鍵等により物理的に制限してい
るのみ →「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・研究所（検査・試験室）がない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

56)研究材料（検査薬・試験薬）の保管を研究所（検査・試験室）内に制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての研究材料（検査薬・試験薬）の保管を研究施設（検査・試験室）内に制限
している →「全面的に対応」 

・一部の研究材料（検査薬・試験薬）の保管を研究施設（検査・試験室）内に制限
している →「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

57)-①試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロール等、危険な材料へのアク
セスを制限しているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての試薬や微生物、薬物、毒素等危険な材料へのアクセスを制限している  
→「全面的に対応」 

・一部の試薬や微生物、薬物、毒素等危険な材料へのアクセスを制限している  
→「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 
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57)-②試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロール等の保管に際し、国等へ
届出が必要なものについては、定められた届出を実施しているか 

〔回答基準の例〕 
・定期的に届出状態を確認している →「全面的に対応」 
・時折、届出状態を確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・届出が必要な試薬や微生物、薬物等がない →「対応不要」 

 

   

 

58)試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロールの管理責任者を設置している
か 
〔回答基準の例〕 
・管理責任者とその代理など、複数設置している →「全面的に対応」 
・一人だけ設置している →「一部対応」 
・設置していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

59)試薬の紛失等に関する事態の調査・通報の体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査・通報の体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかだけ体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

60)不要な試薬を安全な方策で廃棄しているか 
〔回答基準の例〕 
・廃棄の手順を定め、その通りに廃棄している →「全面的に対応」 
・廃棄の手順は定めていないが、安全に廃棄している →「一部対応」 
・安全な方法で廃棄していない →「対応していない」 
・ポジティブコントロールがない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

61)-①有毒物質等の在庫量を、メンテナンス等に用いる分のみに限定しているか（余
った不要な有毒物質等を廃棄しているか） 

〔回答基準の例〕 
・限定しており、利用後に余った場合は適切に廃棄している →「全面的に対応」 
・限定しているが、利用後に余った場合は後で使うため保存しておく →「一部対
応」 

・限定していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

61)-②有毒物質等を保管している場合、その在庫量を定期的に確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・定期的に確認している →「全面的に対応」 
・時折確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 

62)有毒物質等を、食品の取扱いエリアや保管エリアから離れた場所に保管しているか 
〔回答基準の例〕 
・離れた場所に保管しており、かつ栓をシーリングするなど、妥当な理由もなく有
毒物質を使用することのないよう十分配慮している →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“離れた場所に保管し
ているが、栓をシーリングするなどの十分な配慮はしていない”など）  
→「一部対応」 

・近接した場所に保管している →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

63)有毒物質等の保管エリアへのアクセスを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・出入り可能な従業員を決め、かつ鍵等により物理的に制限している  
→「全面的に対応」 

・出入り可能な従業員を決めているのみ、もしくは鍵等により物理的に制限してい
るのみ →「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

64)有毒物質等に適切なラベルが貼付されていることを確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・定期的に確認している →「全面的に対応」 
・不定期に確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 
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65)敷地内にある有毒物質等の所在や保管量を把握、監視しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての有毒物質等について、その所在や保管量を常に把握、監視している  
→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の有毒物質等に
ついては常に所在や保管量を把握”など） →「一部対応」 

・把握、監視していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 

66)-①殺虫剤を安全に管理しているか 
〔回答基準の例〕 
・鍵付きの保管庫等安全な場所に管理し、使用場所や方法、その量等に関する履歴
を残すようにしている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“鍵付きの保管庫等安
全な場所に管理しているが、使用やその量等に関する履歴は残していない”など） 
→「一部対応」 

・安全に管理していない →「対応していない」 
・殺虫剤を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

66)-②殺虫剤を購入する場合の選定基準を作成しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての殺虫剤について、選定基準を設けている →「全面的に対応」 
・一部の殺虫剤について、選定基準を設けている →「一部対応」 
・選定基準を作成していない →「対応していない」 
・殺虫剤を扱っていない →「対応不要」 

 

   

 

67)研究材料や有毒物質等の在庫の紛失やその他の事態の発生状況の調査や、発生時の
通報体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査・通報の体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかだけ体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）や有毒物質等がない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

 

５．運営（オペレーション）について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全

面

的

に
対
応 

一

部

対

応 対

応

し

て

い

な

い 対

応

不

要 

●納入資材およびオペレーション 

68)-①全ての資材や原材料等の調達先の信頼性を確保しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての調達先の信頼性を確保している →「全面的に対応」 
・一部の調達先についてのみ信頼性を確保している →「一部対応」 
・確保していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 

68)-②全ての資材や原材料等の調達先の信頼性は、どのように確保しているか 
（例：長年既知の業者である/適切な免許や許可を受けた製造業者・包装業者であ
る、等） 

〔自由回答〕 
 

 

   

 

69)資材や原材料等の運送業者等が、適切な食品に対する安全措置を講じていることを
確認しているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての業者について確認している →「全面的に対応」 
・一部の業者についてのみ確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

70)-①資材や原材料等の受領前に、納入資材等のラベルや包装の形態を確認している
か否か 

〔回答基準の例〕 
・全てのものについて確認している →「全面的に対応」 
・一部のもののみについて確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
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70)-②資材や原材料等が海外製品である場合、その生産地の衛生情報にも注意を払っ
ているか 

〔回答基準の例〕 
・定期的に注意を払っている →「全面的に対応」 
・不定期に注意を払っている →「一部対応」 
・注意を払っていない →「対応していない」 
・海外製品を利用していない →「対応不要」 

 

   

 

71)鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもらっているか（※現状で
は必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての資材について鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもらっ
ている →「全面的に対応」 

・一部の資材についてのみ鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入しても
らっている →「一部対応」 

・鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもらっている資材はない  
→「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

72)供給業者や運送業者等は、積荷の位置が常時確認できるようになっているか 
〔回答基準の例〕 
・全てについて常に確認できる →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の積荷について
は常に確認可能”、“全ての積荷について事後に確認可能”など） →「一部対応」 

・確認できるようにはなっていない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

73)供給業者や運送業者等の配送スケジュールが確立されているか 
〔回答基準の例〕 
・スケジュールは確立されており、遵守されている →「全面的に対応」 
・スケジュールは確立されているが、遵守されないこともある →「一部対応」 
・スケジュールは確立されていない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

74)-①納入資材の積み下ろし作業を監視しているか（※現状では必ずしもご回答頂か
なくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての積み下ろし作業を監視している →「全面的に対応」 
・一部の積み下ろし作業を監視している →「一部対応」 
・監視することはない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

74)-②納入資材の積み下ろし作業は、どのような監視をしているか（※現状では必ず
しもご回答頂かなくても結構です。） 

（例：監視カメラで録画している／常に従業員が立ち会う、等） 

〔自由回答〕 
 

 

   

 

75)納入製品・数量と、発注製品・数量との整合性の確認を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・複数人で、複数回確認している →「全面的に対応」 
・一回だけ確認している →「一部対応」 
・確認しないこともある →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

76)納入資材について、意図的な食品汚染行為等の徴候･形跡の調査や通報の体制を構
築しているか 

〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

●資材等の保管 

77)-①保管中の納入資材や使用中の資材を監視しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての資材を監視している →「全面的に対応」 
・一部監視している →「一部対応」 
・監視していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

77)-②納入資材や使用中資材をどのように監視しているか 
（例：監視カメラで録画している／定期的に従業員が巡回する、等） 
〔自由回答〕 
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78)在庫の紛失や増加、その他の事態の調査や通報の体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

79)製品ラベルを安全な場所に保管しているか 
〔回答基準の例〕 
・鍵つきの場所に保管している →「全面的に対応」 
・鍵つきではないが、安全な場所に保管している →「一部対応」 
・安全な場所に保管していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

●水道その他供給関係のセキュリティ 

80)-①空調、水道、電気および冷蔵の管理系統へのアクセス制限を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な従業員を決め、かつ管理装置には鍵を設けるなど物理的な安全措
置を講じている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な従業
員は決めているが、管理装置に物理的な安全措置は講じていない”など）  
→「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

80)-②空調、水道、電気および冷蔵の管理系統の保守点検を外部委託している場合、
委託先の従業員についてアクセス制限を実施しているか 

〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な委託先の従業員を決め、かつ管理装置には鍵を設けるなど物理的
な安全措置を講じている→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な委託
先の従業員を決めているが、管理装置に物理的な安全措置は講じていない”など） 
→「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
・外部委託していない →「対応不要」 

 

   

 

81)井戸、給水栓、貯蔵施設の安全性を確保しているか 
〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な従業員を決め、かつ施設には鍵を設けるなど物理的な安全措置を
講じている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な従業
員は決めているが、施設に物理的な安全措置は講じていない”など）  
→「一部対応」 

・確保していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

82)井戸水を利用している場合、水、及びその関連施設を塩素殺菌する設備を監視して
いるか 

〔回答基準の例〕 
・全ての設備を常に監視している →「全面的に対応」 
・一部の設備のみ監視している、もしくは不定期に監視している →「一部対応」 
・監視していない →「対応していない」 
・井戸水を利用していない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

83)井戸水を利用している場合、安全性の検査結果の変化に注意を払っているか 
〔回答基準の例〕 
・定期的に注意を払っている →「全面的に対応」 
・不定期に注意を払っている →「一部対応」 
・注意を払っていない →「対応していない」 
・井戸水を利用していない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

84)公共水道の安全性等に関する国、自治体等からの警告に注意を払っているか 
〔回答基準の例〕 
・常に注意を払っている →「全面的に対応」 
・不定期に注意を払っている →「一部対応」 
・注意を払っていない →「対応していない」 
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●最終製品 

85)最終製品の流通に利用する貯蔵倉庫や車両、船舶等が適切な安全措置を講じている
ことを確認しているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての貯蔵倉庫、車両、船舶等について、常に確認している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を確認している（“貯蔵倉庫のみについ
て常に確認”、“全ての貯蔵倉庫、車両、船舶について不定期に確認”など）  
→「一部対応」 

・全く確認していない →「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

86) 最終製品の流通に、鍵つきあるいは封印可能な車両/コンテナを利用しているか
（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての製品について鍵つきあるいは封印可能な車両/コンテナを利用している  
→「全面的に対応」 

・一部の製品についてのみ鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナを利用してい
る →「一部対応」 

・鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナを利用していない  
→「対応していない」 

 

   

 
 
 
 
 

87)出荷する製品について、その荷受人を併せて把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての出荷製品について把握している →「全面的に対応」 
・一部の出荷製品について把握している →「一部対応」 
・把握していない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

88) 出荷した製品について、積荷の位置を常時確認することが可能か 
〔回答基準の例〕 
・全てについて常に確認できる →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を確認している（“一部の積荷について
実施”、“全ての積荷について事後に確認できる”など） →「一部対応」 

・確認できるようにはなっていない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

89)最終製品の荷物の積み込みスケジュールを確立しているか 
〔回答基準の例〕 
・スケジュールは確立されており、遵守されている →「全面的に対応」 
・スケジュールは確立されているが、遵守されないこともある →「一部対応」 
・スケジュールは確立されていない →「対応していない」 

 

    
 
 
 
 

90)納入先における最終製品の在庫の紛失や増加、その他の事態の調査や通報の体制を
構築しているか 

〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

91)-①納入先における販売担当従業員等に、偽造等の不正商品への目配りや、何か問
題を察知した場合には担当者に通報するようアドバイスをしているか 

〔回答基準の例〕 
・常にそのように指示している →「全面的に対応」 
・不定期にそのように指示している →「一部対応」 
・そのような指示をしたことはない →「対応していない」 

 

   
 
 
 
 
 

91)-②最終製品に対する苦情が寄せられた場合の調査や通報の体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

 

   

 

91)-③最終製品に対する健康被害情報が寄せられた場合の調査や通報の体制を構築し
ているか 

〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 
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●コンピューターシステムへのアクセス 

92)コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセスを許可者
に制限しているか 

〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な従業員を決め、かつ施設には鍵を設けるなど物理的な安全措置を
講じている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な従業
員は決めているが、施設に物理的な安全措置は講じていない”など）  
→「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・コンピューターは利用していない →「対応不要」 

 

   

 
 
 
 
 

93)従業員の退職時等におけるコンピューターアクセス権を削除しているか 
〔回答基準の例〕 
・常に削除している →「全面的に対応」 
・削除することもあるが、しないこともある →「一部対応」 
・削除しない、皆で同じ ID・パスワードを利用している、等 →「対応していない」 
・コンピューターは利用していない →「対応不要」 

 

   
 
 
 
 
 

94)コンピューターのデータ処理に係る履歴を保存しているか 
〔回答基準の例〕 
・全てのデータ処理の履歴を保存している →「全面的に対応」 
・一部のデータ処理の履歴を保存している →「一部対応」 
・保存していない →「対応していない」 
・コンピューターは利用していない →「対応不要」 
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表 ６ 食品工場における意図的な食品汚染防止に関するチェックリスト（試行結果） 

 
１．組織マネジメントについて 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●意図的な食品汚染行為等の可能性への備え 

1)意図的な食品汚染に関する管理部門や責任者を設置しているか 
〔回答基準の例〕 
・各工程に意図的な食品汚染に関する責任者を、もしくは工程全体を統括する意図的
な食品汚染に関する管理部門を設置している →「全面的に対応」 

・一部工程のみ意図的な食品汚染に関する責任者を設置している →「一部対応」 
・意図的な食品汚染を念頭に置いた管理をしていない →「対応していない」 

１
／
１
０ 

４
／
１
０ 

６
／
１
０ 

 

・リスクコンプライアンス
リーダーを設置し、現場
からの意見を吸い上げ
る様な努力をしている。 

・品質管理担当ならいる
が、人為的な悪意までは
想定していない 

2)食品汚染対策の手続きや、それに必要となる安全性評価の中に、「意図的な食品汚染」
に関する観点が含まれているか 

〔回答基準の例〕 
・全工程について意図的な食品汚染に対する安全性評価を実施している場合  
→「全面的に対応」 

・一部工程のみについて意図的な食品汚染に対する安全性評価を実施している場合 
→「一部対応」 

・意図的な食品汚染を念頭に置いた安全性評価を実施していない場合  
→「対応していない」 

１
／
１
０ 

５
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 
 
 
 

3) 意図的な食品汚染の脅威や、実際の発生時の対応策に係る計画があるか 
〔回答基準の例〕 
・通常の食品衛生、不良品の発生等への対応以外に、「意図的な食品汚染」に特化した
対応計画がある場合 →「全面的に対応」 

・「意図的な食品汚染」を想定してはいるが、通常の食品衛生、不良品の発生時等と同
じ計画で対応可能と考えている場合 →「一部対応」 

・意図的な食品汚染を想定していない場合 →「対応していない」 

２
／
１
０ 

５
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

 
 
 
 

4)各フロアの平面図や導線計画を、盗難されないよう安全な場所に保管しているか 
〔回答基準の例〕 
・鍵付きの場所に保管するなど、セキュリティ対策を講じている  
→「全面的に対応」 

・セキュリティ対策までは講じていないが、関係者以外は分からない場所に保管して
いる →「一部対応」 

・誰でも閲覧することが可能 →「対応していない」 
・平面図や導線計画がない →「対応不要」 

１
／
１
０ 

８
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

・図面類は、昼間は人がい
て、夜間休日は施錠され
る管理室に保管してい
るが、そのコピーの管理
についてはルール決め
がされていない。 

5) 意図的な食品汚染について、顧客・取引企業・周辺地域・従業員の家族等を含めた緊
急時対応計画を策定し、関係者に周知徹底しているか(例：事故等発生時のマスコミ／
広報対応マニュアル等) 

〔回答基準の例〕 
・顧客・取引企業・周辺地域・従業員の家族の全てと周知徹底している 
→「全面的に対応」 

・一部の顧客・取引企業・周辺地域・従業員の家族とは周知徹底している 
→「一部対応」 

・全く周知徹底していない →「対応していない」 

２
／
１
０ 

１
／
１
０ 

７
／
１
０ 

 ・従業員の周知のみ実施 

6)管理職は自治体・国・警察・消防・保健所等への緊急連絡先を把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての管理職に、緊急連絡の（社内）手順と、自治体・国・警察・消防・保健所の
連絡先を周知徹底している →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“全ての管理職に緊急連
絡の手順を徹底しているが、国・警察の連絡先までは徹底していない”など） 
→「一部対応」 

・緊急連絡の（社内）手順、連絡先があいまいである →「対応していない」 

５
／
１
０ 

３
／
１
０ 

２
／
１
０ 

 

・地元の警察、消防、保健
所等は把握。それ以上の
部署は本社。 

・警察、消防、保健所は全
ての管理職が把握して
いるが、自治体、国は分
からない。 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

7)事故に至らない、ヒヤリハット事例を報告・共有する仕組みが構築されているか 
〔回答基準の例〕 
・正規・非正規問わず、全ての従業員について、ヒヤリハット事例を報告・共有する
仕組みが構築されている →「全面的に対応」 

・一部の従業員のみについて、ヒヤリハット事例を報告・共有する仕組みが構築され
ている →「一部対応」 

・ヒヤリハット事例を報告・共有する仕組みが構築されていない  
→「対応していない」 

７
／
１
０ 

３
／
１
０ 

  

・無回答２ 
・報告の仕組みは全面的に
対応しているが、非正規
職員にまで共有するこ
とは寝た子を起こすよ
うで、危険と考える。 

8)意図的な食品汚染に関する情報収集、またその情報を従業員に通達する仕組みがある
か（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・意図的な食品汚染に関して情報収集し、正規・非正規問わず、全ての従業員につい
て、その情報を通達する仕組みがある →「全面的に対応」 

・仕組みにはなっていないが慣例として行っている、一部の従業員については情報を
通達している、など →「一部対応」 

・そのような仕組みも慣例もない →「対応していない」 

１
／
６ 

４
／
６ 

１
／
６ 

 

・報告の仕組みは全面的に
対応しているが、非正規
職員にまで共有するこ
とは寝た子を起こすよ
うで、危険と考える。 

・無回答４ 

9) 意図的な食品汚染について顧客（取引先）とコミュニケーションを実施しているか（※
現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を全ての顧客（取引先）に開示している 
→「全面的に対応」 

・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を一部の顧客（取引先）に開示している 
→「一部対応」 

・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

１
／
６ 

４
／
６ 

１
／
６ 

 
・取引先とは共有している 
・無回答４ 

10) 意図的な食品汚染について顧客（一般消費者）とコミュニケーションを実施してい
るか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を顧客(一般消費者)に開示している 
→「全面的に対応」 

・意図的な食品汚染に関する対策実施状況を一部の顧客(一般消費者)に開示している
→「一部対応」 

・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

 
３
／
６ 

３
／
６ 

 ・無回答４ 

●監督 

11) 意図的な食品汚染を行なわないよう、従業員に対する監督を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての工程について実施している →「全面的に対応」 
・一部の工程について実施している →「一部対応」 
・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

２
／
１
０ 

６
／
１
０ 

２
／
１
０ 

 
・カメラは設置している
が、全ては見渡せない 

12) 意図的な食品汚染行為に脆弱な箇所について、その安全性を日常的にチェックして
いるか 

〔回答基準の例〕 
・毎日チェックしている →「全面的に対応」 
・毎日ではないが、チェックしている →「一部対応」 
・意図的な食品汚染を想定していない →「対応していない」 

２
／
１
０ 

４
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

●回収戦略 

13)-①製品を回収する基準を定めているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての商品について回収する基準を定めている →「全面的に対応」 
・一部の商品について回収する基準を定めている →「一部対応」 
・基準を定めていない →「対応していない」 

６
／
８ 

 
２
／
８ 

 

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

13)-②回収された製品に対する責任者および代理を設置しているか 
〔回答基準の例〕 
・責任者および代理を設置し、複数以上の体制を敷いている →「全面的に対応」 
・一人の責任者を置いている →「一部対応」 
・責任者を設置していない →「対応していない」 

５
／
９ 

１
／
９ 

３
／
９ 

 

・回収したものをどう管理
するかという観点は、確
かに抜けていた。 

・無回答１ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

14)回収された製品の適切な取扱いと廃棄を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・回収の事由別に、事前に取り決めた手順に従って、回収製品の取扱いと廃棄を実施
している →「全面的に対応」 

・回収の事由の区別はないが、事前に取り決めた手順に従って、回収製品の取扱いと
廃棄を実施している →「一部対応」 

・回収製品の取扱いと廃棄について、事前に取り決めた手順はない  
→「対応していない」 

６
／
９ 

３
／
９ 

  

・無回答１ 
・回収の原因によって手順
は都度都度の対応であ
る。 

15)顧客(直接の取引先)の連絡先、住所、電話番号リストを整備しているか 
〔回答基準の例〕 
・すべて整備している →「全面的に対応」 
・一部については整備している →「一部対応」 
・整備していない →「対応していない」 

８
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

１
／
１
０ 

・本社営業部の対応となる
ため対応不要 

 
 

●不審行動の調査 

16)国内外のテロ行為等に関する兆候・情報の収集を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・国内外の情報を網羅的に収集している →「全面的に対応」 
・国内と関係する諸外国についてのみ収集している →「一部対応」 
・収集していない →「対応していない」 

１
／
９ 

３
／
９ 

５
／
９ 

 

・取引先にタイ、インドネ
シアがあり、海外の情報
は気に係る。 

・無回答１ 

17)工場内におけるテロや犯罪行為等に関する兆候・情報を警察や公衆衛生当局へ通報し
ているか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・微細な情報についても通報している、もしくはする準備がある →「全面的に対応」 
・情報の確度がかなり高まった段階で通報している、もしくはする準備がある  
→「一部対応」 

・実害が発生するまで通報しない →「対応していない」 

    
・無回答１０ 
・警察に通報する基準がわ
からない 

18) 意図的な食品汚染や犯罪行為等に関する兆候・情報を警察や公衆衛生当局から定期
的に入手しているか（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・微細な情報についても入手している、もしくは入手する準備がある  
→「全面的に対応」 

・情報の確度がかなり高まったものについては入手している、もしくは入手する準備
がある →「一部対応」 

・実害が発生するまで入手しない →「対応していない」 

１
／
５ 

 
４
／
５ 

 

・無回答４ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

●評価プログラム 

19)過去における食品安全を脅かす事故、テロ・犯罪行為等から得られた教訓を、現場で
の安全対策に反映しているか 

〔回答基準の例〕 
・即座に反映する、もしくはその準備がある →「全面的に対応」 
・月に一回、年に一回など、定期的に反映する、もしくはその準備がある  
→「一部対応」 

・反映していない →「対応していない」 

５
／
１
０ 

５
／
１
０ 

  
・チェックリストがあれば
やりやすくなるのでは
ないか。 

20)全ての施設・設備において意図的な食品汚染に対する危険性検査を実施しているか
（※現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての施設・設備において実施している →「全面的に対応」 
・一部の施設・設備において実施している →「一部対応」 
・実施していない →「対応していない」 

２ 
／
９ 

２
／
９ 

５
／
９ 

 ・無回答１ 

21) 警備保障会社職員（もしくは社内の警備担当者）の業務内容の確認／報告を受けて
いるか 
〔回答基準の例〕 
・時間毎に、詳細な確認／報告を受けている →「全面的に対応」 
・日毎に、簡易な確認／報告を受けている →「一部対応」 
・確認／報告等はしていない →「対応していない」 
・警備保障会社への委託をしていない、もしくは社内に警備担当者はいない  
→「対応不要」 

２
／
９ 

５
／
９ 

１
／
９ 

１
／
９ 

・守衛がいない 
・無回答１ 
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２．人的要素（従業員）について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●スクリーニング（雇用前、雇用時、雇用後） 

22)工場において、従業員に対する身元確認を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・正規・非正規問わず確認を実施している →「全面的に対応」 
・一部の従業員のみ確認を実施している →「一部対応」 
・身元確認はしていない →「対応していない」 

６
／
１
０ 

３
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

 
 
 
 

23)職位に応じた施設・設備のアクセスレベルを設定しているか（※現状では必ずしもご
回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・設定した上、鍵を設置するなどして物理レベルでもアクセスを制限している  
→「全面的に対応」 

・設定してはいるが、鍵などは設置せず、誰でもどこでもアクセスすることは不可能
ではない →「一部対応」 

・設定していない、そもそも職位がない、など →「対応していない」 

３
／
９ 

３
／
９ 

３
／
９ 

 ・無回答１ 

24)警備保障会社職員等、外部委託業者の従業員に対する身元確認を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・委託内容を問わず確認を実施している →「全面的に対応」 
・一部の業者のみ確認を実施している →「一部対応」 
・身元確認はしていない →「対応していない」 

２
／
９ 

２
／
９ 

５
／
９ 

 

・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

・業者側で実施 
・顔までは照合しない 

●日常業務の割り当て 

25)敷地内に存在する者の所在を把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全従業員について、いつ、どこにいるかを、リアルタイムで確認できるようになっ
ている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の従業員について
リアルタイムに把握可能”、“全従業員について事後に把握可能”、など）  
→「一部対応」 

・現状では、まったく把握できない →「対応していない」 

 

７
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

・建屋内であれば、持ち場
の責任者が把握可能で
あるが、建屋外は配送業
者も多くおり、把握する
ことは困難 

26) 敷地内に存在する従業員の作業内容を把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全従業員について、いつ、どこで、何をしているかを、リアルタイムで確認できる
ようになっている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の従業員について
リアルタイムで作業内容を把握可能”、“全従業員について事後的に作業内容を把握可
能”、など） →「一部対応」 

・現状では、まったく把握できない →「対応していない」 

１
／
８ 

６
／
８ 

１
／
８ 

 

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

●識別 

27) 従業員の職位や特性に応じた明確な識別・認識システムを構築しているか（制服や
名札、IDバッジ、エリアへのアクセス権限によるカラーコード等） 

〔回答基準の例〕 
・全従業員について構築している →「全面的に対応」 
・一部の従業員について構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

４
／
１
０ 

４
／
１
０ 

２
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

28)従業員の退職時等に制服や名札、IDバッジを回収しているか 
〔回答基準の例〕 
・必ず回収している →「全面的に対応」 
・回収することもあるが、しないこともある →「一部対応」 
・回収していない →「対応していない」 
・制服や名札、ID バッジは持ち出し禁止である、日ごとの使い捨ての制服である、な
ど →「対応不要」 

 
 
 
 

６
／
１
０ 

３
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 
・どれだけユニフォームを
支給したか数が不明で
ある 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●アクセス制限 

29)施設の全てのエリアに無制限にアクセスできる従業員を認識・特定しているか 
〔回答基準の例〕 
・全て認識・特定している →「全面的に対応」 
・一部認識・特定している →「一部対応」 
・認識・特定していない →「対応していない」 

４
／
１
０ 

３
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

30)職能・時間に応じたアクセス制限を設定しているか 
〔回答基準の例〕 
・職能・時間の双方について設定している →「全面的に対応」 
・職能・時間のいずれかについて設定している →「一部対応」 
・職能・時間のいずれについても設定していない、職能の区別がない、など  
→「対応していない」 

２
／
１
０ 

４
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

31)暗証番号の変更や鍵の取替えを定期的に行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての箇所・施設について定期的に実施している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“全箇所・施設について
不定期に”、“一部の箇所・施設について定期的に”、など） →「一部対応」 

・行っていない →「対応していない」 

 

７
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 
・暗証番号は変えている
が、鍵は替えていない 

32)従業員の退職時等に鍵（キーカード）を回収しているか 
〔回答基準の例〕 
・必ず回収している →「全面的に対応」 
・回収することもあるし、しないこともある →「一部対応」 
・回収していない →「対応していない」 

７
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

２
／
１
０ 

 
 
 
 
 

●個人所有物 

33)工場内へ持ち込む私物を制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・制限しており、チェックも毎日する →「全面的に対応」 
・制限しているが、チェックは毎日ではない →「一部対応」 
・制限していない、制限していてもチェックを行うことはない、など  
→「対応していない」 

４
／
１
０ 

３
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

・就業規則にて業務に必要
ではない危険物、有害物
質の持込を禁止してい
る 

・現場には持ち込ませない
が、ロッカーまでは認め
ている 

34)工場内への医薬品の持ち込みを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・制限しており、チェックも毎日する →「全面的に対応」 
・制限しているが、チェックは毎日ではない →「一部対応」 
・制限していない、制限していてもチェックを行うことはない、など  
→「対応していない」 

３
／
１
０ 

２
／
１
０ 

５
／
１
０ 

 
・現場には持ち込ませない
が、ロッカーまでは認め
ている 

35)私物の持ち込みエリアを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・制限しており、チェックも毎日する →「全面的に対応」 
・制限しているが、チェックは毎日ではない →「一部対応」 
・制限していない、制限していてもチェックを行うことはない、など  
→「対応していない」 

４
／
１
０ 

３
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 
・現場には持ち込ませない
が、ロッカーまでは認め
てい 

36)ロッカー、バッグ、荷物、乗用車の検査を実施しているか（※現状では必ずしもご回
答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・ロッカー、バッグ、荷物、乗用車のすべてについて、毎日チェックする  
→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“ロッカーのみについて
毎日実施”、“ロッカー、バッグ、荷物、乗用車すべてについて不定期に実施”、など） 
→「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
 
 
 
 

 
１
／
９ 

８
／
９ 

 

・ロッカーのチェックを
時々やる。事前に断る
が。 

・無回答１ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●食品セキュリティの手続きに関する訓練 

37)職員訓練プログラムに、意図的な食品汚染行為等やその脅威に対する内容が含まれて
いるか 

〔回答基準の例〕 
・明示的に含まれている →「全面的に対応」 
・明示的に含まれていないが、口頭等で補足している →「一部対応」 
・含まれていない、職員訓練プログラムがない、など →「対応していない」 

１
／
１
０ 

４
／
１
０ 

５
／
１
０ 

 

・事故であればやってい
る。人為的な汚染につい
ては、寝た子を起こすよ
うなもので、あまりやり
たくは無い。 

38)意図的な食品汚染に対する予防措置の重要性に関する定期的な意識喚起が行なわれ
ているか 

〔回答基準の例〕 
・定期的に行っている →「全面的に対応」 
・不定期に行っている →「一部対応」 
・ 行っていない →「対応していない」 

 

１
／
１
０ 

５
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

●異常行動 

39)従業員の異常行動*や不審行動を監視しているか(*明確な目的がないのに、シフト終
了後も遅くまで残業している、異常に早く出社している、ファイルや情報・職域外の
施設エリアへアクセスしている、施設から資料を持ち出している、機密的事項につい
て質問をする、勤務時にカメラ(カメラ機能付携帯電話)を携行している等) 
〔回答基準の例〕 
・常に、全従業員について実施している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常に正規職員のみにつ
いて実施している”、“不定期に全従業員について実施している”、など）  
→「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 

４
／
１
０ 

４
／
１
０ 

２
／
１
０ 

 
・24 時間の操業管理の中
で、自然とやれていると
思う 

40)従業員の異常な健康状態や欠勤について、調査・対応しているか 
〔回答基準の例〕 
・常に、全従業員に対して実施している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常に正規職員のみに対
して実施”、“不定期に全従業員に対して実施”、など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 

８
／
１
０ 

２
／
１
０ 

  
・3 日以上の欠勤は診断書
を取って確認する。 

 
３．人的要素（部外者）について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●訪問者（業者も含む） 

41)-①疑わしい、不適切なあるいは通常でない物品や行動がないか、車両、荷物の検査
を実施しているか 

〔回答基準の例〕 
・常に、全ての訪問者に対して、車両・荷物のチェックをしている  
→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常に荷物のみチェック”、
“不定期に荷物・車両双方をチェック”、など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

１
／
１
０ 

４
／
１
０ 

５
／
１
０ 

 
・随伴するまでで、荷物等
のチェックはしない 

41)-②具体的には、どのような検査を実施しているか 
〔自由回答〕 

  

   

・工場入場時は持ち物チェッ
クを実施 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

42)社員の同行が義務付けられているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して、常時社員が同行している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“常時同行しない場合が
ある”など） →「一部対応」 

・行っていない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

１
／
１
０ 

８
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

43)訪問理由を確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して確認している →「全面的に対応」 
・訪問者のうち一部のみ確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

８
／
１
０ 

１
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

44)-①訪問者の身元を確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して確認している →「全面的に対応」 
・訪問者のうち一部のみ確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

３
／
６ 

２
／
６ 

１
／
６ 

 

(ヒアリング時には設けて
いなかった項目のため4社
については回答なし) 

44)-②訪問者の身元は、身分証明で確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての訪問者に対して確認している →「全面的に対応」 
・訪問者のうち一部のみ確認している →「一部対応」 
・確認していない→「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

１
／
１
０ 

２
／
１
０ 

７
／
１
０ 

 

 

44)–③身分証明の確認は、どのように行っているか 
〔自由回答〕 

    

・馴染みの人が多い、新し
い人もいるが、身なりや
名刺で判断する程度であ
る 

・名刺 
45)訪問者の食品取扱い/保管エリア/ロッカールームへのアクセスを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・常に、事前に定めた通りに、訪問者ごとの食品取扱い/保管エリア/ロッカールームへ
のアクセス制限を実施している →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス制限を行なっ
ているが、時に、現場の判断で、事前に定めていないエリアへのアクセスを許可する
ことがある”など） →「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
・訪問者、外部業者の出入りはない →「対応不要」 

３
／
１
０ 

７
／
１
０ 

  

 
 
 
 
 

 
４．施設管理について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●物理的セキュリティ 

46)-①フェンス等による敷地へのアクセス制御を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・外部から人が侵入できないような完全な措置をとっている →「全面的に対応」 
・敷地へのアクセス制御を行っているが、夜間など人目を盗むなどすれば、外部からの
侵入は不可能ではない →「一部対応」 

・全く行っていない →「対応していない」 

２
／
１
０ 

８
／
１
０ 

  
・地方部では全く無いとこ
ろもある 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

46)–②通常の敷地内へのアクセス通路は、限定しているか 
〔回答基準の例〕 
・アクセス通路は、決められた通路に限定している →「全面的に対応」 
・アクセス通路は複数あり、決められた通路以外の使用も許可している  
→「一部対応」 

・全く限定していない →「対応していない」 

６
／
８ 

２
／
８ 

  

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

47)-①ドア、窓、屋根口/ハッチ、通気口、換気システム、ユーティリティルーム、製氷・
貯蔵室、屋根裏、トレーラー、タンクローリー、タンク等、工場内部と外部との結節
点について、安全を確認しているか 

〔回答基準の例〕 
・工場内部と外部をつなぐ全ての箇所について安全を確認している  
→「全面的に対応」 

・工場内部と外部をつなぐ一部の箇所について安全を確認している  
→「一部対応」 

・全く確認していない →「対応していない」 

４
／
１
０ 

５
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

47)–②ドア、窓、屋根口/ハッチ、通気口、換気システム、ユーティリティルーム、製氷・
貯蔵室、屋根裏、トレーラー、タンクローリー、タンク等、工場内部と外部との結節
点について、施錠しているか 

〔回答基準の例〕 
・工場内部と外部をつなぐ全ての箇所について施錠している →「全面的に対応」 
・工場内部と外部をつなぐ一部の箇所について施錠している →「一部対応」 
・全く施錠していない →「対応していない」 

４
／
９ 

５
／
９ 

  

・原材料の受入れ口、窓、
ドアは鍵があるが、通気
口までは厳しい 

・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

48)施設の非稼動時の安全確保について、確認を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての施設について安全を確認している →「全面的に対応」 
・一部の施設について安全を確認している →「一部対応」 
・全く確認していない →「対応していない」 
・施設稼動を止めることがない →「対応不要」 

３
／
１
０ 

６
／
１
０ 

 

１
／
１
０ 

・356日、24時間操業であ
る 

49)立入禁止区域への入口の安全確認を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての立入禁止区域について、常に行っている →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“全ての立入禁止区域に
ついて不定期に行っている”、“一部の立入禁止区域について常に行っている”など） 
→「一部対応」 

・全く行っていない →「対応していない」 
・立入禁止区域がない →「対応不要」 

２
／
１
０ 

４
／
１
０ 

１
／
１
０ 

３
／
１
０ 

・全てが立ち入り禁止区域
と言えば「全面対応」と
いえる。 

50)全ての鍵を会社（もしくは管理職）が管理しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての鍵を会社（もしくは管理職）が管理している →「全面的に対応」 
・一部の鍵のみ会社（もしくは管理職）が管理している →「一部対応」 
・全く管理していない →「対応していない」 

７
／
１
０ 

３
／
１
０ 

  

 
 
 
 
 

51)敷地内における警備員の巡回やビデオ監視を行なっているか 
〔回答基準の例〕 
・全区域において警備員の巡回やビデオ監視を行なっている →「全面的に対応」 
・一部危険性が高いと思われる箇所のみ警備員の巡回やビデオ監視を行なっている →

「一部対応」 
・全く行なっていない →「対応していない」 
・簡単に全てが見渡せる小規模な敷地である →「対応不要」 

５
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

１
／
１
０ 

 
 
 
 
 

52)汚染物質を一時的に隠すことができる場所、死角・暗がりになる場所等の洗い出し・
安全確認を行なっているか 

〔回答基準の例〕 
・確認、改善をしている →「全面的に対応」 
・確認しているのみ →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・汚染物質を一時的に隠すことができる場所、死角・暗がりになる場所はない  
→「対応不要」 

２
／
１
０ 

２
／
１
０ 

４
／
１
０ 

２
／
１
０ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

53)敷地内を走行する車両について、駐車許可証、アクセスキー、通行許可証の発行のい
ずれかを行なっているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての車両について行っている →「全面的に対応」 
・一部の車両について行っている →「一部対応」 
・行っていない →「対応していない」 
・敷地内を車両が走ることはない →「対応不要」 

５
／
１
０ 

３
／
１
０ 

１
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 
 
 
 
 

54) 食品の製造・加工・保管エリア・供給施設と駐車場を隔離しているか 
〔回答基準の例〕 
・大きく隔離している（徒歩3分以上程度） →「全面的に対応」 
・ある程度隔離している（徒歩1-3分程度） →「一部対応」 
・近接している（徒歩1分以内） →「対応していない」 
・敷地を車両が走ることはない →「対応不要」 

４
／
１
０ 

３
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

●危険物、有毒物質等の保管と使用の安全性確保 

55)研究施設（検査・試験室）へのアクセスを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・出入り可能な従業員を決め、かつ鍵等により物理的に制限している  
→「全面的に対応」 

・出入り可能な従業員を決めているのみ、もしくは鍵等により物理的に制限しているの
み →「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・研究所（検査・試験室）がない →「対応不要」 

５
／
１
０ 

１
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

56)研究材料（検査薬・試験薬）の保管を研究所（検査・試験室）内に制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての研究材料（検査薬・試験薬）の保管を研究施設（検査・試験室）内に制限して
いる →「全面的に対応」 

・一部の研究材料（検査薬・試験薬）の保管を研究施設（検査・試験室）内に制限して
いる →「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

６
／
９ 

３
／
９ 

  

 
 
・無回答１ 
 
 

57)-①試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロール等、危険な材料へのアクセ
スを制限しているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての試薬や微生物、薬物、毒素等危険な材料へのアクセスを制限している  
→「全面的に対応」 

・一部の試薬や微生物、薬物、毒素等危険な材料へのアクセスを制限している  
→「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

７
／
９ 

２
／
９ 

  

 
 
・無回答１ 
 
 

57)-②試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロール等の保管に際し、国等へ届
出が必要なものについては、定められた届出を実施しているか 

〔回答基準の例〕 
・定期的に届出状態を確認している →「全面的に対応」 
・時折、届出状態を確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・届出が必要な試薬や微生物、薬物等がない →「対応不要」 

１
／
９ 

  
８ 
／
９ 

・無回答１ 
・あまり危険なものはない 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場１） 

58)試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロールの管理責任者を設置しているか 
〔回答基準の例〕 
・管理責任者とその代理など、複数設置している →「全面的に対応」 
・一人だけ設置している →「一部対応」 
・設置していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

６
／
９ 

 
１
／
９ 

２
／
９ 

 
 
・無回答１ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

59)試薬の紛失等に関する事態の調査・通報の体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査・通報の体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかだけ体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）がない →「対応不要」 

２
／
９ 

４
／
９ 

２
／
９ 

１
／
９ 

・体制の構築はしていない
が、試薬（劇物）は月一
度残量を確認し、異常が
あった場合は品質管理部
長に通報する。 

・危険な試薬は無い 
・無回答１ 

60)不要な試薬を安全な方策で廃棄しているか 
〔回答基準の例〕 
・廃棄の手順を定め、その通りに廃棄している →「全面的に対応」 
・廃棄の手順は定めていないが、安全に廃棄している →「一部対応」 
・安全な方法で廃棄していない →「対応していない」 
・ポジティブコントロールがない →「対応不要」 

６
／
９ 

１
／
９ 

 
２
／
９ 

・専門業者に要請 
・専門業者に委託してお
り、マニュフェストを提
出させている 

・無回答１ 

61)-①有毒物質等の在庫量を、メンテナンス等に用いる分のみに限定しているか（余っ
た不要な有毒物質等を廃棄しているか） 

〔回答基準の例〕 
・限定しており、利用後に余った場合は適切に廃棄している →「全面的に対応」 
・限定しているが、利用後に余った場合は後で使うため保存しておく →「一部対応」 
・限定していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

３
／
９ 

３
／
９ 

１
／
９ 

２
／
９ 

・劇物は含むのか。具体名
を挙げたほうがよい。 

・殺虫作業は業者に委託し
ており、工場では殺虫剤
を持っていない 

・無回答１ 

61)-②有毒物質等を保管している場合、その在庫量を定期的に確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・定期的に確認している →「全面的に対応」 
・時折確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

３
／
９ 

４
／
９ 

 
２
／
９ 

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場１） 

62)有毒物質等を、食品の取扱いエリアや保管エリアから離れた場所に保管しているか 
〔回答基準の例〕 
・離れた場所に保管しており、かつ栓をシーリングするなど、妥当な理由もなく有毒物
質を使用することのないよう十分配慮している →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“離れた場所に保管して
いるが、栓をシーリングするなどの十分な配慮はしていない”など）  
→「一部対応」 

・近接した場所に保管している →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

２
／
１
０ 

５
／
１
０ 

 

３
／
１
０ 

 
 
 
 
 

63)有毒物質等の保管エリアへのアクセスを制限しているか 
〔回答基準の例〕 
・出入り可能な従業員を決め、かつ鍵等により物理的に制限している  
→「全面的に対応」 

・出入り可能な従業員を決めているのみ、もしくは鍵等により物理的に制限しているの
み →「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

４
／
１
０ 

２
／
１
０ 

１
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 
 
 
 
 

64)有毒物質等に適切なラベルが貼付されていることを確認しているか 
〔回答基準の例〕 
・定期的に確認している →「全面的に対応」 
・不定期に確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

４
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

３
／
１
０ 

 
 
 
 
 

65)敷地内にある有毒物質等の所在や保管量を把握、監視しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての有毒物質等について、その所在や保管量を常に把握、監視している  
→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の有毒物質等につ
いては常に所在や保管量を把握”など） →「一部対応」 

・把握、監視していない →「対応していない」 
・有毒物質等を扱っていない →「対応不要」 

３
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

３
／
１
０ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

66)-①殺虫剤を安全に管理しているか 
〔回答基準の例〕 
・鍵付きの保管庫等安全な場所に管理し、使用場所や方法、その量等に関する履歴を残
すようにしている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“鍵付きの保管庫等安全
な場所に管理しているが、使用やその量等に関する履歴は残していない”など） →
「一部対応」 

・安全に管理していない →「対応していない」 
・殺虫剤を扱っていない →「対応不要」 

３
／
８ 

２
／
８ 

 
３
／
８ 

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場１） 

66)-②殺虫剤を購入する場合の選定基準を作成しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての殺虫剤について、選定基準を設けている →「全面的に対応」 
・一部の殺虫剤について、選定基準を設けている →「一部対応」 
・選定基準を作成していない →「対応していない」 
・殺虫剤を扱っていない →「対応不要」 

２
／
１
０ 

３
／
１
０ 

１
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 
 
 
 
 

67)研究材料や有毒物質等の在庫の紛失やその他の事態の発生状況の調査や、発生時の通
報体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査・通報の体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかだけ体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 
・研究材料（検査薬・試験薬）や有毒物質等がない →「対応不要」 

４
／
１
０ 

２
／
１
０ 

３
／
１
０ 

１
／
１
０ 

・前例がなく、分からない 

 
５．運営（オペレーション）について 

チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●納入資材およびオペレーション 

68)-①全ての資材や原材料等の調達先の信頼性を確保しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての調達先の信頼性を確保している →「全面的に対応」 
・一部の調達先についてのみ信頼性を確保している →「一部対応」 
・確保していない →「対応していない」 

９
／
１
０ 

１
／
１
０ 

   

68)-②全ての資材や原材料等の調達先の信頼性は、どのように確保しているか 
（例：長年既知の業者である/適切な免許や許可を受けた製造業者・包装業者である、
等） 

〔自由回答〕 
 

    

・食材に関しては、必ず
工場を視察に行く。保健
所の免許、HACCP、ISO
などの遵守状況は良く
確認する 

・資材に関しては、名の
ある大きな業者と取引
するようにしている 

・質問リスト抜け１ 
・本社にて工場検査を実
施 

69)資材や原材料等の運送業者等が、適切な食品に対する安全措置を講じていることを確
認しているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての業者について確認している →「全面的に対応」 
・一部の業者についてのみ確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 

１
／
９ 

６
／
９ 

２
／
９ 

 

・大手が多いので信頼し
ているが、運送業者は小
さいところもいる 

・無回答１ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

70)-①資材や原材料等の受領前に、納入資材等のラベルや包装の形態を確認しているか
否か 

〔回答基準の例〕 
・全てのものについて確認している →「全面的に対応」 
・一部のもののみについて確認している →「一部対応」 
・確認していない →「対応していない」 

９
／
１
０ 

１
／
１
０ 

  

 
 
 
 
 

70)-②資材や原材料等が海外製品である場合、その生産地の衛生情報にも注意を払って
いるか 

〔回答基準の例〕 
・定期的に注意を払っている →「全面的に対応」 
・不定期に注意を払っている →「一部対応」 
・注意を払っていない →「対応していない」 
・海外製品を利用していない →「対応不要」 

５
／
８ 

３
／
８ 

  

・無回答１ 
・インドの工場には注意
している 

・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

71)鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもらっているか（※現状では
必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての資材について鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもらって
いる →「全面的に対応」 

・一部の資材についてのみ鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもら
っている →「一部対応」 

・鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナで納入してもらっている資材はない  
→「対応していない」 

２
／
４ 

１
／
４ 

１
／
４ 

 
 
・無回答６ 
 

72)供給業者や運送業者等は、積荷の位置が常時確認できるようになっているか 
〔回答基準の例〕 
・全てについて常に確認できる →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“一部の積荷については
常に確認可能”、“全ての積荷について事後に確認可能”など） →「一部対応」 

・確認できるようにはなっていない →「対応していない」 

３
／
９ 

１
／
９ 

５
／
９ 

 

 
 
・無回答１ 
 
 

73)供給業者や運送業者等の配送スケジュールが確立されているか 
〔回答基準の例〕 
・スケジュールは確立されており、遵守されている →「全面的に対応」 
・スケジュールは確立されているが、遵守されないこともある →「一部対応」 
・スケジュールは確立されていない →「対応していない」 

５
／
１
０ 

５
／
１
０ 

  

 
 
 
 
 

74)-①納入資材の積み下ろし作業を監視しているか（※現状では必ずしもご回答頂かな
くても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての積み下ろし作業を監視している →「全面的に対応」 
・一部の積み下ろし作業を監視している →「一部対応」 
・監視することはない →「対応していない」 

４
／
８ 

３
／
８ 

１
／
８ 

 ・無回答２ 

74)-②納入資材の積み下ろし作業は、どのような監視をしているか（※現状では必ずし
もご回答頂かなくても結構です。） 

（例：監視カメラで録画している／常に従業員が立ち会う、等） 

〔自由回答〕 
 

    

・一緒に数えながら積み
おろしする 

・質問リスト抜け 
・従業員の立会い 

75)納入製品・数量と、発注製品・数量との整合性の確認を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・複数人で、複数回確認している →「全面的に対応」 
・一回だけ確認している →「一部対応」 
・確認しないこともある →「対応していない」 

６
／
１
０ 

４
／
１
０ 

  

 
 
 
 
 

76) 納入資材について、意図的な食品汚染行為等の徴候･形跡の調査や通報の体制を構築
しているか 

〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 
 
 
 

４
／
１
０ 

３
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

・社内レベルでは構築し
ているが、警察等は含ん
でいない。警察に通報す
るべきかどうかの閾が
判断しにくい 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

●資材等の保管 

77)-①保管中の納入資材や使用中の資材を監視しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての資材を監視している →「全面的に対応」 
・一部監視している →「一部対応」 
・監視していない →「対応していない」 

２
／
１
０ 

５
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 
・持ち場の担当者が常に
状況を把握 

・保管工程の監視は困難 

77)-②納入資材や使用中資材をどのように監視しているか 
（例：監視カメラで録画している／定期的に従業員が巡回する、等） 
〔自由回答〕 
 

    
・資材課員が在庫確認時
に確認 

78)在庫の紛失や増加、その他の事態の調査や通報の体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

５
／
１
０ 

４
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 
・減ったときは情報があ
がるが、増えたという情
報を聞いたことはない 

79)製品ラベルを安全な場所に保管しているか 
〔回答基準の例〕 
・鍵つきの場所に保管している →「全面的に対応」 
・鍵つきではないが、安全な場所に保管している →「一部対応」 
・安全な場所に保管していない →「対応していない」 

１
／
１
０ 

６
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

●水道その他供給関係のセキュリティ 

80)-①空調、水道、電気および冷蔵の管理系統へのアクセス制限を実施しているか 
〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な従業員を決め、かつ管理装置には鍵を設けるなど物理的な安全措置
を講じている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な従業員
は決めているが、管理装置に物理的な安全措置は講じていない”など）  
→「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 

４
／
１
０ 

６
／
１
０ 

  

 
 
 
 
 

80)-②空調、水道、電気および冷蔵の管理系統の保守点検を外部委託している場合、委
託先の従業員についてアクセス制限を実施しているか 

〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な委託先の従業員を決め、かつ管理装置には鍵を設けるなど物理的な
安全措置を講じている→「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な委託先
の従業員を決めているが、管理装置に物理的な安全措置は講じていない”など） →
「一部対応」 

・実施していない →「対応していない」 
・外部委託していない →「対応不要」 

２
／
６ 

２
／
６ 

１
／
６ 

１
／
６ 

・無回答３ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

81)井戸、給水栓、貯蔵施設の安全性を確保しているか 
〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な従業員を決め、かつ施設には鍵を設けるなど物理的な安全措置を講
じている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な従業員
は決めているが、施設に物理的な安全措置は講じていない”など）  
→「一部対応」 

・確保していない →「対応していない」 

７
／
９ 

２
／
９ 

  
 
・無回答１ 

82)井戸水を利用している場合、水、及びその関連施設を塩素殺菌する設備を監視してい
るか 

〔回答基準の例〕 
・全ての設備を常に監視している →「全面的に対応」 
・一部の設備のみ監視している、もしくは不定期に監視している →「一部対応」 
・監視していない →「対応していない」 
・井戸水を利用していない →「対応不要」 

４
／
１
０ 

４
／
１
０ 

 

２
／
１
０ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

83)井戸水を利用している場合、安全性の検査結果の変化に注意を払っているか 
〔回答基準の例〕 
・定期的に注意を払っている →「全面的に対応」 
・不定期に注意を払っている →「一部対応」 
・注意を払っていない →「対応していない」 
・井戸水を利用していない →「対応不要」 

８
／
１
０ 

  

２
／
１
０ 

・但し残留塩素である。
また水道法の範囲で、年
2回金属と農薬を確認し
ている。 

84)公共水道の安全性等に関する国、自治体等からの警告に注意を払っているか 
〔回答基準の例〕 
・常に注意を払っている →「全面的に対応」 
・不定期に注意を払っている →「一部対応」 
・注意を払っていない →「対応していない」 

６
／
９ 

１
／
９ 

２
／
９ 

 

・専用水道である。濁り
等は注意をはらってい
るが。 

・無回答１ 

●最終製品 

85)最終製品の流通に利用する貯蔵倉庫や車両、船舶等が適切な安全措置を講じているこ
とを確認しているか 

〔回答基準の例〕 
・全ての貯蔵倉庫、車両、船舶等について、常に確認している →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を確認している（“貯蔵倉庫のみについて
常に確認”、“全ての貯蔵倉庫、車両、船舶について不定期に確認”など）  
→「一部対応」 

・全く確認していない →「対応していない」 

６
／
１
０ 

１
／
１
０ 

３
／
１
０ 

 
・温度管理程度であれば
把握している 

86) 最終製品の流通に、鍵つきあるいは封印可能な車両/コンテナを利用しているか（※
現状では必ずしもご回答頂かなくても結構です。） 

〔回答基準の例〕 
・全ての製品について鍵つきあるいは封印可能な車両/コンテナを利用している  
→「全面的に対応」 

・一部の製品についてのみ鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナを利用している 
→「一部対応」 

・鍵つき、あるいは封印可能な車両/コンテナを利用していない  
→「対応していない」 

３
／
８ 

２
／
８ 

３
／
８ 

 

 
 
・無回答２ 
 
 

87)出荷する製品について、その荷受人を併せて把握しているか 
〔回答基準の例〕 
・全ての出荷製品について把握している →「全面的に対応」 
・一部の出荷製品について把握している →「一部対応」 
・把握していない →「対応していない」 

７
／
１
０ 

１
／
１
０ 

２
／
１
０ 

 

・大体は顔見知りであり、
それ以外は車とユニフ
ォーム程度しか見ない。
私服で来る人はいない。 

88) 出荷した製品について、積荷の位置を常時確認することが可能か 
〔回答基準の例〕 
・全てについて常に確認できる →「全面的に対応」 
・上記を「全面対応」とした場合、その一部を確認している（“一部の積荷について実
施”、“全ての積荷について事後に確認できる”など） →「一部対応」 

・確認できるようにはなっていない →「対応していない」 

５
／
１
０ 

４
／
１
０ 

１
／
１
０ 

 

・荷物の到着に関しては
全て連絡がある 

・配送時間はそれほど余
裕を見ていない 

・当工場は物流センター
宛に出荷。物流センター
はリアルタイムで積荷
の位置を確認できてい
るはず 

89)最終製品の荷物の積み込みスケジュールを確立しているか 
〔回答基準の例〕 
・スケジュールは確立されており、遵守されている →「全面的に対応」 
・スケジュールは確立されているが、遵守されないこともある →「一部対応」 
・スケジュールは確立されていない →「対応していない」 

７
／
１
０ 

３
／
１
０ 

  
・在庫の増加に関しては、
情報が上がってくるか
どうか疑問 

90)納入先における最終製品の在庫の紛失や増加、その他の事態の調査や通報の体制を構
築しているか 

〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

７
／
１
０ 

１
／
１
０ 

２
／
１
０ 
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チェック項目 

チェック欄 

自由記述欄 
（対策の現状等） 

全
面
的
に 

対
応 

一
部
対
応 

対
応
し
て 

い
な
い 

対
応
不
要 

91)-①納入先における販売担当従業員等に、偽造等の不正商品への目配りや、何か問題
を察知した場合には担当者に通報するようアドバイスをしているか 

〔回答基準の例〕 
・常にそのように指示している →「全面的に対応」 
・不定期にそのように指示している →「一部対応」 
・そのような指示をしたことはない →「対応していない」 

５
／
８ 

 
３
／
８ 

 

・無回答１：販売担当は
いない（→質問文に要説
明） 

・むしろ、小売店舗の方
からクレームなどが随
時上がってくる 

・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

91)-②最終製品に対する苦情が寄せられた場合の調査や通報の体制を構築しているか 
〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

７
／
８ 

１
／
８ 

  

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

91)-③最終製品に対する健康被害情報が寄せられた場合の調査や通報の体制を構築して
いるか 

〔回答基準の例〕 
・調査と通報の双方について体制を構築している →「全面的に対応」 
・調査もしくは通報のいずれかについて体制を構築している →「一部対応」 
・構築していない →「対応していない」 

７
／
８ 

１
／
８ 

  

・無回答１ 
・（本質問の含まれない古
い版で協力頂いた工場
１） 

●コンピューターシステムへのアクセス 

92)コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセスを許可者に
制限しているか 

〔回答基準の例〕 
・アクセス可能な従業員を決め、かつ施設には鍵を設けるなど物理的な安全措置を講
じている →「全面的に対応」 

・上記を「全面対応」とした場合、その一部を実施している（“アクセス可能な従業員
は決めているが、施設に物理的な安全措置は講じていない”など）  
→「一部対応」 

・制限していない →「対応していない」 
・コンピューターは利用していない →「対応不要」 

６ 
／
１
０ 

３
／
１
０ 

１ 
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

93)従業員の退職時等におけるコンピューターアクセス権を削除しているか 
〔回答基準の例〕 
・常に削除している →「全面的に対応」 
・削除することもあるが、しないこともある →「一部対応」 
・削除しない、皆で同じID・パスワードを利用している、等 →「対応していない」 
・コンピューターは利用していない →「対応不要」 

８
／
１
０ 

 

２
／
１
０ 

 

 
 
 
 
 

94)コンピューターのデータ処理に係る履歴を保存しているか 
〔回答基準の例〕 
・全てのデータ処理の履歴を保存している →「全面的に対応」 
・一部のデータ処理の履歴を保存している →「一部対応」 
・保存していない →「対応していない」 
・コンピューターは利用していない →「対応不要」 

５ 
／ 
８ 

１ 
／ 
８ 

２ 
／ 
８ 

 

 
 
・無回答２ 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
分担研究報告書 

 

生物剤系危害に対するセキュリティ強化 

 
研究分担者 山本 茂貴 （東海大学海洋学部水産学科食品科学専攻 教授、 

前国立医薬品食品衛生研究所 食品衛生管理部長） 
 

研究要旨 

本研究では、過年度研究（「食品におけるバイオテロの危険性に関する研究」（研究代表者：

今村知明））において実施した、食品等へのテロに使用される可能性がある生物剤の検討

を踏まえ、日本生協連との連携により、製菓工場、物流センター、水産加工工場について、

利用可能性のある生物剤の精査及び脆弱ポイントの抽出、及び、食品防御の視点から現行

の管理体制に追加すべき実用的な具体的対策の検討を実施した。 

 
A．研究目的 
過年度研究（「食品におけるバイオテロの危険

性に関する研究」（研究代表者：今村知明））にお

いて検討した、食品等へのテロに使用される可能

性がある生物剤の検討を踏まえ、本調査で対象と

した食用酢工場、流通センター及び漬物工場につ

いて、その工程の特性を踏まえ、利用可能性のあ

る生物剤の精査を行う。さらに、抽出した生物剤

の特性を踏まえ、食品防御の視点から、生物剤系

に関連する危害に対するセキュリティ強化策につ

いて、ハード面及びソフト面から、現行の管理体

制に追加すべき実用的な具体的対策の検討を実施

する。 
 
 
B．研究方法 
日本生協連との連携により、製菓工場、物流セ

ンター及び水産加工工場への実地調査を行い、脆

弱ポイント（工程）の評価を実施した。また、過

年度研究（「食品におけるバイオテロの危険性に関

する研究」（研究代表者：今村知明））において検

討した、食品テロに使用することが可能な生物剤

について、本年度実地調査を行った３工場への適

用可能性を検討し、利用可能な物質の精査を実施

した。この結果により、投入物質の面からの防御

対策（物質管理方針、重点管理工程等）の検討を

実施した。 
 

◆倫理面への配慮 
本研究において、特定の研究対象者は存在せず、

倫理面への配慮は不要である。 
なお、本研究で得られた成果は全て厚生労働省

に報告をしているが、一部テロ実行の企てに悪用

される恐れのある情報・知識については、本報告

書には記載せず、非公開としている。 
 
 
C．研究成果 
１．工場への実地調査 
１．１ 調査対象の工場 
・ 脆弱性評価の対象とする施設は、製菓工場、

物流センター、水産加工工場とした。 
・ これらについて、実際に施設を訪問し、製造

工程及び使用設備、管理方法等を確認するこ

とで、食品への意図的な混入に利用される可

能性のある生物剤の精査及び当該生物剤の管

理面からの防御対策の検討、被害規模の想定

を実施した。 
 
１．２ 製菓工場への食品テロが想定される製造

工程の検討及び利用可能性のある生物剤

の精査 
 
１．２．１ 製菓工場において食品テロが想定

される製造工程の検討 
・ 製菓工場の工程の概要は、「原料受入・計量・
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混合」、「撹拌」、「生地寝かし・成形」、「焼成」、

「冷却」、「検品・包装」、「出荷」であり、こ

のうち、人手による作業であること、アクセ

スしやすい環境にあることにより食品テロの

ターゲットとなると考えられる工程を抽出し

たが、生産工程においては加熱工程が中心で

あり、生物剤の利用は困難であると考えられ

る。 
・ 生物剤による食品テロが想定される工程の抽

出を行ったが、テロ等犯罪に悪用される可能

性が排除できないため、詳細な内容は非公表

とした。 
 
１．２．２ 製菓工場において食品テロに利用

される可能性がある生物剤の精査 
・ 過年度研究において検討した「生物剤を食品

テロに適用する上での諸条件と生物剤の特

性」（致死性（消費者をターゲットとする場合、

企業の信用失墜をターゲットとする場合、広

く社会的混乱を狙う場合のそれぞれにより、

致死性の高さは異なる）、潜伏期間、入手容易

性、可搬性、安定性、実行犯の安全性（実行

犯に被害が及びにくいもの）、特定困難性）を

踏まえ、製菓工場において食品テロに利用さ

れる可能性がある生物剤の想定を行った。 

・ ただし、製菓工場においてテロ等犯罪に悪用

される可能性が排除できないため、具体的な

生物剤の名称は非公表とした。 

 
１．３ 物流センターへの食品テロが想定される

作業工程の検討及び利用可能性のある生

物剤の精査 
 
１．３．１ 物流センターにおいて食品テロが

想定される工程の検討 
 物流センターの工程は「別積み商品（1F）」、

「SC 入庫（1F）」、「小分け（4F）」、「補充室

（4F）」、「DPS 集品（4F）」、「クライム集品

（3F）」、「クライム集品 2（3F）」である。 
・ 本年度調査対象とした物流センターは、過年

度に調査対象とし、食品テロのターゲットと

考えられる工程の指摘を行った工場である。

本年度の調査においては、脆弱箇所への対策

が講じられていた。 
・ 一方で、アクセスしやすい環境にあることな

どにより食品テロのターゲットとなると考え

られる工程や経路を抽出したが、テロ等犯罪

に悪用される可能性が排除できないため、詳

細な内容は非公表とした。 
 
１．３．２ 物流センターにおいて食品テロに

利用される可能性がある生物剤の

精査 
・ 過年度研究において検討した「生物剤を食品

テロに適用する上での諸条件と生物剤の特

性」（致死性（消費者をターゲットとする場合、

企業の信用失墜をターゲットとする場合、広

く社会的混乱を狙う場合のそれぞれにより、

致死性の高さは異なる）、潜伏期間、入手容易

性、可搬性、安定性、実行犯の安全性（実行

犯に被害が及びにくいもの）、特定困難性）を

踏まえ、生物学的要因を意図的に食品に混入

させる場合の物質の想定を行った。 
・ ただし、物流センターにおいてテロ等犯罪に

悪用される可能性が排除できないため、具体

的な生物剤の名称は非公表とした。 
 
 

１．４ 水産加工工場への食品テロが想定される

製造工程の検討及び利用可能性のある生

物剤の精査 
 
１．４．１ 水産加工工場において食品テロが

想定される製造工程の検討 
・ 水産加工工場の工程の概要は「洗浄（2 回）」、

「ミョウバン回し」、「塩回し」「スチーム加

熱」、「金属探知」「計量」「調味液充填包装」

「出荷」である。 
・ 水産加工工場においては、出荷までにスチー

ム加熱（90℃で 12～14 分）工程、及び2 度

の洗浄工程があり、出荷前に、生物剤の利用

は困難であると考えられる。 
・ なお、工程の特性及び工場の脆弱ポイントの

評価から、生物剤の意図的な混入が想定され

る工程を特定したが、テロ等犯罪に悪用され

る可能性が排除できないため、具体的な生物

剤の名称は非公表とした。 
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１．４．２ 水産加工工場において食品テロに

利用される可能性がある生物剤の

精査 
・ 過年度研究において検討した「生物剤を食品

テロに適用する上での諸条件と生物剤の特

性」（致死性（消費者をターゲットとする場合、

企業の信用失墜をターゲットとする場合、広

く社会的混乱を狙う場合のそれぞれにより、

致死性の高さは異なる）、潜伏期間、入手容易

性、可搬性、安定性、実行犯の安全性（実行

犯に被害が及びにくいもの）、特定困難性）を

踏まえ、生物学的要因を意図的に食品に混入

させる場合の物質の想定を行った。 
・ ただし、水産加工工場においてテロ等犯罪に

悪用される可能性が排除できないため、具体

的な生物剤の名称は非公表とした。 
 
 

２．防御対策（物質管理方針、重点管理工程等）

の検討 
・ 特定した生物剤の特性から、一般的な設備や

生物剤に対する知識では取扱いそのものが困

難であると想定されるが、致死量、または健

康被害を及ぼす量が小さいため、被害規模が

大きくなる可能性がある。 
・ これらの生物剤の工場内への持込みを防ぐた

め、ロッカーの使い方の徹底、死角となるエ

リアの洗い出し、私的持ち込み品（医薬品を

含む）制限の徹底等の対策が必要である。 
・ また、工場や流通センターにおける商品取扱

量の急激な増加があった場合、従業員の急な

雇用が行われる場合があり、それらの管理や、

夜間の工場・流通内の行動の把握が必須であ

る。また、従業員同士のコミュニケーション

を密に行うことにより、例えば外部侵入者等

の行動に気づきやすくするといった環境整備

も重要である。 
・ 特に製造工程では、相互監視が可能な状況の

創出、また保管中の原料、薬剤の管理、中間

製品、最終製品への監視、アクセス制限等や、

持ち込み制限品に対する現場での運用実態へ

の対策も必要である。 
 
D．考察 

・ 想定した生物剤が投入される可能性のある脆

弱ポイントの評価の結果として、食品衛生上

の管理のみでは対応困難な共通した脆弱性が

認められた。いずれも、ハード面（建物等の

設備のセキュリティ対策）及びソフト面（人

材の配置等、運用にかかるセキュリティ対策）

が必要であることが想定された。 
・ 特定した生物剤は、いずれもその特性から、

一般的な設備や知識では取扱いそのものが困

難であると想定される。ただし、意思を持っ

て混入される場面を想定した場合、従来の食

品衛生管理のみでは対応不十分である。テロ

等犯罪に悪用される可能性が排除できないた

め、脆弱ポイント毎の防御対策は非公表とす

るが、生物剤系危害に対するセキュリティ強

化策について、脆弱ポイント区域への持込み

防止対策の強化（現場での個別対応を行わな

い等）をはじめ監視体制、アクセス制限の改

善が必要である。 

・  
 
E．結論 

・ 生物剤の特性及び今回対象とした食品の特性、

製造工程の特徴から、製菓工場、物流センタ

ー及び水産加工工場にて食品テロに利用され

る可能性がある生物剤を特定した上で、当該

物質が利用された場合の被害規模の想定を行

った。また、脆弱ポイントの評価を踏まえ、

食品防御の視点から、現行の管理体制に追加

すべき実用的な具体的対策の検討を行ったが、

テロ等犯罪に悪用される可能性があるため、

報告書への記載は行わず、非公表とした。 
 

F． 研究発表 
1 .論文発表 
神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、山

口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 食品

汚染防止に関するチェックリストを基礎とし

た食品防御対策のためのガイドラインの検討 
Tentative Food Defense Guidelines for Food 
Producers and Processors in Japan. 日本公

衆衛生雑誌. 2014 Feb;61(2):100-108. 
 
2. 学会発表 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総
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会. 神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、

山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 食

品防御対策に関する諸外国や国際組織におけ

る検討状況とその対策. 
 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
 なし 
 
2. 実用新案登録 
 なし 
 
3. その他 
 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
分担研究報告書 

 
食品防御対策ガイドラインの改訂 

 
研究分担者 赤羽 学（奈良県立医科大学 健康政策医学講座・准教授） 
研究協力者 神奈川 芳行（東京大学大学院医学系研究科社会医学専攻 

客員研究員） 
 

研究要旨 

人為的・意図的な食品汚染行為に対応するため、米国では多くの対策・方針案等が策定

されると共に、国際的にもＧ8 の専門家会合の開催などの取組みが行われている。それら

の中では、食品防御の観点から、食品のサプライチェーンの各段階において施設管理や人

員管理等に取り組む必要性が指摘されている。こうような背景を踏まえて、平成 21～23

年度の「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究」（研究代表者：

今村知明）の研究において、「食品防御対策ガイドライン（案）」を作成したところである。 

今年度は、日本では、中小規模の食品事業者が多いことを踏まえて、2 箇所の中小規模

食品工場（従業者数約 20 名の製菓工場及び同約 100 名の水産加工工場）の実地調査を実

施し、ガイドラインにおける課題を検討し、修正点の有無等について確認を行った。 

 
A．研究目的 
世界的に関心が高まっている人為的・意図的

な食品汚染行為による「食品テロ」に対応する

ため、米国では多くの対策・方針案等を策定す

ると共に、世界健康安全保障イニシアティブを

発足させ、Ｇ8 での専門家会合等を開催するな

ど、国際的な取組みがされている。 
我々は、フードチェーン全体での安全性を高

めるために、「食品防御対策ガイドライン（食品

製造工場向け）（案）」を平成 23 年度に作成し

ている。しかし、規模の大きな食品企業では使

用可能であるものの、中小規模工場にその使用

を求めることは難しいことが、以前より指摘さ

れていた。そのため、大規模食品工場だけでな

く、わが国の食品製造業の大多数を占める中小

規模食品工場でも使用可能なガイドラインにす

るために、中小規模の食品工場での実地調査を

行うと共に、現行のガイドラインの項目及び文

言を再検討し、実施が強く望まれ、かつ実施可

能な項目に絞り込むと共に、文言の平易化を検

討した。 
 

B．研究方法 
中小企業基本法では中小事業所は「総従業者

1300 人以下の事業所」、小事業所は「総従業者

20 人以下」と定義されている2,3。 
今年度は、平成 23 度に作成した「食品防御

対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）」

                                                  
1 従業者：個人事業主、無給家族従業員、有給役員（法
人）、常用雇用者（正社員・正職員、パート・アルバイ
ト）、臨時・日雇雇用者、他社からの出向従業者（出向
役員を含む）、派遣従業者。（出典：中小企業庁「中小企
業実態基本調査」、例えば
［http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=0
00013644086］） 
2 出典：中小企業庁「中小企業施策総覧」
［http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/souran/3siry
ou/3-0-0-0-5toukei.html］ 
3 なお、当検討会において、従業者数のみではなく、事
業所の売上高についても基準とすべきではないかとい
う意見がある。中小企業庁『中小企業実態基本調査 平
成 22 年調査（平成 21 年度決算実績）』によれば、 
・食料品製造業 1 社当たり従業者数：23（人）<a> 
・食料品製造業売上高：15,876,204（百万円）<b> 
・従業者 1 人当たり売上高＝17,052,823（円）<c＝b/a> 
これによれば従業者 20 人（小事業所と中事業所の敷居
値）の売上高は 341（百万円）＜c*20＞となる。この敷
居値の設定については次年度検討会にて検討を行う予
定である。 
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を基に、日本生協連の協力のもと、製菓工場（従

業者数約 20 名）と水産加工工場（同約 100 名

の）2 箇所の中小規模食品工場に適用すること

で、ガイドライン項目の修正点の有無等につい

て確認した。 
さらに、これらの実地調査の結果を踏まえて、

班会議等において、ガイドラインの項目及び文

言を再検討した。 
 

C．研究成果 
1．中小規模の食品工場の実査の結果 
 中小規模の食品工場の訪問した結果、食品防

御に関しては、以下の課題が明らかになった。 
・組織マネジメントや人的管理、施設管理につ

いては、敷地の狭さや人員の少なさのため、大

規模な食品工場に比べ、逆に徹底しやすい面も

あると見受けられた。 
・工場外周の部外者侵入対策、特に井戸、貯水、

配水施設等について、十分な対策が取れていな

かった。 
・周辺民家との信頼関係等との観点から、あま

り頑強な防犯対策を整備することは困難である

と考えられていた。 
・原材料の供給業者、運送業者、納入先業者に

対する食品防御対策に関する確認や要求を行う

事は、かなりの困難がある。 
・非正規労働者や外国人従業者等の増加など、

食品製造工場の労働環境も複雑さを増している。 
・殺虫剤の管理・保管については、工場の規模

によらず徹底する必要があると考えられた。 
・工場関係者のフリーアクセスの拡大防止方法

や、私物の持込みチェック等の方法について、

提示が必要と考えられた。 
・現行のガイドラインは、「内容面よりも文章が

わかりにくい」という意見が出された。 
 
2．ガイドラインの改訂について 
今年度訪問した 2 つの中小規模の食品工場か

らだされた、「内容面よりも文章がわかりにくい」

という意見や、研究班会議での、「規模の大きさ

に関わらず、食品工場においては、食品防御対

策として実施すべき内容に大きな差はない」と

いう意見が出された。 
これらの意見を踏まえ、平成 23 年度に作成

したガイドライン（案）について、「中小規模工

場向けに新たにガイドラインを作成するのでは

なく、現行のガイドラインを、工場規模に関わ

らず使用可能なガイドラインに修正する」方針

が確認された。 

 この方針を踏まえて、ガイドラインの項目及

び文言を見直した結果、表 １『食品防御対策ガ

イドライン（食品製造工場向け）』（平成25年度

改訂版）が作成された。 

 さらに、改訂版の検討段階においては、米国

での対策との比較や、現行のガイドラインとの

比較が求められたため、表 ２『食品防御対策ガ

イドライン（食品製造工場向け）』［新対照表］

も作成した。 
 
D．考察 
食品防御対策を実施することは、人的にも、

コスト的にも、食品企業の負担が大きく、中小

規模の食品工場が多い日本においては、十分な

対策が取られていない状況があった。 
しかしながら、昨年末の冷凍食品への農薬混

入事件を受けて、食品防御の重要性が再認識さ

れている。また、これらの事件を踏まえて、食

品工場では、商品の納入先や原料の納入業者等

から、今後ガイドラインの使用が強く求められ

る可能性もある。 
こうした背景を受け、中小規模の食品工場の

実施調査を行い、現行のガイドラインにおける

課題を確認した結果、食品防御対策の基本は、

規模の大きさに関わらず共通していることが明

らかになった。そのため、ガイドラインも、企

業規模に関わらず使用しやすいように、改訂す

ることが求められた。 
 今回の改訂により、当初 40 項目あった項目

が 38 項目に整理されると共に、難解な用語も

改善された。 
 今後、従業員の採用や、採用後の管理方法等

について、どこまで踏み込んだ表現とすべきか、

今後検討していく必要がある。 
 
E．結論 
・ 工場規模に関わらず適用可能となるように、

平成 23 年度に作成したガイドライン（案）

を修正し、さらに解説と一体化した改訂版

を作成した。 
・ 次年度以降は、中小規模工場へのさらなる
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適用、及びそれに基づいたガイドラインの

修正作業を進める予定である。 
 
F．研究発表 
１．論文発表 
Hiroaki Sugiura, Manabu Akahane, Yasushi 
Ohkusa, Nobuhiko Okabe, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Harumi Bando, Tomoaki 
Imamura. Prevalence of Insomnia Among 
Residents of Tokyo and Osaka After the 
Great East Japan Earthquake: A Prospective 
Study. interactive Journal of Medical 
Research. 2013;18;2(1):e2. 
 
Tomomi Sano, Manabu Akahane, Hiroaki 
Sugiura, Yasushi Ohkusa, Nobuhiko Okabe, 
Tomoaki Imamura. Internet survey of the 
influence of environmental factors on human 
health: environmental epidemiologic 
investigation using the Web-based Daily 
Questionnaire for Health. International 
Journal Of Environmental Health Research. 
2013 Jun;23(3):247-257. 
 
Harumi Bando, Hiroaki Sugiura, Yasushi 
Ohkusa, Manabu Akahane, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Nobuhiko Okabe, Tomoaki 
Imamura. Association between first airborne 
cedar pollen level peak and pollinosis 
symptom onset: a web-based survey. 
International Journal Of Environmental 
Health Research. 2014. 
 
神奈川芳之、赤羽学、今村知明. 第１編 食品

衛生管理と食の安全 第６章 フードディフェ

ンスという概念. 美研クリエイティブセンタ

ー 編集. 微生物コントロールによる食品衛生

管理 －食品の安全・危機管理から予測微生物

の活用まで－. 2013;p.91-108. 
 
神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、

山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 
食品汚染防止に関するチェックリストを基礎

とした食品防御対策のためのガイドラインの

検討  Tentative Food Defense Guidelines 

for Food Producers and Processors in 
Japan.  日 本 公 衆 衛 生 雑 誌 .  2014 
Feb;61(2):100-108. 
 
今村知明、神奈川芳行 他. 第５章 社会に

おける対応の現状と対策 １．アレルギーの

表示の現状と対策. 中村 丁次 他編. 【第

２版】食物アレルギーＡtoＺ 医学的基礎知

識 か ら 代 替 食 献 立 ま で .  2014 
Mar;p.151-159. 
 
 
２．学会発表 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総

会. 杉浦弘明、赤羽学、鬼武一夫、今村知明. 
花粉症シーズンにおけるアトピー性皮膚炎患者

の皮膚症状の日々の発生頻度の検討.  
 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県

総合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学

会総会. 神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長

谷川専、山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山

本茂貴. 食品防御対策に関する諸外国や国

際組織における検討状況とその対策. 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし
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表３ 

『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）』（平成 25 年度改訂版）について 

 
安全な食品を提供するために、食品工場では、HACCP システムや ISO を導入し、高度な衛生状態

を保っています。その一方で、衛生状態を保つだけでは、悪意を持って意図的に食品中に有害物質

等を混入することを防ぐことは困難とされています。 

2001 年 9 月 11 日の世界同時多発テロ事件以降、世界各国でテロ対策は、国家防衛上の優先的課

題となっています。特に米国では、食品医薬品局（Food and Drug Administration；FDA）が、農場、

水産養殖施設、漁船、食品製造業、運輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全ての部門（小売業

や飲食店を除く）を対象とした、『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工業お

よび輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, Processors, and Transporters: Food 

Security Preventive Measures Guidance, 2007.10］1を作成し、食品への有害物質混入等、悪意あ

る行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを最小化するため、食品関係事業者が実施可能な予防

措置を例示しています。 

世界保健機関（World Health Organization；WHO）、2003 年に「Terrorists Threats to Food- 

Guidelines for Establishing and Strengthening Prevention and Response Systems（食品テロの

脅威へ予防と対応のためのガイダンス）」を作成し、国際標準化機構（International Organization 

for Standardization: ISO）も「ISO 22000；食品安全マネジメントシステム－フードチェーンに関

わる組織に対する要求事項（Food safety management systems - Requirements for any organization 

in the food chain）」（2005年 9月）や「ISO/TS 22002-1:2009 食品安全のための前提条件プログラ

ム－第1部:食品製造業（Prerequisite programmes on food safety -- Part 1: Food manufacturing）」

（2009年 12月）を策定するなど、国際的にも食品テロに対する取り組みが行われています。 

日本では、食品に意図的に有害物質を混入した事件としては、1984年のグリコ・森永事件、1998

年の和歌山カレー事件、2008年の冷凍ギョーザ事件、2013年の冷凍食品への農薬混入事件等が発生

しており、食品の製造過程において、意図的な有害物質の混入を避けるための「食品防御対策」の

必要性が高くなっています。 

2007年以降、当研究班の前身である、「食品によるバイオテロの危険性に関する研究」や、「食品

防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究」において諸外国の取組の情報収集や

日本における意図的な食品汚染の防止策の検討が行われてきました。 

さらに、平成23年度末には、日本の食品事業者が食品防御に対する理解を深め、実際の対策を検

討できるように、過去の研究成果を基に、優先度の高い「１．優先的に実施すべき対策」と、将来

的に実施が望まれる「２．可能な範囲での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けた食品

製造者向けのガイドライン「食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）」（案）やその解説、

食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造過程承認制度実施要領（日本版ＨＡＣＣＰ）

［別表第１ 承認基準］における留意事項（案）を作成しました 

この度、平成25年度厚生労働科学研究費補助金「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の

検証に関する研究班」では、平成23年度に作成した「食品防御対策ガイドライン（案）（食品製造

工場向け）」を中小規模の食品工場等での使用を前提により分かりやすく修正し、解説と一体化しま

した（別添）。本ガイドライン等を参考に、食品事業者が、食品工場の規模や人的資源等の諸条件を

考慮しながら、「実施可能な対策の確認」や「対策の必要性に関する気付き」を得て、定期的・継続

的に食品防御対策が実施され、確認されることが望まれます。 

                                                  
1 
http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083075
.htm 
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（別添）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成25年度改訂版） 

 

（参考） 

食品防御対策ガイドラインの検討経過 

平成 17 年度（特別研究事業） 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 

平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 

 食品工場における脆弱性評価の実行可能性の検証 

 脆弱性評価手法（CARVER+Shock） 

 食品テロ対策の検討 

 チェックリストの作成（食品工場向け／物流施設向け） 

①食品工場における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）の作成（平成 18 年度） 

②食品に係る物流施設における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）作成（平成 20 年度） 

 
 

平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立

と実行可能性の検証に関する研究 

平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立

と実行検証に関する研究 

 平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危

険性に関する研究 

平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の

確立と実行可能性の検証に関する研究 

 食品工場におけるチェックリストの実行可能

性の検証（平成 21～24 年度） 

 チェックリストの充実・精緻化（平成 21～24

年度） 

 中小規模の食品工場等における脆弱性評価の

実施とチェックリストの適用可能性の検討（平

成 25 年度） 

  食品防御対策の検討（平成 18～25 年度） 

 費用対効果の測定等（平成 21～23 年度） 

 
 

平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究 

ガイドライン等の作成・公表 

①食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）（平成 23 年度） 

②食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）［解説］ （平成 23 年度） 

③食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造承認制度実施要領（日本版 HACCP）[別表

第 1 承認基準]における留意事項の検討（平成 23 年度） 

平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行検証に関する研究 

上記ガイドラインの改訂；中小規模の食品工場等での使用を前提に分かりやすく修正し、解説と一体化

した。 

①食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版） 
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（別添） 

 
１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

・ 食品工場の責任者は、従業員等が働きやすい職場環境づくりに努め、従業員等が自社製品の

品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるように留意する。 

解  説 
従業員等の監視を強化するのではなく、従業員等自らが、自社製品の安全を担っ

ているという高い責任感を感じながら働くことができる職場環境づくりを行う。 

 

・ 食品工場の責任者は、自社製品に意図的な食品汚染が発生した場合、お客様はまず工場の従

業員等に疑いの目を向けるということを、従業員等に意識付けておく。 

解  説 

従業員等に対して、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置の重要性に関し

て定期的に教育を行い、従業員自らが自社製品の安全を担っているという責任感を

認識させる。 

 

・ 自社製品に意図的な食品汚染が疑われた場合に備え、普段から従業員の勤務状況、業務内容

について正確に把握しておく。 

解  説 

意図的な食品汚染が発生した場合においても、各方面への情報提供を円滑に行う

ことができるよう、平時から、従業員の勤務状況、業務内容について正確に記録す

る仕組みを構築しておく。 

 

・ 製品の異常を早い段階で探知するため苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築

するとともに、万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自社製品に

意図的な食品汚染が疑われた場合の保健所等への通報・相談や社内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続きを定めておく。 

解  説 

苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握

に努め、これらの情報等について企業内での共有化を図る。 

意図的な食品汚染が判明した場合や疑われる場合の社内の連絡フロー、保健所・

警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておく。 

異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受け

た責任者は故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討する。 

 

■人的要素（従業員等2） 

・ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認する。身分証、免許証、各種証明書等

は、可能な限り原本を確認し、面接時には、記載内容の虚偽の有無を確認する。 

 

                                                  
2 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食
品防御に対する留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け） 
  —意図的な食品汚染防御のための推奨項目— 

（平成 25 年度改訂版） 
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・ 従業員等の異動・退職時等には制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を返却させる。 

 

・ 製造現場内へは原則として私物は持ち込まないこととし、これが遵守されていることを確認

する。持ち込む必要がある場合は、個別に許可を得るようにする。 

解  説 

製造現場内への持ち込み禁止品の指定は際限がないため、持ち込まないこと

を原則として、持ち込み可能品はリスト化すると共に、持ち込む場合は、個別

に許可を得る方が管理しやすいと考えられる。 

また、更衣室やロッカールームなども相互にチェックする体制を構築してお

く。 

 

・ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化する（全従業員等が、移動を認められた範囲の中で

働いているようにする）。 

解  説 

他部署への理由のない移動を制限し、異物が混入された場合の混入箇所を同

定しやすくする。 

制服や名札、帽子の色、ID バッジ等によって、全従業員の「移動可能範囲」

や「持ち場」等を明確に識別できるようにする。 

 

・ 従業員等の従来とは異なる言動、出退勤時間の著しい変化等を把握する。 

解  説 

従業員等が犯行に及んだ場合の動機は、採用前から抱いていたものとは限らず、

採用後の職場への不平・不満等も犯行動機となることも考えられる。 

製造現場の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通

じて、従業員の心身の状態について確認するとともに、日常の言動や出退勤時刻の

変化が見られる場合には、その理由についても確認する。 

 

・ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、従業員に認知させ、従業員同士の識別度を高める。 

解  説 
新規採用者を識別しやすくするとともに、従業員が見慣れない人の存在に疑問を

持つ習慣を意識づける。 

 

■人的要素（部外者） 

・ 事前に訪問の連絡があった訪問者については、身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）

を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行する。 

解  説 
訪問者の身元を、社員証等で確認する。訪問理由を確認した上で、従業員が訪問

場所まで同行する。 

 

・ 事前に訪問の連絡がなかった訪問者、かつ初めての訪問者は、原則として工場の製造現場へ

の入構を認めない。 

解  説 

「飛び込み」の訪問者については原則として製造現場への入構を認めない。 

なお、訪問希望先の従業員に対して面識の有無や面会の可否等について確認が取

れた場合は、事前に訪問の連絡があった訪問者と同様の対応を行う。 

 

・ 訪問者（業者）用の駐車場を設定する。この際、製造棟とできるだけ離れていることが望ま

しい。 

解  説 全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限す
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ることは現実的ではない。 

特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）については、それらの

車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておく。 

 

・ 食品工場の施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠作業等のため、工場内を単独で行動する

可能性のある訪問者（業者）には、持ち物を十分確認し、不要なものを持ち込ませないよう

にする。 

解  説 

食品工場の施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等に関する作業員は、長時間

にわたり多人数で作業することもあるため、従業員が全ての作業員の作業に同行す

ることは困難である。 

作業開始前に、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品の管理を徹底する。 

 

・ 郵便、宅配便の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めておく。また配達員の敷地内の移動

は、事前に設定した立ち入り可能なエリア内のみとする。 

解  説 

信書と信書以外の郵便物、また宅配物等の届け物や受取人の違いにより、配達員

は比較的自由に食品工場の敷地内を移動できる状況にあるため、郵便、宅配物等の

受け入れ先は数箇所の定められた場所に限定する。 

また、郵便局員や宅配業者が、食品工場の建屋内に無闇に立ち入ることや、建屋

外に置かれている資材・原材料や製品に近づくことができないよう留意する。 

 

■施設管理 

・ 不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認する。 

解  説 

食品工場で使用する原材料や工具等について、定数・定位置管理を行い、過不足

や紛失に気づきやすい環境を整える。 

また、食品に直接手を触れることができる製造工程や従事者が少ない場所等、意

図的に有害物質を混入し易い箇所については特に重点的に確認する。 

 

・ 食品に直接手を触れることができる仕込みやや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意

図的に有害物質を混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防

御対策を検討する。 

解  説 

仕込みや包装前の製品等に直接手を触れることが可能な状況が見受けられる。 

特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの実施、従業員同士による相互監

視、監視カメラの設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられない構造に改修す

る。 

 

・ 工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じる。 

 

・ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認する。 

解  説 
最低限、誰でも自由に鍵を持ち出せるような状態にならないよう管理方法を定

め、徹底する。 

 

・ 製造棟、保管庫は、外部からの侵入防止のため、機械警備、定期的な鍵の取り換え、補助鍵

の設置、格子窓の設置等の対策を行う。 
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解  説 

食品工場内の全ての鍵を定期的に交換することは現実的ではない。 

異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる製造棟や保管庫については、

補助鍵の設置や定期的な点検を行うなどの侵入防止対策を取ることが重要である。 

 

・ 製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を取

る。 

解  説 

製造棟が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにする。全ての

出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、

施設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画する。 

 

・ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質については保管場所を定めた

上で、当該場所への人の出入り管理を行うと共に、使用日時及び使用量の記録、施錠管理を

行う。 

解  説 

試験材料（検査用試薬・陽性試料等）の保管場所は検査・試験室内等に制限する。

無断で持ち出されることの無いよう定期的に保管数量の確認を行う。可能であれば

警備員の巡回やカメラ等の設置を行う。 

 

・ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質を紛失した場合は、工場長や

責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

解  説 

法令等に基づき管理方法等が定められているものについては、それに従い管理を

行う。 

それ以外のものについては、管理方法等を定め、在庫量の定期的な確認、食品の

取扱いエリアや食品の保管エリアから離れた場所での保管、栓のシーリング等によ

り、妥当な理由無く有害物質を使用することの無いよう、十分に配慮した管理を行

う。また試験材料や有害物質の紛失が発覚した場合の通報体制や確認方法を構築す

る。 

 

・ 殺虫剤の保管場所を定め、施錠による管理を徹底する。 

解  説 

食品工場の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分に

ついて事前に確認しておくことが重要である。 

殺虫剤を保管する場合は鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用

量等に関する記録を作成する。 

防虫・防鼠作業の委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を

行う場所を勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定する。 

殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになるが、工場

長等が知らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、工場内に

保管したりするようなことがないよう、管理を徹底する。 

 

・ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じる。 

解  説 
井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を決め、鍵等による物理的な安全

対策、防御対策を講じる。 

 

・ 井戸水を利用している場合、確実な施錠を行い、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセスを防
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止すると共に、可能であれば監視カメラ等で監視する。 

解  説 
井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体に及ぶため、厳重な管理が必

要である。 

 

・ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムについて、従業員の異動・退職時

等に併せてアクセス権を更新する。アクセス許可者は極力制限し、データ処理に関する履歴

を保存する。 

解  説 

コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムにアクセス可能な

従業員をリスト化し、かつシステムの設置箇所に鍵を設ける、ログインパスワー

ドを設ける等の物理的なセキュリティ措置を講じる。 

 

■入出荷等の管理 

・ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装を確認する。異常を発見した場合

は、工場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

 

・ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の出荷時の積み込み作業を監視する。 

解  説 
積み下ろし、積み込み作業は食品防御上脆弱な箇所である。実務上困難な点はあ

るが、相互監視や、可能な範囲でのカメラ等による監視を行う。 

 

・ 納入製品・数量と、発注製品・数量との整合性を確認する。 

解  説 

数量が一致しない場合は、その原因を確認する。納入数量が増加している場合は

特に慎重に確認を行い、通常とは異なるルートとから製品が紛れ込んでいないかに

注意を払う。 

 

・ 保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、工

場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

解  説 
数量が一致しない場合は、その原因を確認する。在庫量が増加している場合は特

に慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意を払う。 

 

・ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、工場長や

責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定する。 

解  説 
過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認する。特に納入量が増加し

ている場合は慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意を払う。 

 

・ 製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしておく。 

解  説 

食品工場内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の

拡大を防ぐため、至急納入先と情報を共有する必要がある。納入担当者が不在の場

合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方法を定めておくこと。 
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２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

将来的に実施することが望まれるものの、１．に挙げた項目に比して優先度は低いと判断され

た不急の対策。 

 

■組織マネジメント 

・ 従業員等や警備員は、敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに

工場長や責任者に報告する。 

解  説 

警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しておくこ

とが望ましい。 

故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見逃さないことが重要であ

る。 

 

■人的要素（従業員等） 

・ 敷地内の従業員等の所在を把握する。 

解  説 
従業員の敷地内への出入りや所在をリアルタイムでの把握や、記録保存のため

に、カードキーやカードキーに対応した入退構システム等を導入する。 

 

■施設管理 

・ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等を設ける。 

解  説 
食品工場の敷地内への出入りしやすい環境が多いため、敷地内への立ち入りを防

止することが望ましい。 

 

・ カメラ等により工場建屋外の監視を行う。 

解  説 
カメラ等による工場建屋への出入りを監視することによる抑止効果が期待でき、

また、有事の際の確認に有用である。 

 

・ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中／使用中の資材や原材料の継続的な監視、施

錠管理等を行う。 

解  説 
資材・原料保管庫は人が常駐していないことが多く、かつアクセスが容易な場合

が多い。可能な範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠確認等を行う。 

 

 

以上 
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表 ４『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）』（案）［新対照表］ 

平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 

はじめに 

2001 年 9月 11 日にアメリカで発生した同時多発テロ事件を契機に、世界

各国でテロの発生に関する認識が高まり、テロ対策は、国家防衛上の優先的

課題となっている。 

わが国では、1984 年のグリコ・森永事件、1998 年の和歌山カレー事件、

2008 年冷凍ギョーザ事件等が発生しているが、これらは、健康被害をもた

らすことを意図して食品に直接有害物質を混入したものであり、実際の被害

の発生範囲は限局的なものであった。しかし、フードサプライチェーンの過

程で有害物質が混入されれば、被害の発生範囲が拡大することは容易に予測

される。 

こうしたことから、厚生労働科学研究補助金「食品防御の具体的な対策の

確立と実行可能性の検証に関する研究班」では、悪意を持った者による意図

的な食品の汚染を防止するために、米国食品医薬品局（FDA：Food and Drug 

Administration）による『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製

造業、加工業および輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, 

Processors, and Transporters: Food Security Preventive Measures 

Guidance, 2007.10］1を参考に、日本における食品工場の責任者が講じるべ

き対応をまとめたガイドラインを作成した。  
 

１．日本における食品衛生対策と食品防御対策の現状 

近年、わが国では、HACCP システム等の導入推進により、フードサプライ

チェーン全体に渡る食品衛生水準の確保・向上が図られている。しかし、

HACCP による食品衛生管理は、悪意を持った者によるフードサプライチェー

ンの過程での意図的な有害物質等の混入は想定していない。悪意を持った者

による意図的な食品汚染行為を防止するためには、HACCP システム等の衛生

安全な食品を提供するために、食品工場では、HACCP システムや ISO を導入

し、高度な衛生状態を保っています。その一方で、衛生状態を保つだけでは、

悪意を持って意図的に食品中に有害物質等を混入することを防ぐことは困難

とされています。 

2001 年 9 月 11 日の世界同時多発テロ事件以降、世界各国でテロ対策は、国

家防衛上の優先的課題となっています。特に米国では、食品医薬品局（Food and 

Drug Administration；FDA）が、農場、水産養殖施設、漁船、食品製造業、運

輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全ての部門（小売業や飲食店を除く）

を対象とした、『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工

業および輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, Processors, 

and Transporters: Food Security Preventive Measures Guidance, 2007.10］
1を作成し、食品への有害物質混入等、悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象と

なるリスクを最小化するため、食品関係事業者が実施可能な予防措置を例示し

ています。 

世界保健機関（World Health Organization；WHO）、2003 年に「Terrorists 

Threats to Food- Guidelines for Establishing and Strengthening Prevention 

and Response Systems（食品テロの脅威へ予防と対応のためのガイダンス）」

を作成し、国際標準化機構（International Organization for Standardization: 

ISO）も「ISO 22000；食品安全マネジメントシステム－フードチェーンに関わ

る組織に対する要求事項（Food safety management systems - Requirements for 

any organization in the food chain）」（2005 年 9月）や「ISO/TS 22002-1:2009

食品安全のための前提条件プログラム－第 1 部:食品製造業（Prerequisite 

programmes on food safety -- Part 1: Food manufacturing）」（2009 年 12 月）

を策定するなど、国際的にも食品テロに対する取り組みが行われています。 

日本では、食品に意図的に有害物質を混入した事件としては、1984 年のグリ

                                                  
1 http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083075.htm 
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管理に加え、工場内の従業員のマネジメントや、外部からの侵入者の監視・

侵入の阻止等にも注意を払う必要がある。 

米国では、災害やテロ等に対する国家全体の応急対応計画である

「National Response Plan」において「食品テロの危険性」が明記される等、

国家の全体の安全保障における「意図的な食品汚染」の位置づけも明確にさ

れている。わが国でも、従来の食品衛生対策に加え、意図的な食品汚染行為

を防止するために、「組織マネジメント」、「従業員等の管理」、「部外者の管

理」、「施設管理」、「入出荷等の管理」等の実施により、より積極的な食品防

御対策を講じる必要性が高まっている。 

 

２．「食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）」の概要 

米国 FDA による『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、

加工業および輸送業編”』は、フードサプライチェーンが食品への有害物質

混入等悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを最小化するた

め、食品関係事業者が実施可能な予防措置を例示し、現行の手続きや管理方

法の見直しを促すために作成されたものである。その対象は、農場、水産養

殖施設、漁船、食品製造業、運輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全て

の部門（小売業や飲食店を除く）である。 

今回、米国のガイドラインを参考に、わが国の実情や、複数の食品工場で

の実地調査の結果を踏まえ、食品工場の責任者が、食品工場における悪意を

持った者による意図的な食品の汚染行為を防止するためのガイドラインを

作成した。 

 

３．ガイドラインの使用について 

本ガイドラインは、本来であれば、米国のように、意図的な食品汚染の危

険性が関係者全般に広く認知された状況下で、各食品関係事業者における防

御対策実施の要件として公表されることが望ましい。 

しかし、わが国は未だ米国のような状況にないため、より多くの食品関係

コ・森永事件、1998 年の和歌山カレー事件、2008 年の冷凍ギョーザ事件、2013

年の冷凍食品への農薬混入事件等が発生しており、食品の製造過程において、

意図的な有害物質の混入を避けるための「食品防御対策」の必要性が高くなっ

ています。 

2007 年以降、当研究班の前身である、「食品によるバイオテロの危険性に関

する研究」や、「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する

研究」において諸外国の取組の情報収集や日本における意図的な食品汚染の防

止策の検討が行われてきました。 

さらに、平成 23 年度末には、日本の食品事業者が食品防御に対する理解を

深め、実際の対策を検討できるように、過去の研究成果を基に、優先度の高い

「１．優先的に実施すべき対策」と、将来的に実施が望まれる「２．可能な範

囲での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けた食品製造者向けのガ

イドライン「食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）」（案）やその解

説、食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造過程承認制度実施要

領（日本版ＨＡＣＣＰ）［別表第１ 承認基準］における留意事項（案）を作成

しました 

この度、平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金「食品防御の具体的な対策

の確立と実行可能性の検証に関する研究班」では、平成 23 年度に作成した「食

品防御対策ガイドライン（案）（食品製造工場向け）」を中小規模の食品工場等

での使用を前提により分かりやすく修正し、解説と一体化しました（別添）。

本ガイドライン等を参考に、食品事業者が、食品工場の規模や人的資源等の諸

条件を考慮しながら、「実施可能な対策の確認」や「対策の必要性に関する気

付き」を得て、定期的・継続的に食品防御対策が実施され、確認されることが

望まれます。 
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事業者が意図的な食品汚染の危険性に関心を持ち、現実的に可能な対策を検

討することができるように、「１．優先的に実施すべき対策」と、「２．可能

な範囲での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けて作成してい

る。本ガイドラインは、法的な規制や強制力を伴うものではなく、各食品工

場において、その規模や人的資源等の諸条件を勘案しながら、「実施可能な

対策の確認」や「対策の必要性に関する気付きを得る」ために活用されるこ

とを念頭に作成したものであり、その趣旨を踏まえた活用を願うものであ

る。 

なお、ガイドラインに示した項目については、定期的・継続的に確認され

ることが望ましい。 
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食品防御対策ガイドライン（食品工場向け）  —意図的な食品汚染防御のための推奨項目— 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

1 ○ 食品工場の責任者は、日ごろから全ての従

業員等2が働きやすい職場環境の醸成に努

める。これにより、従業員等が自社及び自

社製品への愛着を高め、自社製品の安全確

保について高い責任感を感じながら働く

ことができるような職場づくりを行う。 

○ 食品工場の責任者は、従業員等が働きやす

い職場環境づくりに努め、従業員等が自社

製品の品質と安全確保について高い責任

感を感じながら働くことができるように

留意する。  

従業員等の監視を強化するのではなく、従業員

等自らが、自社製品の安全を担っているという

高い責任感を感じながら働くことができる職

場環境づくりを行う。 

2 ○ 食品工場の責任者は、自社製品に意図的な

汚染が疑われる事態が発生した場合、消費

者や一般社会から、その原因としてまず最

初に内部の従業員等に対して疑いの目が

向けられる可能性が高いことを、従業員等

に意識付けておく。 

○ 食品工場の責任者は、自社製品に意図的な

食品汚染が発生した場合、お客様はまず工

場の従業員等に疑いの目を向けるという

ことを、従業員等に意識付けておく。 

従業員等に対して、意図的な食品汚染に関する脅

威や、予防措置の重要性に関して定期的に教育を

行い、従業員自らが自社製品の安全を担っている

という責任感を認識させる。 

3 ○ 自社製品に意図的な汚染が疑われる事態

が発生した場合において、その原因、経過

等について迅速に把握、情報公開ができる

よう、普段から従業員の勤務状況、業務内

容について正確に把握しておく。 

○ 自社製品に意図的な食品汚染が疑われた

場合に備え、普段から従業員の勤務状況、

業務内容について正確に把握しておく。 

意図的な食品汚染が発生した場合においても、各

方面への情報提供を円滑に行うことができるよ

う、平時から、従業員の勤務状況、業務内容につ

いて正確に記録する仕組みを構築しておく。 

                                                  
2派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。 

2013年度版の記載に

ついて、簡素化等の

修正を実施 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

4 ○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦

情や健康危害情報等を日常的に確認する

とともに、万一、意図的な食品汚染が発生

した際に迅速に対処できるよう、意図的な

食品汚染が疑われる場合の社内外への報

告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを

定めておく。 

○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦

情や健康危害情報等を集約・解析する仕組

みを構築するとともに、万一、意図的な食

品汚染が発生した際に迅速に対処できる

よう、自社製品に意図的な食品汚染が疑わ

れた場合の保健所等への通報・相談や社内

外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の

手続きを定めておく。 

苦情、健康危害情報等については、販売店経由で

寄せられる情報についても把握に努め、これらの

情報等について企業内での共有化を図る。 

意図的な食品汚染が判明した場合や疑われる場

合の社内の連絡フロー、保健所・警察等関係機関

への連絡先等をマニュアル等に明記しておく。 

異物混入が発生した際には、原因物質に関わら

ず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は故意

による混入の可能性を排除せずに対策を検討す

る。 

 
■人的要素（従業員等） 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

5 ○ 従業員等の採用面接時において、可能な範

囲で身元確認を行う。例えば、身分証、各

種証明書等について、（複写ではなく）原

本の提示を受ける、面接を通じて記載内容

に虚偽が無いことを確認する、資格及び職

歴の確認を行う、等の手続きをとる。 

○ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で

身元を確認する。身分証、免許証、各種証

明書等は、可能な限り原本を確認し、面接

時には、記載内容の虚偽の有無を確認す

る。 

 

6 ○ 従業員等の異動・退職時等に制服や名札、

ID バッジ、鍵（キーカード）を返却させ

る。 

○ 従業員等の異動・退職時等には制服や名

札、ID バッジ、鍵（キーカード）を返却

させる。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

7 ○ 製造現場内への持ち込み可能品リストを

作成し、これが遵守されていることを確認

する。 

○ 製造現場内へは原則として私物は持ち込

まないこととし、これが遵守されているこ

とを確認する。持ち込む必要がある場合

は、個別に許可を得るようにする。 

製造現場内への持ち込み禁止品の指定は際限

がないため、持ち込まないことを原則として、

持ち込み可能品はリスト化すると共に、持ち込

む場合は、個別に許可を得る方が管理しやすい

と考えられる。 

また、更衣室やロッカールームなども相互にチ

ェックする体制を構築しておく。 

8 ○ 従業員等の従来とは異なる言動、出退勤時

間の著しい変化等について把握をする。 

○ 従業員等の従来とは異なる言動、出退勤時

間の著しい変化等を把握する。 

従業員等が犯行に及んだ場合の動機は、採用前か

ら抱いていたものとは限らず、採用後の職場への

不平・不満等も犯行動機となることも考えられ

る。 

製造現場の責任者等は、作業前の朝礼、定期的な

ミーティング、個別面談等を通じて、従業員の心

身の状態について確認するとともに、日常の言動

や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理

由についても確認する。 

9 ○ 従業員の識別・認識システムを構築する。

新規採用者については、朝礼等の機会を用

いて紹介する等、従業員に認知させる。 

○ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化

する（全従業員等が、移動を認められた範

囲の中で働いているようにする）。 

他部署への理由のない移動を制限し、異物が混

入された場合の混入箇所を同定しやすくする。 

制服や名札、帽子の色、ID バッジ等によって、

全従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等を

明確に識別できるようにする。 

○ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、従

業員に認知させ、従業員同士の識別度を高

める。 

新規採用者を識別しやすくするとともに、従業

員が見慣れない人の存在に疑問を持つ習慣を

意識づける。 
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■人的要素（部外者） 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

10 ○ 事前のアポイントがある場合、訪問者に

対して身元・訪問理由・訪問先（部署・

担当者等）を確認し、可能な限り従業員

が訪問場所まで同行する。 

○ 事前に訪問の連絡があった訪問者につい

ては、身元・訪問理由・訪問先（部署・

担当者等）を確認し、可能な限り従業員

が訪問場所まで同行する。 

訪問者の身元を、社員証等で確認する。訪問理由

を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行す

る。 

11 ○ 事前のアポイントがなく、かつ初めての

訪問者に対して、訪問希望先の従業員に

面識の有無、面会の可否を確認した上で、

敷地内の立ち入りを認める場合は、事前

のアポイントのある訪問者と同様の対応

を行う。 

○ 事前に訪問の連絡がなかった訪問者、か

つ初めての訪問者は、原則として工場の

製造現場への入構を認めない。 

「飛び込み」の訪問者については原則として製造

現場への入構を認めない。 

なお、訪問希望先の従業員に対して面識の有無や

面会の可否等について確認が取れた場合は、事前

に訪問の連絡があった訪問者と同様の対応を行

う。 

12 ○ 訪問者の種類別に、車両のアクセスエリ

ア、荷物の持ち込みエリアを設定し、訪

問者に周知する。 

○ 訪問者（業者）用の駐車場を設定する。

この際、製造棟とできるだけ離れている

ことが望ましい。 

全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷

物の持ち込み等を一律に制限することは現実的

ではない。 

特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠

業者等）については、それらの車両であることが

明確になるように、駐車エリアを設定しておく。 

13 ○ 施設のメンテナンスや防虫・防鼠作業等

のため、工場内を単独で行動する必要の

ある訪問者に対しては、持ち物を十分確

認し、不要なものを持ち込ませないよう

に留意する。食品取扱いエリア/保管エリ

ア/ロッカールームに立ち入る場合は特

に留意する。 

○ 食品工場の施設・設備のメンテナンスや

防虫・防鼠作業等のため、工場内を単独

で行動する可能性のある訪問者（業者）

には、持ち物を十分確認し、不要なもの

を持ち込ませないようにする。 

食品工場の施設・設備のメンテナンスや防虫・防

鼠等に関する作業員は、長時間にわたり多人数で

作業することもあるため、従業員が全ての作業員

の作業に同行することは困難である。 

作業開始前に、持ち物の確認を実施し、不要な持

ち込み品の管理を徹底する。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

14 ○ 郵便、宅配便の受け入れ先（守衛所、事

務所等）を定めておく。また配達員の敷

地内の移動は、事前に設定した立ち入り

可能なエリア内のみとし、配達員が建屋

内に無闇に立ち入ることや、建屋外に置

かれている資材・原材料や製品に近づく

ことができないように留意する。 

○ 郵便、宅配便の受け入れ先（守衛所、事

務所等）を定めておく。また配達員の敷

地内の移動は、事前に設定した立ち入り

可能なエリア内のみとする。 

信書と信書以外の郵便物、また宅配物等の届け物

や受取人の違いにより、配達員は比較的自由に食

品工場の敷地内を移動できる状況にあるため、郵

便、宅配物等の受け入れ先は数箇所の定められた

場所に限定する。 

また、郵便局員や宅配業者が、食品工場の建屋内

に無闇に立ち入ることや、建屋外に置かれている

資材・原材料や製品に近づくことができないよう

留意する。 

 

■施設管理 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

15 ○ 不要な物、利用者・所有者が不明な物が放

置されていないか、定常的に確認を行う。 

○ 不要な物、利用者・所有者が不明な物の放

置の有無を定常的に確認する。 

食品工場で使用する原材料や工具等について、

定数・定位置管理を行い、過不足や紛失に気づき

やすい環境を整える。 

また、食品に直接手を触れることができる製造工

程や従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入し易い箇所については特に重点的に確認す

る。 

16 ○ 食品に直接手を触れることができる仕込

み等の工程や、従事者が少ない場所等、意

図的に有害物質を混入しやすい箇所を把

握し、防御対策を検討する。 

○ 食品に直接手を触れることができる仕込

みやや袋詰めの工程や、従事者が少ない場

所等、意図的に有害物質を混入しやすい箇

所を把握し、可能な限り手を触れない様に

カバーなどの防御対策を検討する。 

仕込みや包装前の製品等に直接手を触れること

が可能な状況が見受けられる。 

特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの

実施、従業員同士による相互監視、監視カメラの

設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられな

い構造に改修する。 

17 ○ 非稼動時における防犯対策を講じる。 ○ 工場が無人となる時間帯についての防犯

対策を講じる。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

18 ○ 鍵の管理方法を策定する。 ○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認す

る。 

最低限、誰でも自由に鍵を持ち出せるような状態

にならないよう管理方法を定め、徹底する。 

19 ○ 製造棟、保管庫については、定期的に鍵の

取替えや暗証番号の変更を行う等、外部か

らの侵入防止対策を適切に行う。 

○ 製造棟、保管庫は、外部からの侵入防止の

ため、機械警備、定期的な鍵の取り換え、

補助鍵の設置、格子窓の設置等の対策を行

う。 

食品工場内の全ての鍵を定期的に交換すること

は現実的ではない。 

異物が混入された場合の被害が大きいと考えら

れる製造棟や保管庫については、補助鍵の設置や

定期的な点検を行うなどの侵入防止対策を取る

ことが重要である。 

20 ○ 工場内部と外部との結節点を特定し、不必

要な又は関係者以外のアクセスの可能性

がある箇所については、必要に応じて対策

を講じる。 

○ 製造棟の出入り口や窓など外部から侵入

可能な場所を特定し、確実に施錠する等の

対策を取る。 

製造棟が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵

入できないようにする。全ての出入り口・窓に対

して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優

先度を設定し、施設の改築等のタイミングで順次

改善策を講じるように計画する。 

21 ○ 工場内に試験材料（検査用試薬・陽性試料

等）や有害物質が存在する場合は、それら

の保管場所を定め、当該場所への人の出入

り管理を行う。 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性

試料等）や有害物質については保管場所を

定めた上で、当該場所への人の出入り管理

を行うと共に、使用日時及び使用量の記

録、施錠管理を行う。 

試験材料（検査用試薬・陽性試料等）の保管場所

は検査・試験室内等に制限する。無断で持ち出さ

れることの無いよう定期的に保管数量の確認を

行う。可能であれば警備員の巡回やカメラ等の設

置を行う。 

22 ○ 工場内に試験材料（検査用試薬・陽性試料

等）や有害物質が存在する場合は、それら

の管理・保管方法、在庫量の確認方法等に

係る規定を定め、在庫品の紛失等の異常事

態が発生した場合の通報体制を構築する。 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性

試料等）や有害物質を紛失した場合は、工

場長や責任者に報告し、工場長や責任者は

その対応を決定する。 

法令等に基づき管理方法等が定められているも

のについては、それに従い管理を行う。 

それ以外のものについては、管理方法等を定め、

在庫量の定期的な確認、食品の取扱いエリアや食

品の保管エリアから離れた場所での保管、栓のシ

ーリング等により、妥当な理由無く有害物質を使

用することの無いよう、十分に配慮した管理を行

う。また試験材料や有害物質の紛失が発覚した場

合の通報体制や確認方法を構築する。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

23 ○ 殺虫剤の選定基準及び管理・保管方法を策

定する。 

○ 殺虫剤の保管場所を定め、施錠による管理

を徹底する。 

食品工場の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場

合は、使用する殺虫剤の成分について事前に確認

しておくことが重要である。 

殺虫剤を保管する場合は鍵付きの保管庫等に保

管し、使用場所、使用方法、使用量等に関する記

録を作成する。 

防虫・防鼠作業の委託する場合は、信頼できる業

者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を勘案し

て、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を

選定する。 

殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者

が持参することになるが、工場長等が知らないう

ちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受け

たり、工場内に保管したりするようなことがない

よう、管理を徹底する。 

24 ○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を

講じる。 

○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を

講じる。 

井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を

決め、鍵等による物理的な安全対策、防御対策を

講じる。 

25 ○ 井戸水を利用している場合、塩素消毒等浄

化関連設備へのアクセス管理、監視等を行

う。 

○ 井戸水を利用している場合、確実な施錠を

行い、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセ

スを防止すると共に、可能であれば監視カ

メラ等で監視する。 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全

体に及ぶため、厳重な管理が必要である。 

26 ○ 従業員の異動・退職時等に、コンピュータ

ー制御システムや重要なデータシステム

へのアクセス権を解除する。 

○ コンピューター処理制御システムや重要

なデータシステムについて、従業員の異

動・退職時等に併せてアクセス権を更新す

る。アクセス許可者は極力制限し、データ

処理に関する履歴を保存する。 

コンピューター処理制御システムや重要なデー

タシステムにアクセス可能な従業員をリスト化

し、かつシステムの設置箇所に鍵を設ける、ログ

インパスワードを設ける等の物理的なセキュリ

ティ措置を講じる。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

27 ○ コンピューター処理制御システムや重要

なデータシステムへのアクセス許可者を

制限する。 

（上と統合）  

28 ○ コンピューターのデータ処理に係る履歴

を保存する。 

（上と統合）  

 

■入出荷等の管理 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

29 ○ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前

に、ラベルや包装の確認を行う。意図的

な食品汚染行為等の兆候･形跡が認めら

れた場合の調査や通報の体制を構築す

る。 

○ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前

に、ラベルや包装を確認する。異常を発見

した場合は、工場長や責任者に報告し、工

場長や責任者はその対応を決定する。 

 

30 ○ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作

業及び製品の出荷時の積み込み作業の監

視を行う。 

○ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作

業や製品の出荷時の積み込み作業を監視

する。 

積み下ろし、積み込み作業は食品防御上脆弱な箇

所である。実務上困難な点はあるが、相互監視や、

可能な範囲でのカメラ等による監視を行う。 

31 ○ 納入製品・数量と、発注製品・数量との

整合性の確認を行う。 

○ 納入製品・数量と、発注製品・数量との整

合性を確認する。 

数量が一致しない場合は、その原因を確認する。

納入数量が増加している場合は特に慎重に確認

を行い、通常とは異なるルートとから製品が紛れ

込んでいないかに注意を払う。 

32 ○ 保管中の在庫の紛失・増加や意図的な食

品汚染行為等の兆候・形跡が認められた

場合の調査や通報の体制を構築する。 

○ 保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品

汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合

は、工場長や責任者に報告し、工場長や責

任者はその対応を決定する。 

数量が一致しない場合は、その原因を確認する。

在庫量が増加している場合は特に慎重に確認し、

外部から製品が紛れ込んでいないかに注意を払

う。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

33 ○ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛

失や増加）について連絡があった場合の

調査や通報の体制を構築する。 

○ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛

失や増加）についての連絡があった場合、

工場長や責任者に報告し、工場長や責任

者はその対応を決定する。 

過不足の原因について、妥当な説明がつくように

確認する。特に納入量が増加している場合は慎重

に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに

注意を払う。 

34 ○ 製品の納入先の荷受人（部署）の連絡先

について、全ての従業員が確認できるよ

う、確認の方法を共有しておく。 

○ 製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰

でもすぐに確認できるようにしておく。 

食品工場内で意図的な食品汚染行為等の兆候や

形跡が認められた場合は、被害の拡大を防ぐた

め、至急納入先と情報を共有する必要がある。納

入担当者が不在の場合でも、代理の従業員が至急

連絡できるように、予め手順・方法を定めておく

こと。 
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２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

将来的に実施することが望まれるものの、１．に挙げた項目に比して優先度は低いと判断された不急の対策。 

 

■組織マネジメント 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

35 ○ 警備員（社内の警備担当者もしくは警備保

障会社職員）に対して、警備・巡回結果の

報告内容を明確化する。敷地内における不

用物の確認や、異臭等についても報告を受

けるようにする。委託を行っている場合、

必要であればこれら報告内容を契約に盛

り込むようにする。 

○ 従業員等や警備員は、敷地内での器物の破

損、不用物、異臭等に気が付いた時には、

すぐに工場長や責任者に報告する。 

警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト

化し、警備の質を確保しておくことが望ましい。 

故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予

兆を見逃さないことが重要である。 

 

■人的要素（従業員等） 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

36 ○ 敷地内の従業員等の所在を把握する。 ○ 敷地内の従業員等の所在を把握する。 従業員の敷地内への出入りや所在をリアルタイ

ムでの把握や、記録保存のために、カードキーや

カードキーに対応した入退構システム等を導入

する。 

 

■施設管理 

 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

37 ○ フェンス等により敷地内への侵入防止対

策を講じる。 

○ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等

を設ける。 

食品工場の敷地内への出入りしやすい環境が多
いため、敷地内への立ち入りを防止することが
望ましい。 

38 ○ 警備員の巡回やカメラ等により工場建屋

外の監視を行う。 

○ カメラ等により工場建屋外の監視を行

う。 
カメラ等による工場建屋への出入りを監視する
ことによる抑止効果が期待でき、また、有事の
際の確認に有用である。 
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 平成 24 年 3 月 31 日公表版 平成 25 年度改訂版 解説 

39 ○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に

ある有害物質等の監視、施錠確認等を行

う。 

（21 に含む） 

 

40 ○ 警備員の巡回やカメラ等により保管中／

使用中の資材や原材料の監視、施錠確認等

を行う。 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に

保管中／使用中の資材や原材料の継続的

な監視、施錠管理等を行う。 

資材・原料保管庫は人が常駐していないことが

多く、かつアクセスが容易な場合が多い。可能

な範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠

確認等を行う。 
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（参考）FDA “Guidance for Industry: Food Producers, Processors, and Transporters: Food 

Security Preventive Measures Guidance Contains Nonbinding Recommendations March 2003; 

Revised October 2007”のうち IV. Recommended Actions の内容1 

 

食品セキュリティ予防措置ガイダンス(食品製造業、加工業および輸送業編)（2007.10） 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

テロ行為等の可
能性への備え 

・ セキュリティ責任者の選任 
・ 食品セキュリティの手続きや業務に係る予備的評価（機密扱い） 
・ テロ行為等の脅威と発生への備えや対応策に係るセキュリティマネジメント戦略の

策定 
・ 緊急避難計画の策定 
・ 各フロアの平面図や導線計画を安全な離れた場所に保管 
・ コミュニティの緊急時対応システムへの精通 
・ 管理職：自治体・州・連邦の警察・消防・公衆衛生・国家安全保障関係機関への緊急

連絡先を把握 
・ 従業員：潜在的セキュリティ問題を報告すべき管理職と緊急連絡先を把握 
・ 食品セキュリティ意識を向上させ、テロ行為等や当該行為に脆弱なエリアに関する兆

候に、全従業員が注意を払うよう促すとともに、あらゆる気づきを管理職に報告 
・ 従業員にセキュリティ関連事項を通知しアップデートさせる内部コミュニケーショ

ンシステムの構築 
・ 一般公衆とのコミュニケーション戦略の策定 

 監督 ・ 全従業員に対する監督 
・ テロ行為等や当該行為に脆弱なエリアの兆候について敷地の日常的セキュリティチ

ェック 

 回収戦略 ・ 責任者および代行責任者の明確化 
・ 回収された製品の適切な取扱いと廃棄の実施 
・ 顧客の連絡先、住所、電話番号の把握 

 不審行動の調査 ・ テロ行為等に関する兆候についての脅威や情報を調査 
・ テロ行為等の脅威や疑いについて警察や公衆衛生当局に通報 

 評価プログラム ・ 過去のテロ行為等から得られた教訓を評価 
・ セキュリティマネジメントプログラムの有効性をレビュー・検証し、見直す（機密

扱い） 
・ 全ての施設・設備における食品セキュリティ検査の実施（機密扱い） 
・ 警備保障会社の業務を検証 

人
的
要
素
（
従
業
員
） 

スクリーニング
（雇用前、雇用
時、雇用後） 

・ 全従業員について、職位に応じて身上調査を実施し、施設・設備の機密エリアへの
アクセスや管理の度合い、その他関連する事項を検討 

日常業務の割り
当て 

・ 各シフトについて敷地内に存在する者、存在すべき者、その所在を把握 
・ 情報の定常的アップデート 

識別 ・ 従業員の特性に応じた明確な識別・認識システムの構築（制服や名札、IDバッジ、
エリアへのアクセス権限によるカラーコードなど） 

・ 従業員の退職時等における制服や名札、IDバッジの回収 

 アクセス制限 ・ 施設の全てのエリアに無制限にアクセスできる従業員を認識 
・ 全ての従業員のアクセスレベルに関する定期的な見直し 
・ 適切な勤務時間に職能に応じて必要なエリアにのみ立ち入り可能なアクセス制限を

設定 
・ 暗証番号の変更や鍵の取替え、従業員の退職時等におけるキーカードの回収、その

他セキュリティ維持の必要に応じた追加的措置 

                                                  
1 
http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083075
.htm 
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 個人所有物 ・ 会社への持ち込みを許容する個人所有物の種別を制限 
・ 医薬品のみ会社への持ち込みを許容し、適切なラベルを貼って、食品の取扱いエリ

アや保管エリアから離れた場所に保管 
・ 食品の取扱いエリアや保管エリアに個人所有物の持ち込みを防止 
・ ロッカーやバッグ、荷物および敷地内の乗用車を定期的に検査 

 食品セキュリテ
ィの手続きに関
する訓練 

・ テロ行為等およびその脅威に対する食品セキュリティ意識を訓練プログラムに組み
込む 

・ セキュリティ手続きの重要性を定期的に喚起 
・ 従業員のサポートを促進 

 異常行動 ・ 従業員の異常行動や不審行動を監視（明確な目的なく、シフト終了後も異常に遅く
まで残留、異常に早い出社、ファイルや情報、職域外の施設エリアへのアクセス、
施設からの資料の持ち出し、機密的事項の質問、勤務時にカメラを携行など） 

 従業員の健康 ・ テロ行為に関する早期のインジケーターとして、従業員が自発的に報告する異常な
健康状態や欠勤に注意を払う。また、そうした状況を地域の公衆衛生当局に報告し
ておく 

人
的
要
素
（
公
衆
） 

訪問者 ・ 疑わしい、不適切なあるいは通常でない物品や行動がないか、出入りする車両、荷
物、ブリーフケースを検査 

・ 会社への立ち入りを制限（入退出時のチェック、訪問者との同行など） 
・ 施設への立ち入り前に正当な訪問理由を確認 
・ 見知らぬ訪問者の身分証明の確認 
・ 食品取扱いエリアおよび保管エリアへのアクセスの制限 
・ ロッカールームへのアクセスの制限 

施
設 

物理的セキュリ
ティ 

・ 敷地へのアクセスをフェンスや他の抑止的措置で防止 
・ ドアや、窓、屋根口/ハッチ、通気口、換気システム、ユーティリティルーム、製氷・

貯蔵室、屋根裏、トレーラーの車体、タンクローリー、鉄道車両、液体・固体・圧
縮ガスの貯蔵タンクのセキュリティ確保 

・ 施設非稼動時に、金属製あるいは金属被覆の外部ドアを使用 
・ 立入禁止区域への入口の数を最小化 
・ 不使用時の荷揚げ設備のセキュリティ確保および使用前の設備の検査  
・ 全ての鍵を会社が管理 
・ 敷地のセキュリティのモニタリング（警備員の巡回やビデオ監視など） 
・ 意図的な汚染物質を一時的に隠すことができる場所を最小化  
・ 非常灯を含む適切な屋内・屋外照明を設置  
・ 敷地への駐車許可車両の管理システムの導入（駐車許可証、キーカード、特定のエ

リアや時間の通行許可証の発行など） 
・ 食品の保管および加工エリアや供給施設への入口から駐車場を隔離 

 研究所の安全性
確保 

・ 研究所へのアクセスを制限  
・ 研究材料を研究所内に制限 
・ 試薬や微生物、薬物、毒素のポジティブコントロール等､危険な材料へのアクセスを

制限 
・ ポジティブコントロールの管理責任者の選任  
・ 敷地内にあるべき試薬やポジティブコントロールを把握し、常に監視  
・ 試薬やポジティブコントロールの紛失、その他想定外の異常事態を迅速に調査し、

適宜、警察や公衆衛生当局に未解決の問題を通報 
・ 不要な試薬やポジティブコントロールを、汚染物質として用いられるリスクを最小

化する方法で廃棄 
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 有毒化学物質お
よび毒性化学物
質（以下、「有毒
物質等」）の保管
と使用 

・ 有毒物質等を施設のオペレーション、メンテナンスに必要なものや販売用の在庫に
限定  

・ 有毒物質等を、食品の取扱いエリアや保管エリアから離れた場所に保管 
・ 販売用でない有毒物質等の保管エリアへのアクセスを制限し、セキュリティを確保 
・ 有毒物質等に適切にラベルが貼付されていることを確認 
・ 連邦殺虫剤殺菌剤殺鼠剤法に従って殺虫剤を使用 
・ 敷地内にあるべき有毒物質等を把握し、常に監視  
・ 在庫の紛失やその他想定外の異常事態を調査し、適宜、警察や公衆衛生当局に未解

決の問題を通報  

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン 

納入資材および
オペレーション 

・ 全ての製品の調達について、既知の業者か適切な免許や許可を受けた製造業者や包
装業者および調達源を活用 

・ サプライヤーや契約オペレーターおよび運送業者が、適切な食品セキュリティ措置
を講じていることを合理的な手段で確認  

・ 受領前に、納入資材（特に新製品）のラベルや包装の形態および製品のコーディン
グ/賞味期限日付システムの信頼性を確認 

・ 鍵つきの、あるいは封印可能な車両/コンテナ/鉄道車両を要請。封印可能な場合に
は、サプライヤーから封印シールナンバーを取得し、受領時に確認。政府当局の検
査や多段階の配送の結果として封印シールが破損した場合に生産・流通・加工過程
の管理認証を維持する協定を締結 

・ 運送業者に積荷の位置を常時確認できるよう要請  
・ 配送スケジュールを確立。説明なく予定外の配送についてはその受領を拒否。積荷

の遅延や紛失を調査  
・ 休日の配送も含め、納入資材の積み下ろしを常に監視 
・ 受領前にサンプリング検査が実施される可能性を考慮しつつ、納入製品・数量と、

発注製品・数量や、送り状や船積み書類に記載された製品・数量との整合性を確認 
・ 改竄のおそれのある船積み書類を調査 
・ 毒物混入や汚染、損傷の徴候あるいは偽造等の不正商品がないか、納入資材や研究

開発用資材を検査 
・ 納入資材や研究開発用資材に対するテロ行為等を察知するための試験用の資機材を

評価 
・ 疑わしい食品の拒絶 
・ テロ行為等や偽造等の不正商品の徴候･形跡を警察や公衆衛生当局に通報 

 保管 ・ 汚れ、破損のあった製品や返品、再生品が危険にさらされる、あるいは他の製品を
危険にさらす可能性を最小化するための、受領、保管、取扱いに関するシステムの
導入 

・ 納入資材や使用中の資材を常に監視 
・ 在庫の紛失や増加その他想定外の異常事態を調査し、警察や公衆衛生当局に未解決

の問題を報告 
・ 製品ラベルを安全な場所に保管し、賞味期限切れの製品や処分品のラベルを破棄 
・ コンテナや出荷包装、カートン等の再利用を最小化 

 水道その他供給
関係のセキュリ
ティ 

・ 空調、水道、電気および冷蔵の管理系統へのアクセスを制限  
・ 非公共の井戸、給水栓、貯蔵および取扱い施設のセキュリティを確保 
・ 水道システムやトラックに逆流防止弁が備わっていることを確認 
・ 水道システムを塩素殺菌し、塩素設備を監視 
・ 非公共水源を定期および不定期に検査し、検査結果の変化に注意を払う 
・ 公共水道の供給者問題に関するメディアの警告に注意しておく  
・ 緊急時の飲用水の代替的供給源を把握 
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 最終製品 ・ 公共の貯蔵倉庫や船積みのオペレーション（車両や船舶）が適切なセキュリティ措
置を講じていることを確認  

・ 保管施設、車両および船舶の無作為な検査の実施 
・ 最終製品に対するテロ行為等を察知するための試験用の資機材を評価  
・ 鍵つきの、あるいは封印可能な車両/コンテナ/鉄道車両を要請し、荷受人にシール

ナンバーを発行  
・ 運送業者に積荷の位置を常時確認できるよう要請 
・ 荷物の積み込みスケジュールを確立。説明なく予定外の積み込みを拒否。  
・ 最終製品の輸送を追跡監視 
・ 在庫の紛失や増加その他想定外の異常事態を調査し、適宜、警察や公衆衛生当局に

未解決の問題を報告 
・ 販売担当従業員に偽造等の不正商品に目配りし、何か問題を察知した場合には管理

職に通報するようアドバイス 

 郵便物/小包 ・ 郵便物や小包のセキュリティの確認手続きを実施（郵便仕分け室を食品加工・保管
エリアから離れた場所に設置、郵便仕分け室のセキュリティ確保、目視あるいは X
線による郵便物/小包の検査など） 

 コンピューター
システムへのア
クセス 

・ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセスを許可者に
制限 

・ 従業員の退職時等におけるコンピューターアクセス権の削除 
・ コンピューターのデータ処理に係るトレサビリティシステムの確立 
・ ウイルス防止システムや重要なコンピューターベースのデータシステムのバックア

ップ手順の妥当性の見直し  
・ コンピューターセキュリティシステムの有効性の確認 

※同ガイダンスの付録として付属のチェックリストにおいては、「施設＞研究所の安全性確保」、「オペレーション＞
水道その他供給関係のセキュリティ」、「オペレーション＞郵便物/小包」項目は含まれていない。（ガイダンス本編
の「推奨事項」には上記の通り含まれている。） 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
分担研究報告書 

 
食品テロの早期察知への PMM の活用可能性に関する実証実験 

 
研究分担者 岡部信彦（川崎市健康安全研究所・所長、 

国立感染症研究所感染症情報センター・客員研究員） 
研究代表者 今村知明（奈良県立医科大学 健康政策医学講座・教授） 

 
研究要旨 

 
A．研究目的 
本研究は、インターネットを通じて食品等の

商品の受発注を行う生協組合員をモニターとし

て、インターネットアンケートによって得られ

た健康調査データと、モニターの商品購入デー

タを組み合わせることで、健康被害の発生の早

期発見のための食品 PMM 手法を開発、検証す

ることを目的とする。 
開発手法の検証については、分析対象期間の

中で健康被害の疑いが強い食品候補について、

発症者の年齢や発症時期などの詳細を確認する

ことで、特定の食品の購入者群に発生した健康

被害であるか否かを評価する。 
今年度は特に、手法の実用性を向上するため、

細菌性の食中毒が増加しやすい夏季における

PMM の実行可能性を検証することを主眼に取

り組んだ。 
 

B．研究方法 
１．健康調査 
１．１ 概要 
インターネットを活用し、国民から直接的に

リアルタイムで健康情報を収集する健康調査は、

「通信連絡機器を活用した健康危機情報をより

本研究では、販売した食品の喫食による健康被害の発生の早期発見のための手法として、食品の

市販後調査（PMM: Post Marketing Monitoring）による食中毒などの急性疾患発生を早期発見す

る手法と、原因食品と個別商品名や販売日をスクリーニングする手法を開発し、検証した。 
食品の PMM は、調査対象者の健康情報と食品購入リストがあれば、ある種類の食品の購入者に、

健康被害が起きているかどうかをモニタリングすることが可能となる。そこで、本研究では、食品

の PMM に活用可能な健康調査のデータとして、2013 年度の「食品テロの早期察知に向けた PMM
の活用可能性に関する検証」（研究代表者：今村知明）において収集したパルシステム東京および

コープこうべにおける生協組合員のモニターデータを活用した。具体的には、2013 年 5 月 16 日か

ら 9 月 20 日の期間でインターネットアンケートにより収集した健康調査データ、および同期間に

おける健康調査モニターの生協での商品購入データを組み合わせて食品 PMM の分析を実施した。

分析手法については、医薬品副作用 PMM におけるシグナル検出方法をもとに昨年度検討した食品

PMM の手法に、米国 CDC で実施されている早期異常探知システム（EARS）の手法などを組合せ

て 2012 年度までに構築した枠組みを適用し、これまでに対象期間とした 1～4 月ではなく、夏季を

対象期間とした分析に焦点を当てて検討した。 
1968 世帯、総勢 6007 名のデータについて 2 週間おきに分析を行い、健康被害疑いがある食品が

検出された場合には早期の対応を図れる体制を確保した。結果として対象期間中に健康被害疑いが

ある食品は検出されなかったが、細菌性の食中毒が増加しやすい夏季においても PMM の実施が実

現可能であることが確認された。 
また、新年度は昨年度と同様にコープこうべのモニターデータを活用し、過年度と同様の枠組み

での PMM データ収集を開始する予定である。 
PMM データの分析にあたっては㈱三菱総合研究所が支援した。 
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迅速に収集する体制の構築及びその情報の分析

評価に関する研究」（研究代表者：今村知明）（以

下、「PC サーベイ」）において確立された手法

である。 
本研究では、2013 年度に実施された「食品防

御の具体的な対策の確立と実行検証に関する研

究」（研究代表者：今村知明）の中で行われた「食

品テロの早期察知へのPMM の活用可能性に関

する検証」において収集したデータを利用した。

これは、日本生活協同組合連合会（以下、日本

生協連）、生活協同組合パルシステム東京（以下、

パルシステム東京）、生活協同組合コープこうべ

（以下、コープこうべ）の協力を得て、インタ

ーネットを通じて商品の受発注を行う生協組合

員をモニターとして活用し、上記研究において

独自に構築したインターネットアンケートシス

テムによって実施・収集した健康調査のデータ

である。 
また、新年度はコープこうべの協力を得て、

2009～2013 年度と同様、モニターデータを活

用し、同様の枠組みで健康調査を実施予定であ

る。 
 
１．２ 2013年度生協組合員モニターを活用し

た健康調査の調査方法 
本研究において、食品 PMM 手法の開発、検

証に用いたデータは、2013 年度の「食品テロの

早期察知へのPMM の活用可能性に関する検証」

で得られた健康調査データを利用したものであ

る。その調査方法等は2011年度と同様であり、

既に「PC サーベイ」の報告書で報告済である。

ここでは健康調査の調査方法等をあらためて以

下に示す。 
 

１．２．１ 調査対象 
健康調査の調査対象は以下のとおりである。 

(１)  パルシステム東京 
パルシステム東京のインターネットを通じ

て商品の受発注を行う組合員のうち、東京都内

全域（島しょ部を除く）を対象とした。 
(２)  コープこうべ 
インターネットを通じて商品の受発注を行

うコープこうべの組合員（コープこうべネット

の e ふれんず会員）で、兵庫県、および 京都府

京丹後市、大阪府（豊中市、池田市、箕面市、 

豊能郡、茨木市、高槻市、吹田市、摂津市、

島本町、大阪市東淀川区、淀川区、西淀川区）

在住者。 
 
１．２．２ 調査項目 
健康調査の調査項目は以下のとおりであり、

パルシステム東京とコープこうべの双方で共通

である。 
・下痢・嘔吐などの症状で病院を受診したか否

か、薬を服用したか否か。 
・インフルエンザと診断されたか否か。 
・熱中症と診断されたか否か。 
・各症状（17 項目）の有無：微熱 38.5 度未満、

高熱 38.5 度以上、鼻水、咳、下痢、嘔吐、胃

痛または腹の痛み、けいれん、目のかゆみ、

発疹、熱中症症状、頭痛、のどの痛み、くし

ゃみ、皮膚のかゆみ、めまい、不眠。 
 
１．２．３ 調査実施プロセス 
健康調査の実施プロセスは、パルシステム東

京とコープこうべの双方で共通であり、モニタ

ー募集とモニター登録、症状の回答（調査本体）、

最終アンケートの４段階で実施した。 
(１)  モニター募集 
商品受発注システムに設置するバナーや、パ

ルシステム東京・コープこうべが組合員に送信

しているメールニュースにて周知し、協力を依

頼した。モニターとして健康調査にご協力いた

だける組合員はバナーやメールニュースに記載

したリンク先からモニター登録システムにアク

セスし、モニター登録を行う形態とした。 
(２)  モニター登録 
日本生協連が管理するインターネットアン

ケートシステムのモニター登録システムにおい

て、連絡用メールアドレス（ID を兼ねる）、サ

ブメールアドレス（携帯メール可）、パスワード、

組合員番号、居住地（市区町村まで）、モニター

を含む世帯構成員の情報（年齢、性別）、リマイ

ンドメールの間隔（毎日、隔日、２日おき）等

の情報をご登録いただいた。アンケートは遡っ

て 7 日間分の回答が可能である。なお、これら

の情報項目については、これらの登録情報から

モニター個人を特定できることのないよう配慮

した（個人情報に該当しない）。 
また、登録時には、健康調査にのみ協力する
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か（グループ A）、健康調査への協力とともに、

健康調査実施期間中の加入生協におけるインタ

ーネットを通じた商品購入データの提供にも協

力するか（グループ B）の同意確認を行った。 
(３)  症状の回答 
日本生協連が管理するインターネットアン

ケートシステムにおいて、登録モニターに世帯

構成員の調査対象症状等の有無をご回答いただ

いた。 
(４)  最終アンケート 
日本生協連が管理するインターネットアン

ケートシステムにおいて、登録モニターに健康

調査終了後のアンケート調査にご回答いただい

た。 
 
１．２．４ 調査スケジュール 
(１)  パルシステム東京 
・2013/4/18～2013/5/13 モニター登録申込み 
・5/16 本調査開始 
・9/20 調査終了 
・9/27～10/10 最終アンケート実施 
(２)  コープこうべ 
・2013/4/18～2013/5/13 モニター登録申込み 
・5/16 本調査開始 
・9/20 調査終了 
・9/27～10/10 最終アンケート実施 
 
１．２．５ 謝礼 
(１)  パルシステム東京 
登録者に謝礼として、調査を途中でやめなか

った方に調査終了時に 500 ポイント（500 円相

当）を付与した。 
(２)  コープこうべ 
登録者に謝礼として、e-ポイントを登録時に

300 ポイント（300 円相当）付与した。調査を

やめなかった方には調査終了時に200ポイント

（200 円相当）を付与した。 
 
１．３ 新年度生協組合員モニターを活用した

健康調査の調査方法 
前節と同様の方法により、新年度にも健康調

査を実施する。ここで収集されるデータは、今

年度の収集データと併せ、分析に利用する予定

である。 
新年度において実施予定している健康調査

の概要は以下の通りである。 
 

１．３．１ 調査対象 
健康調査の調査対象は以下のとおりである。 

コープこうべ 
インターネットを通じて商品の受発注を行

うコープこうべの組合員（コープこうべの e ふ

れんず会員）で、兵庫県、および 京都府京丹後

市、大阪府（豊中市、池田市、箕面市、 
豊能郡、茨木市、高槻市、吹田市、摂津市、

島本町、大阪市東淀川区、淀川区、西淀川区）

在住者。 
 
１．３．２ 調査項目 
健康調査の調査項目は 2013 年度の健康調査

と同様に以下のとおりである。 
・下痢・嘔吐などの症状で病院を受診したか否

か、薬を服用したか否か。 
・インフルエンザと診断されたか否か。 
・熱中症と診断されたか否か。 
・各症状（17 項目）の有無：微熱 38.5 度未満、

高熱 38.5 度以上、鼻水、咳、下痢、嘔吐、胃

痛または腹の痛み、けいれん、目のかゆみ、

発疹、熱中症症状、頭痛、のどの痛み、くし

ゃみ、皮膚のかゆみ、めまい、不眠。 
 
１．３．３ 調査実施プロセス 
健康調査の実施プロセスは、2009 年度～

2013 年度と同様にモニター募集とモニター登

録、症状の回答（調査本体）、最終アンケートの

４段階で実施する。 
 

１．３．４ 調査スケジュール 
以下の同スケジュールで調査を実施予定で

ある。（本報告書執筆時点においてはシステム準

備中） 
・2014.４月下旬 システム運用開始、バナー設

置 
・４月下旬～５月中旬 モニター募集 
・５月中旬 健康調査実施 
・９月末 調査終了予定 
・10 月上旬 最終アンケート実施 
 



6-4 

１．３．５ 謝礼 
(１)  コープこうべ 
登録者に謝礼として、e-ポイントを登録時に

300 ポイント（300 円相当）、調査をやめなかっ

た方には調査終了時に 200 ポイント（200 円相

当）を付与する予定である。なお、登録者は先

着 1,000 名を予定している。 
 
２．食品の市販後調査 
本研究における食品の PMM は、2013 年度

の「食品テロの早期察知への PMM の活用可能

性に関する検証」で得られたモニターの健康調

査データを活用し、モニターの商品購入データ

と組み合わせて実施するものである。これが本

研究の核を成すパートである。 
 

２．１ 背景と過年度の取組み 
食品の市販後調査（PMM）は、Codex にお

いてトレーサビリティと並び記載されており、

販売後の健康被害を少しでも喰い止めるべく迅

速に対応する方法である。しかし、その実効性

の難しさと費用の大きさから、なかなか受け入

れられるに至っていない現状があった。 
しかし、PC およびインターネットの普及を

受けて開発されたインターネット調査の手法に

より、調査対象者の健康情報を従来よりも容易

に得ることが可能になってきた。調査対象者の

健康情報と食品購入リストがあれば、ある種類

の食品の購入者に、健康被害が起きているかど

うかをモニタリングすることが可能となる。 
そこで本研究では、健康調査データと商品購

入データを用いて、これを統計分析することで、

食品による健康被害の早期発見を目指す枠組み

を構築し、調査データにおける健康被害の発生

有無の評価を実施する。 
2010 年度は構築した枠組みにより、食品

PMM の実現可能性を確認した。2011 年度は手

法を高度化するため、米国 CDC で実施されて

いる早期異常探知システム（EARS）1などを組

み合わせ、食中毒など健康被害の急性疾患発生

が疑われる食品候補を早期に発見する手法、お

よび原因食品と個別食品名や販売日をスクリー

ニングする手法を構築した。食品候補を段階的

                                                  
1 http://www.bt.cdc.gov/surveillance/ears/ 

に絞り込むことでシグナル検出の精度向上を図

り、その実効性を評価できるようになった。

2012 年度は手法のリアルタイム性向上をめざ

し、従来 1 月ごとであった分析サイクルを 2 週

間ごとに縮め、またこれを円滑に実現するため

の手法及び体制構築について検討した。そして

2013 年度は、これまでに対象期間とした 1～4
月ではなく、細菌性の食中毒が増加しやすい夏

季を対象期間とした分析に焦点を当て検討した。 
 
２．２ 食品 PMM 手法 
本研究では、医薬品 PMM のシグナル検出手

法にもとづき 2010～2012 年度に開発してきた

食品 PMM 手法を用いる。同手法により、健康

被害の疑いを早期に発見し、原因として疑われ

る食品候補を段階的にスクリーニングすること

ができる。 
分析用データの作り方に関する詳細は 2010

年度の分担報告書に詳しいためここでは割愛す

る。また、具体的な食品分析手法に関する詳細

は 2011 年度の分担報告書に詳しいためここで

は割愛し、概要のみ以下に記載する。 
スクリーニングの実施フローを図 １に示す。

フローは次の 3つの Step で構成される。なお、

ある日にある症状について少なくとも１人の有

症状者が発生した世帯を「有症状世帯」とする。 
各 Step のスクリーニング基準を表 1 に示す。 

 
表 1 スクリーニング基準 

分析手順 スクリーニング基準 
Step1 
(EARS) 

C1 > 2、C2 > 2、C3 > 2 のいずれかを
満たし、かつ当該検出日に症状を報告
した世帯のうち、3 世帯以上が購入し
ていた食品 
※20 分割データはさらに「EARS の値
が 2.5%以上」を条件に追加 

Step2 
(オッズ比) 

Odds(-) >= 1、n11 > 3、組合員 ID 数 > 
1 の 3 条件を全て満たす食品のうち、
Odds(-)の値が上位 10 位以内の食品 

Step3 
(散布図) 

世帯内発症、下痢と嘔吐の同時発症な
どの状況から個別判断 

 
食品PMM手法では3段階のStepを通じて、

健康被害疑いがある食品を抽出する。各 Step
の概要は次のとおり。 

 
 



○Step 1
EARS
た日を特定

食品を抽出

 

 
オッズ比順位表の作成例を

 

食品名
1. 麺類 A

2. 生鮮食品

3. 加工食品

4. … 

5. … 

 
○Step 3

世帯での発症状況を時系列に並べた散布図

で分析し、世帯内同時発症の有無、下痢・嘔

吐の同時発症の有無

補を絞り込

表 3 に示す。

組合員 
ID 

137 

501 

※M：男性、

△：下痢のみ、▲：嘔吐のみ、●：下痢・嘔吐

Step 1：EARS による

EARSを用いて有症状世帯数が急激に増加し

日を特定し、当該日に

を抽出する。

オッズ比順位表の作成例を

表 2 オッズ比順位表の例
食品名 
A 

生鮮食品 B 

加工食品 C 

Step 3：散布図による発症状況確認

の発症状況を時系列に並べた散布図

で分析し、世帯内同時発症の有無、下痢・嘔

吐の同時発症の有無

補を絞り込みアラート

に示す。 
表 3 

性別 
/年齢 10 11

M31  

F31  

F8  

M4  △

M47  

F43  

M12  

M8  

：男性、F：女性、数字：年齢

△：下痢のみ、▲：嘔吐のみ、●：下痢・嘔吐

による早期発見

を用いて有症状世帯数が急激に増加し

、当該日に同世帯が喫食可能

。 

図 １

オッズ比順位表の作成例を表 2

オッズ比順位表の例
Odds Odds(
4.29 

2.10 

1.82 

… …

… …

：散布図による発症状況確認

の発症状況を時系列に並べた散布図

で分析し、世帯内同時発症の有無、下痢・嘔

吐の同時発症の有無などを確認、原因食品候

みアラートを出す。

 散布図の例
日にち（1

11 12 13 14

   

   

   ▲

△ △ ● △

   

   

   

  ● ●

：女性、数字：年齢

△：下痢のみ、▲：嘔吐のみ、●：下痢・嘔吐

早期発見 
を用いて有症状世帯数が急激に増加し

世帯が喫食可能

１ スクリーニング

2 に示す。 

オッズ比順位表の例 
Odds(-) n11 ID

3.10 15 

1.92 9 

1.65 28 

… … 

… … 

：散布図による発症状況確認 
の発症状況を時系列に並べた散布図

で分析し、世帯内同時発症の有無、下痢・嘔

を確認、原因食品候

散布図の例を

散布図の例 
1 月） 

14 15 16 17

   

   

▲ ▲  

△ △  

   

   

   

● ● ● △

：女性、数字：年齢 

△：下痢のみ、▲：嘔吐のみ、●：下痢・嘔吐
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を用いて有症状世帯数が急激に増加し

世帯が喫食可能な

○Step 2
Step 1
オッズ比

位

スクリーニング（全体）

ID数 
7 

3 

16 

… 

… 

の発症状況を時系列に並べた散布図

で分析し、世帯内同時発症の有無、下痢・嘔

を確認、原因食品候

散布図の例を

17 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

△：下痢のみ、▲：嘔吐のみ、●：下痢・嘔吐 

 
C．

１．

１．１

「

性に関する検証

けるモニターの登録

は、

モニター

めて計

グループ

ター

計 2,9
ム東京および

ーは、合計

 
１．２

新

状況は、本報告書執筆時点では、

で、

登録のためのシステムを準備中である。

 
２．

健康調査、および当該期間の

用い

のスクリーニング

症状は下痢と嘔吐の

東京と

Step 2：オッズ比によるスクリーニング

Step 1 で抽出された食品

オッズ比を計算、

位 10 位以内

（全体）の実施フロー

．研究成果 
１．健康調査 
１．１ 2013 年度健康調査

「食品テロの早期察知への

性に関する検証

けるモニターの登録

は、グループ A
モニター987 世帯

めて計 3,056 名）

グループ A モニター

ター981 世帯、合計

2,951 名）であった

ム東京およびコープこうべ

ーは、合計 1,968
 

１．２ 新年度健康調査

新年度の健康調査におけるモニターの登録

状況は、本報告書執筆時点では、

、1,000 世帯の募集定員

登録のためのシステムを準備中である。

 
２．食品の市販後調査

健康調査、および当該期間の

用い、健康被害の早期発見および原因食品候補

のスクリーニング

症状は下痢と嘔吐の

東京とコープこうべ

：オッズ比によるスクリーニング

で抽出された食品

計算、オッズ比の

位以内の食品を抽出

の実施フロー 

 
 
年度健康調査

食品テロの早期察知への

性に関する検証」の 2013
けるモニターの登録数は、

A モニター13
世帯、合計 1,00
名）であった。

モニター19 世帯

、合計 1,000
であった。すなわち、

コープこうべ

68 世帯のモニター

年度健康調査 
の健康調査におけるモニターの登録

状況は、本報告書執筆時点では、

世帯の募集定員

登録のためのシステムを準備中である。

市販後調査の活用

健康調査、および当該期間の

、健康被害の早期発見および原因食品候補

のスクリーニングを実施した。

症状は下痢と嘔吐の 2 つである。

コープこうべでは別々に分析

：オッズ比によるスクリーニング

で抽出された食品および日を対象に

オッズ比の 95%下限値が上

食品を抽出する。 

年度健康調査 
食品テロの早期察知へのPMM の活用可能

3 年度の健康調査にお

、パルシステム東京

13 世帯、グループ

1,000 世帯（家族を含

。コープこうべ

世帯、グループ

1,000 世帯（家族を含めて

すなわち、パルシステ

コープこうべのグループ

モニターが登録された

の健康調査におけるモニターの登録

状況は、本報告書執筆時点では、コープこうべ

世帯の募集定員を見込んでモニター

登録のためのシステムを準備中である。

活用可能性の検討

健康調査、および当該期間の食品購入情報を

、健康被害の早期発見および原因食品候補

を実施した。分析対象とする

である。パルシステム

別々に分析し、アラー

：オッズ比によるスクリーニング 
および日を対象に

下限値が上

 

の活用可能

健康調査にお

パルシステム東京で

、グループ B
（家族を含

コープこうべでは、

、グループ B モニ

（家族を含めて

パルシステ

グループBモニタ

が登録された。 

の健康調査におけるモニターの登録

コープこうべ

を見込んでモニター

登録のためのシステムを準備中である。 

可能性の検討 
購入情報を

、健康被害の早期発見および原因食品候補

分析対象とする

パルシステム

、アラー
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トも別々に提示した。 
 
２．１．１ Step1：EARS によるスクリーニン

グ結果 
全食品を対象に EARS を算出したところ、下

痢と嘔吐の有症状世帯が過去のトレンドに比べ

大きく増加した日として、2013 年 5 月 16 日か

ら 9 月 20 日までの計 128 日間のうち、表 4 に

示す日数が検出された。20 分割合計は、食品を

20 分割して作成した各グループについて

EARS 計算を行い検出された日の総和であり、

全食品に比べて感度が高くなっている。なお、

すべての分割グループにおいて、全食品を対象

とした場合とは異なる日も検出された。 
 

表 4 EARS による検出日数 
 東京 神戸 

下痢（全食品） 22 28 

下痢（20 分割合計） 23 25 

嘔吐（全食品） 21 31 

 
対象食品の総数はパルシステム東京が 8,816

品目、コープこうべが 10,667 品目。このうち

Step1 の検出基準で絞り込まれた食品数は表 5
のとおりである。 
 

表 5 Step1 で抽出された原因食品候補数 
 東京 神戸 

下痢（全食品） 1,394 1,093 

下痢（20 分割合計） 2,456 2,560 

嘔吐（全食品） 936 0 

 
２．１．２ Step2：オッズ比によるスクリーニ

ング結果 
 Step1 のスクリーニングを通過した原因食品

候補について、EARS 検出日を起点としてオッ

ズ比を計算した結果の一部を表 6、表 7 に示す。

なお、ここに示す食品名は匿名化のために個別

の商品名を丸めたもので、食品群を表すもので

はない。集計は個別の食品ごとに行っている。 
 
 
 
 

表 6 オッズ比順位表 
（パルシステム東京、上位 3 食品） 

食品名 Odds Odds(-) n11 
下痢（全食品）の順位 
1. 鶏肉（冷凍） 5.32 2.67 11 
2. チョコレート 5.53 2.59 9 
3. ジュース 4.33 2.28 12 
下痢（20 分割計）の順位 
1. ジュース 3.78 1.87 10 
2. アイス 2.99 1.72 16 
3. 無洗米 2.74 1.52 14 
嘔吐（全食品）の順位 
1. 魚加工品 10.5 4.16 6 
2. 豚肉（冷凍） 4.13 2.08 13 
3. お菓子 4.75 2.08 7 

 
表 7 オッズ比順位表 

（コープこうべ、上位 3 食品） 
食品名 Odds Odds(-) n11 

下痢（全食品）の順位 
チョコレート 6.94 3.2 9 
油 4.21 2.32 14 
ハム 3.31 2.17 30 
下痢（20 分割計）の順位 
チョコレート 6.94 3.2 9 
油 4.21 2.32 14 
トマト缶 3.4 1.99 17 
嘔吐（全食品）の順位 
（該当なし）    

 
パルシステム東京とコープこうべを合わせ

ると、Odds(-)の上位 3 食品は、下痢では「鶏肉

（冷凍）」、「チョコレート」、「野菜ジュース」、

嘔吐では「魚加工品」、「豚肉（冷凍）」、「お菓子」

であった。 
 

２．１．３ Step3：散布図による詳細分析結果 
各食品について、散布図により時系列の詳細

な発症状況を確認した。具体的には、同時期に

複数家族での発症、同一家族内での複数名発症、

同じ人物での下痢と嘔吐同時発症、などを評価

した。継続して 2 週間おきに分析を実施した。 
その結果、パルシステム東京について、「ス

イートポテト」、「骨ぬきさばみりん干し」の 2
食品で下痢・欧と症状の家族内発生が複数見ら

れたことから、食中毒の可能性も考慮し健康被

害の可能性を生協連へ報告した、いずれの場合

も、関連する苦情などの問い合わせがないこと

などから、アラートを出し追跡調査まで行うに
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は至らなかった。コープこうべでは健康被害の

可能性が疑われる食品は検出されなかった。 
 

D．考察 
１．健康調査 
新年度の調査でも十分な人数の登録が想定

され、有意義な分析が実施できる見込みである。 
 
２．食品の市販後調査の活用可能性の検討 
本手法で検出することのできる原因食品候

補は、有症状世帯数が過去のトレンドに比べ急

に増加した日にその有症状世帯が喫食可能であ

った食品（Step1）のうち、当該食品を購入し

ていない世帯に比べて有症状世帯の割合が特に

高い食品（Step2）の中で、有症状世帯の発症

状況と喫食との関係が否定できない食品

（Step3）である。ただし、検出された食品は

今回の分析データに限って得られる結果に過ぎ

ず、この結果をもってそのまま、危険な食品が

抽出された、と解釈することはできない。同様

に、表 6 および表 7 に示した数値もその食品

の危険度を示すものではない。提案した手法に

より検出された原因食品候補と健康被害疑いと

の関係の有無を判断するためには、過去のデー

タを追う、季節による健康状態の特性や食品の

特性、喫食方法といった他の情報を加える、購

入者からのクレームの有無を確認する、出荷前

の検査結果を確認する、等のより詳細な分析が

必要である。 
今年度は細菌性の食中毒が増加しやすい夏

季を対象に食品市販ご調査を実施することで、

残存食品の食中毒菌調査など日本生協連による

追跡調査を含めた対応を、食中毒の増加が想定

されるシーズンにも実行できるよう体制を検討

した。 
その結果、開発した食品PMM 手法によって、

パルシステム東京とコープこうべで、夏季にお

いてもそれぞれ 1 週間おき（1 つの生協では 2
週間おきで、これを交互）の分析が可能である

ことが確認された。 
アラート提示のための散布図による分析、そ

の後の追跡調査などはまだ人手による部分も大

きいため、アラートが増えると分析チームの負

荷が増大し、対応しきれなくなる恐れがある。

今回の検討では、分析チームが散布図分析を行

う対象をオッズ比の順位で絞り込むことにより

負荷を平準化できること、追跡調査を求めるア

ラートが夏季においても対応可能な数におさま

る可能性があることが確認された。 
調査結果について、パルシステム東京および

コープこうべ向けに作成した概要報告書を別紙

1、別紙 2 として末尾に示す。 
 
E．結論 

2013 年度に、日本生協連を通じて、パルシス

テム東京およびコープこうべの協力を得て実施

した「食品テロの早期察知への PMM の活用可

能性に関する検証」で収集された健康調査デー

タ、および調査に参加した世帯の商品購入デー

タを用いて、医薬品 PMM の分野で適用されて

いる枠組みや手法に、米国 CDC で利用されて

いる EARS の手法などを組み込んで開発した、

食品による健康被害の早期発見・スクリーニン

グ手法による分析を試行した。 
実用性の観点から、細菌性の食中毒が増加す

ると想定される夏季における手法適用可能性の

検証を行い、その有効性を実証した。アラート

提示のための散布図による分析の負荷を平準化

する仕組みがうまく機能することを確認した。

またその後の追跡調査についても、食中毒が増

加すると予想される夏季であってもアラートが

対応可能な数におさまる可能性があることが確

認された。 
今後はより長期間での運用実証などを通じ、

継続しやすい実用的なリアルタイムアラート手

法などを検討していく必要がある。 
 

F．研究発表 
１．論文発表 
Hiroaki Sugiura, Manabu Akahane, Yasushi 
Ohkusa, Nobuhiko Okabe, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Harumi Bando, Tomoaki 
Imamura. Prevalence of Insomnia Among 
Residents of Tokyo and Osaka After the 
Great East Japan Earthquake: A Prospective 
Study. interactive Journal of Medical 
Research. 2013;18;2(1):e2. 
 
Tomomi Sano, Manabu Akahane, Hiroaki 
Sugiura, Yasushi Ohkusa, Nobuhiko Okabe, 
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Tomoaki Imamura. Internet survey of the 
influence of environmental factors on human 
health: environmental epidemiologic 
investigation using the Web-based Daily 
Questionnaire for Health. International 
Journal Of Environmental Health Research. 
2013 Jun;23(3):247-257. 
 
Harumi Bando, Hiroaki Sugiura, Yasushi 
Ohkusa, Manabu Akahane, Tomomi Sano, 
Noriko Jojima, Nobuhiko Okabe, Tomoaki 
Imamura. Association between first airborne 
cedar pollen level peak and pollinosis 
symptom onset: a web-based survey. 
International Journal Of Environmental 
Health Research. 2014. 
 
神奈川芳之、赤羽学、今村知明. 第１編 食品

衛生管理と食の安全 第６章 フードディフェ

ンスという概念. 美研クリエイティブセンタ

ー 編集. 微生物コントロールによる食品衛生

管理 －食品の安全・危機管理から予測微生物

の活用まで－. 2013;p.91-108. 
 
今村知明. 食品防御から見たバイオリスク認

知・バイオリスク評価・バイオリスクマネジメ

ントの考え方と食品バイオテロに対する食品防

御による対応. JBSA ニュースレター. 2013 
Apr;3(1):21-28. 
 
神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長谷川専、

山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山本茂貴. 
食品汚染防止に関するチェックリストを基

礎とした食品防御対策のためのガイドライ

ン の 検 討  Tentative Food Defense 
Guidelines for Food Producers and 
Processors in Japan. 日本公衆衛生雑誌. 
2014 Feb;61(2):100-108. 
 
今村知明 他. 食品保健. 医療情報科学研

究所 編集. 保健・医療・福祉・介護スタッ

フの共通テキスト 公衆衛生がみえる . 
2014 Mar;p.302-319. 
 
今村知明、神奈川芳行 他. 第５章 社会に

おける対応の現状と対策 １．アレルギーの

表示の現状と対策. 中村 丁次 他編. 【第

２版】食物アレルギーＡtoＺ 医学的基礎知

識 か ら 代 替 食 献 立 ま で .  2014 
Mar;p.151-159. 
 
 
２．学会発表 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県総

合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学会総

会. 杉浦弘明、赤羽学、鬼武一夫、今村知明. 
花粉症シーズンにおけるアトピー性皮膚炎患者

の皮膚症状の日々の発生頻度の検討.  
 
2013 年 10 月 23 日～25 日（三重県、三重県

総合文化センター）第 72 回日本公衆衛生学

会総会. 神奈川芳行、赤羽学、今村知明、長

谷川専、山口健太郎、鬼武一夫、高谷幸、山

本茂貴. 食品防御対策に関する諸外国や国

際組織における検討状況とその対策. 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
無し 
 

２．実用新案登録 
無し 
 

３．その他 
無し 
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別紙１ 

   

 2013 年 11 月 12 日 

インターネットを活用した健康調査報告（概要） 

 

生活協同組合パルシステム東京様 

  
 

  

奈良県立医科大学 健康政策医学講座 

今村 知明 

赤羽  学 

杉浦 弘明 
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別紙１ 

生活協同組合パルシステム東京様  

 

この度は、平成 25 年度「インターネットを活用した健康調査」に御協力いただき誠にあり

がとうございます。また、日々の健康状態を入力いただいた組合員様にも深く感謝いたしま

す。 

つきましては、調査概要の速報について御報告いたします。 

 

 

▽日々健康調査の概要   

■調査主体  生活協同組合パルシステム東京 

 

■モニター募集対象 生活協同組合パルシステム東京の組合員のうち 

募集定員 1,000 名 

 

■調査機構  奈良県立医科大学健康政策医学講座 

    今村知明、赤羽学、杉浦弘明 

 

■調査期間 

・モニター登録の申込み期間 

平成 25 年 4月 18 日～平成 25 年 5月 13 日 

健康調査アンケートの実施と登録募集に関するメールマガジンを配信 

 

・本調査の期間 

平成 25 年 5月 16 日 ～ 9 月 20 日 

 

・最終アンケートの回答期間 

平成 25 年 9月 27 日 ～ 10 月 10 日 

 

■モニター登録された組合員様への謝礼 

 ・調査終了後に 500 ポイントを付加する。 

  （ただし、途中でモニターをやめた方にはポイント付与はなし。） 
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別紙１ 

■調査ご協力数 

・モニター登録いただいた組合員数 

1,000 名 （家族を含めて計 3,092 名） 

Ａグループ（健康調査のみ） 

： 13 名 （家族を含めて計 36 名） 

Ｂグループ（健康調査および市販後調査） 

： 987 名 （家族を含めて計 3,056 名） 

 

・日々健康調査の回答組合員数 

929 名 （家族を含めて計 2,878 名） 

 

・日々健康調査の回答のべ数（家族を含めて） 

292,120 名 

Ａグループ（健康調査のみ） 

： 3,700 名 

Ｂグループ（健康調査および市販後調査） 

： 288,420 名 

 

・最終アンケートの回答組合員数 

801 名 （家族を含めて計 2,470 名） 

 

■調査項目 

 

1）モニター登録 

・グループＡまたはグループＢを選択し同意していただく。 

グループＡ：日々の健康状態・症状等に関するアンケート調査に御協力い

ただける方 

グループＢ：グループＡの健康調査に関するアンケートに加え、食品市販

後調査（PMM）に使用する商品購入情報の提供に御協力いただ

ける方 

 

・本人および家族の年齢、性別等の登録 

 

2）本調査 

・日々の症状等の入力 

下痢・嘔吐などの症状で病院を受診したまたは薬を服用した 

インフルエンザと診断された 

熱中症と診断された 

各症状（17 項目）の有無 

（微熱、高熱、鼻水、咳、下痢、嘔吐、胃痛または腹の痛み、けいれん、 

目のかゆみ、発疹、熱中症症状、頭痛、のどの痛み、くしゃみ、皮膚のか 

ゆみ、めまい、不眠） 
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別紙１ 

3）最終アンケート 

・日常の環境に関して 

オール電化、浄水器、食洗機、加湿器、空気清浄機の使用状況等 

・症状や健康面に関して 

黄砂の飛来による体調の変化等 

・健康調査の感想 など 
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別紙１ 

▽ＰＭＭ調査の概要   

 

２週おきに、グループＢに登録された組合員の商品購入リストをパルシステム東京より提

供いただき、賞味期限に基づき喫食可能食品を割り出す。 

その商品と各組合員が日々入力された健康状態とを組み合わせ、健康被害が出ていないか

を解析し、健康被害を起こしている可能性が高い商品がないかを詳細検討する。 

検討結果は、随時奈良医大より日本生協連に報告する。 

 
■パルシステム東京 
 

 

 調査対象期間 解析終了 
EARS 検出日数（回） Odds(-) 最大値 日本生協連へ

報告 下痢 
Gp 

下痢 
Al 

嘔吐 
Al 

下痢 
Gp 

下痢 
Al 

嘔吐 
Al 

第 1報 
5 月 16 日～  
5 月 24 日 

6 月 7日 0 0 0 なし なし なし 
6 月 11 日 
問題なし 

第 2報 
5 月 16 日～  
6 月 7日 

6 月 20 日 3 2 1 1.2 1.53 なし 
6 月 24 日 
問題なし 

第 3報 
5 月 16 日～  
6 月 21 日 

7 月 4日 8 4 2 1.86 1.86 1.26 
7 月 8 日 
問題なし 

第 4報 
5 月 16 日～  
7 月 5日 

7 月 18 日 8 7 4 1.86 1.86 1.26 
7 月 22 日 
問題なし 

第 5報 
5 月 16 日～  
7 月 9日 

8 月 1日 8 9 8 1.86 1.86 2.08 
8 月 1 日～  
8 月 7日 
※1 別記 

第 5報
再解析 

5 月 16 日～  
7 月 26 日 

8 月 21 日 9 10 10 1.87 1.87 2.08 
8 月 12 日 
問題なし 

第 6報 
5 月 16 日～  
8 月 9日 

8 月 22 日 12 13 13 1.87 2.11 2.08 
8 月 26 日 
問題なし 

第 7報 
5 月 16 日～  
8 月 23 日 

8 月 29 日 17 18 13 1.87 2.67 2.0 
9 月 2 日 
問題なし 

第 8報 
5 月 16 日～  
9 月 6日 

9 月 12 日 19 22 19 1.87 2.67 2.08 
9 月 17 日 
問題なし 

第 8報
再解析 

5 月 16 日～  
9 月 6日 

9 月 19 日 23 21 21 1.87 2.67 4.16 
9 月 19 日～ 
10 月 2日 
※2 別記 

第 9報 
5 月 16 日～  
9 月 20 日 

9 月 26 日 23 21 21 1.87 2.67 4.16 
10 月 1 日 
問題なし 

第 10 報 
5 月 16 日～  
9 月 20 日 

10 月 3日 23 22 21 1.87 2.67 4.16 
10 月 7 日 
問題なし 

※第 6報は、解析が１週間遅れとなる 
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※１ 別記 スイートポテト 

下痢・嘔吐症状の家族内発生が複数見られたため、食中毒の可能性も考慮し健康被害の可能性

を報告した 

※２ 別記 骨ぬきさばみりん干し 

下痢・嘔吐症状の家族内発生が複数見られたため、食中毒の可能性も考慮し健康被害の可能性

を報告した 

 

【結果報告】 

いずれの商品も、パルシステム東京から提供された組合員のお申し出情報に特段のものがなか

ったため、購入商品による健康被害によるものではないと判断し詳細なサンプル調査等は実施し

なかった。 

 

※用語について 

・Odds(-)最大値：調査対象期間における分析対象商品リスト中のオッズ比（95％信頼区間の下

限値）の中で、最大だった値。 

・EARS 検出日数：EARS システムによって直近に対して症状の報告が急増したと判断された日数

（アラートが出された日数）。 

・Gp：分割グループ別 

・Al：対象者全体 

 

 

【到達点と課題】 

 昨年度までは冬季を中心として健康調査および食品市販後調査（ＰＭＭ調査）を実施して

きました。 

 今回は食中毒発生のリスクが高い夏季を含めて従来よりも期間を長くして調査を実施致し

ました。 

 本研究で開発を試みているＰＭＭ調査システムの長期の運用は可能であることが今回の実

施にて検証することができました。しかし、調査期間が長くなるにつれ、あるいは今回初め

て実施した夏季調査という特徴のためか、ノイズ（食中毒以外による体調不良）の影響が大

きくなることも判明し、今後の課題としてとらえることができました。 
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■データ集計速報 

1）定点あたりインフルエンザ報告数と各症状（高熱・咳） 

 

５～６月上旬にインフルエンザ報告はみられたもののその後は少なく、他の症状との関連も

なかった。 

 

 

 

2）平均気温と各症状（下痢・嘔吐・胃痛または腹痛） 

 

 

平均気温と下痢、嘔吐、胃痛または腹の痛みの間に明らかな関連は見られなかった。 
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3）定点あたりノロ報告数と各症状（下痢・嘔吐・胃痛または腹痛） 

 

定点あたりのノロ報告数と下痢、嘔吐、胃痛または腹の痛みの間に明らかな関連は見られな

かった。 

 

 

4）黄砂量と各症状（鼻水・目のかゆみ・くしゃみ） 

 

黄砂の量と鼻水の症状との間には関連がありそうである。より詳しい分析が必要である。 

 

※黄砂ＭＥＤ１Ｄとは：国立環境研究所が計測している黄砂のデータより算出。その日の黄

砂測定値の中央値。 
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■参考資料 （次ページ以降を参照） 

・最終アンケートでの組合員様のアンケート調査に対する感想 

①  集計 

②  自由回答 

 

・健康コラム「今日の一言」 

 

・入力画面 

① モニター登録画面 

② 日々の症状入力画面 

③ 最終アンケート画面 

 

 
以 上 
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参考資料（パルシステム東京の組合員様より） 
最終アンケートでの組合員様のアンケート調査に対する感想（集計） 

 

21.0% 35.5% 32.6% 1.0%10.0%

1：自分の回答が反映され、面白かった
2：自分の住んでいる地域の健康状態が分かり役に立った
3：「過去の結果」ではなく「現在の状況」をリアルタイムで確認できるのは良いと思った
4：地図に表示された情報は信じられないと思った
5：このような地図は不要である

Ｑ．今回の調査結果は、地図に反映されるしくみになっていました。
これについてどう思われましたか？

46.7% 53.3%

１：はい ２：いいえ

Ｑ． ポイントがつかなくても今後このような調査に協力したいと思いますか？

27.6% 43.3% 24.0%
0.2%

4.9%

１：ぜひ協力したい
２：内容によってはやってもいい
３：ポイントがもらえるなら、やってもいい
４：もう二度とやりたくない
５：その時にならないと、わからない

Ｑ． 今後このようなアンケートを実施するとき、またご協力をお願いできますか？
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26.2%

26.5%

9.6%

17.5%

8.2%

7.6%

26.7%

4.2%

26.2%

7.9%

73.8%

73.5%

90.4%

82.5%

91.8%

92.4%

73.3%

95.8%

73.8%

92.1%

「このアンケートで何がわかるのだろう」と疑問
に思った

社会的に役立つのだな、と意義を感じた

同じ事ばかり繰り返しているようで、イヤになっ
た

インターネットにアクセスできなかった日があ
り、まとめて入力するのは面倒だった

体調が悪い日はアンケートに答える気がせず、
後から思い出すのは大変だった

自分や家族が体調を崩した日は、アンケートを
重荷に感じた

地図画面にある日々のコメントが面白かった

地図画面にある日々のコメントがつまらなかっ
た

結構大変なアンケートなので、回答者に特典が
あるといいと思う

すべてに該当しない

１：はい ２：いいえ

Ｑ． この健康調査のご感想をお聞かせください。（複数回答可）
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参考資料  健康コラム「今日の一言」 
 

毎日健康状態を答える、という単純で飽きてしまいやすい作業を組合員の方々に続けてい

ただきやすいよう、週替わりでテーマを決めて、日替わりで健康に関する情報を健康コラム

「今日の一言」でご提供させていただきました。 

本文の執筆は、奈良県立医科大学健康政策医学講座の教員や大学院生（社会人院生を含む）、

博士研究員で担当し、つなぎの文や季節のあいさつや Web へのアップは事務で分担して行い

ました。 

 期 間 ハンドルネーム テーマ 

第 1週 5 月 16 日～ 医師 Ａ はじめの挨拶・ダイエット 

第 2週 5 月 20 日～ 医師 Ｓ 在宅医療 

第 3週 5 月 27 日～ 看護師 Ｋ マラソンでダイエットはできるのか？ 

第 4週 6 月 3 日～ 看護師 Ｋ マラソンは不健康になる！ 

第 5週 6 月 10 日～ 大学教員 Ｍ 学校検尿 

第 6週 6 月 17 日～ 保健師 Ｍ 健康日本 21（第 2次） 

第７週 6 月 24 日～ 保健師 Ｗ 紫外線 

第 8週 7 月 1 日～ 放射線技師 Ｉ 放射線 

第 9週 7 月 8 日～ 医師 Ｔ 検疫所ってどんなところ 

第 10 週 7 月 15 日～ 保健師 Ｋ 更年期 

第 11 週 7 月 22 日～ 看護師 Ｔ 看護職のワーク・ライフ・バランス（前半） 

第 12 週 7 月 29 日～ 看護師 Ｆ 入院患者さんの一日 

第 13 週 8 月 5 日～ 放射線技師 Ｉ 医療被曝 

第 14 週 8 月 12 日～ 歯科医師 Ｔ 歯と口腔の健康 

第 15 週 8 月 19 日～ 医療管理 Ｙ 事務で行うベットコントロール 

第 16 週 8 月 26 日～ 保健師 Ｋ 保健師の業務 

第 17 週 9 月 2 日～ 看護師 Ｔ 看護職のワーク・ライフ・バランス（後半） 

第 18 週 9 月 9 日～ 看護師 Ｆ 

 

入院患者さんの一週間 

第 19 週 9 月 16 日～ 医師 Ａ 健康づくりのための３つのポイント 

最終日 9 月 20 日 医師 Ａ 最後のお礼 
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 2013 年 11 月 12 日 

インターネットを活用した健康調査報告（概要） 

 

生活協同組合コープこうべ様 

   

  

奈良県立医科大学 健康政策医学講座 

今村 知明 

赤羽  学 

杉浦 弘明 
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生活協同組合コープこうべ様  

 

この度は、平成 25 年度「インターネットを活用した健康調査」に御協力いただき誠にあり

がとうございます。また、日々の健康状態を入力いただいた組合員様にも深く感謝いたしま

す。 

つきましては、調査概要の速報について御報告いたします。 

 

 

▽日々健康調査の概要   

■調査主体  生活協同組合コープこうべ 

 

■モニター募集対象 生活協同組合コープこうべの組合員のうち 

募集定員 1,000 名 

 

■調査機構  奈良県立医科大学健康政策医学講座 

    今村知明、赤羽学、杉浦弘明 

 

■調査期間 

・モニター登録の申込み期間 

平成 25 年 4月 18 日～平成 25 年 5月 13 日 

健康調査アンケートの実施と登録募集に関するメールマガジンを配信 

 

 

・本調査の期間 

平成 25 年 5月 16 日 ～ 9 月 20 日 

 

・最終アンケートの回答期間 

平成 25 年 9月 27 日 ～ 10 月 10 日 

 

■モニター登録された組合員様への謝礼 

 ・登録時に 300 ポイントを付加する。 

 ・調査終了後に 200 ポイントを付加する。（ただし途中でモニターをやめた方に 

は調査終了後の 200 ポイント付与はなし） 
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■調査ご協力数 

・モニター登録いただいた組合員数 

1,000 名 （家族を含めて計 2,997 名） 

Ａグループ（健康調査のみ） 

： 19 名 （家族を含めて計 46 名） 

Ｂグループ（健康調査および市販後調査） 

： 981 名 （家族を含めて計 2,951 名） 

 

・日々健康調査の回答組合員数 

941 名 （家族を含めて計 2,815 名） 

 

・日々健康調査の回答のべ数（家族を含めて） 

303,711 名 

Ａグループ（健康調査のみ） 

： 4,836 名 

Ｂグループ（健康調査および市販後調査） 

： 298,875 名 

 

・最終アンケートの回答組合員数 

846 名 （家族を含めて計 2,513 名） 

 

■調査項目 

 

1）モニター登録 

・グループＡまたはグループＢを選択し同意していただく。 

グループＡ：日々の健康状態・症状等に関するアンケート調査に御協力い

ただける方 

グループＢ：グループＡの健康調査に関するアンケートに加え、食品市販

後調査（PMM）に使用する商品購入情報の提供に御協力いただ

ける方 

 

・本人および家族の年齢、性別等の登録 

 

2）本調査 

・日々の症状等の入力 

下痢・嘔吐などの症状で病院を受診したまたは薬を服用した 

インフルエンザと診断された 

熱中症と診断された 

各症状（17 項目）の有無 

（微熱、高熱、鼻水、咳、下痢、嘔吐、胃痛または腹の痛み、けいれん、

目のかゆみ、発疹、熱中症症状、頭痛、のどの痛み、くしゃみ、皮膚のか

ゆみ、めまい、不眠） 
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3）最終アンケート 

・日常の環境に関して 

オール電化、浄水器、食洗機、加湿器、空気清浄機の使用状況等 

・症状や健康面に関して 

黄砂の飛来による体調の変化等 

・健康調査の感想 など 
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▽ＰＭＭ調査の概要   

 

２週おきに、グループＢに登録された組合員の商品購入リストをコープこうべより提供い

ただき、賞味期限に基づき喫食可能食品を割り出す。 

その商品と各組合員が日々入力された健康状態とを組み合わせ、健康被害が出ていないか

を解析し、健康被害を起こしている可能性が高い商品がないかを詳細検討する。 

検討結果は、随時奈良医大より日本生協連に報告する。 

 

■コープこうべ 
 

 調査対象期
間 解析終了 

EARS 検出日数（回） Odds(-) 最大値 
日本生協連へ

報告 下痢 
Gp 

下痢 
Al 

嘔吐 
Al 

下痢 
Gp 

下痢 
Al 

嘔吐 
Al 

第 1報 
5 月 16 日～  
6 月 8日 

6 月 13 日 4 6 5 2.50 2.82 なし 
6 月 17 日 
問題なし 

第 2報 
5 月 16 日～ 
6 月 22 日 

6 月 27 日 6 10 7 2.45 3.35 なし 
7 月 1日 
問題なし 

第 3報 
5 月 16 日～ 
7 月 5日 

7 月 11 日 11 12 11 2.45 4.1 なし 
7 月 12 日 
問題なし 

第 4報 
5 月 16 日～ 
7 月 19 日 

7 月 25 日 15 18 15 2.45 4.1 なし 
7 月 26 日 
問題なし 

第 5報 
5 月 16 日～ 
8 月 2日 

8 月 7日 16 17 15 3.20 3.20 なし 
8 月 12 日 
問題なし 

第 6報 
5 月 16 日～ 
8 月 16 日 

8 月 22 日 19 20 16 3.20 3.20 なし 
8 月 26 日 
問題なし 

第 7報 
5 月 16 日～ 
8 月 30 日 

9 月 5日 24 21 19 3.20 3.20 なし 
9 月 10 日 
問題なし 

第 8報 
5 月 16 日～ 
9 月 13 日 

9 月 19 日 25 28 28 3.20 3.20 なし 

パル 8報と同

時進行だった

ため報告なし 

問題なし 

第 9報 
5 月 16 日～ 
9 月 20 日 

10 月 3日 25 28 31 3.20 3.20 なし 
10/7(月) 
問題なし 

 

【結果報告】 

第１報～第 9 報の 5月 16 日から 9月 20 日までの期間に関しては、健康被害を起こしてい

る可能性の高い商品は発生していない。 
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※用語について 

・Odds(-)最大値：調査対象期間における分析対象商品リスト中のオッズ比（95％信頼区間の下

限値）の中で、最大だった値。 

・EARS 検出日数：EARS システムによって直近に対して症状の報告が急増したと判断された日数

（アラートが出された日数）。 

・Gp：分割グループ別 

・Al：対象者全体 

 

 

【到達点と課題】 

 昨年度までは冬季を中心として健康調査および食品市販後調査（ＰＭＭ調査）を実施して

きました。 

 今回は食中毒発生のリスクが高い夏季を含めて従来よりも期間を長くして調査を実施致し

ました。 

 本研究で開発を試みているＰＭＭ調査システムの長期の運用は可能であることが今回の実

施にて検証することができました。しかし、調査期間が長くなるにつれ、あるいは今回初め

て実施した夏季調査という特徴のためか、ノイズ（食中毒以外による体調不良）の影響が大

きくなることも判明し、今後の課題としてとらえることができました。 
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■データ集計速報 

1）定点あたりインフルエンザ報告数と各症状（高熱・咳） 

 

５～６月上旬にインフルエンザ報告はみられたもののその後は少なく、他の症状との関連も

なかった。 

 

 

 

2）平均気温と各症状（下痢・嘔吐・胃痛または腹痛） 

 

平均気温と下痢、嘔吐、胃痛または腹の痛みの間に明らかな関連は見られなかった。 
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3）定点あたりノロ報告数と各症状（下痢・嘔吐・胃痛または腹痛） 

 

定点あたりのノロ報告数と下痢、嘔吐、胃痛または腹の痛みの間に明らかな関連は見られな

かった。 

 

 

4）黄砂量と各症状（鼻水・目のかゆみ・くしゃみ） 

 

黄砂の量と鼻水の症状との間には関連がありそうである。より詳しい分析が必要である。 

 

※黄砂ＭＥＤ１Ｄとは：国立環境研究所が計測している黄砂のデータより算出。その日の黄

砂測定値の中央値。 

（人） 
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黄砂量MED1D 鼻水（％） 目のかゆみ（％） くしゃみ（％）



奈良県立医科大学 健康政策医学講座 

 
 

6-29 
 

別紙２ 

■参考資料 （次ページ以降を参照） 

・最終アンケートでの組合員様のアンケート調査に対する感想 

③  集計 

④  自由回答 

 

・健康コラム「今日の一言」 

 

・入力画面 

④ モニター登録画面 

⑤ 日々の症状入力画面 

⑥ 最終アンケート画面 

 

 

 

以 上 
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参考資料（コープこうべの組合員様より） 
最終アンケートでの組合員様のアンケート調査に対する感想（集計） 

 
 

18.9% 37.7% 33.3%
2.2%

7.8%

1：自分の回答が反映され、面白かった
2：自分の住んでいる地域の健康状態が分かり役に立った
3：「過去の結果」ではなく「現在の状況」をリアルタイムで確認できるのは良いと思った
4：地図に表示された情報は信じられないと思った
5：このような地図は不要である

Ｑ．今回の調査結果は、地図に反映されるしくみになっていました。
これについてどう思われましたか？

56.7% 43.3%

１：はい ２：いいえ

Ｑ． ポイントがつかなくても今後このような調査に協力したいと思いますか？

27.4% 48.9% 19.4%

0.1%

4.1%

１：ぜひ協力したい
２：内容によってはやってもいい
３：ポイントがもらえるなら、やってもいい
４：もう二度とやりたくない
５：その時にならないと、わからない

Ｑ． 今後このようなアンケートを実施するとき、またご協力をお願いできますか？



奈良県立医科大学 健康政策医学講座 

 
 

6-31 
 

別紙２ 

 
  

26.6%

26.7%

12.9%

12.2%

5.3%

4.6%

28.8%

1.7%

26.6%

7.8%

73.4%

73.3%

87.1%

87.8%

94.7%

95.4%

71.2%

98.3%

73.4%

92.2%

「このアンケートで何がわかるのだろう」と疑問に
思った

社会的に役立つのだな、と意義を感じた

同じ事ばかり繰り返しているようで、イヤになった

インターネットにアクセスできなかった日があり、ま
とめて入力するのは面倒だった

体調が悪い日はアンケートに答える気がせず、後
から思い出すのは大変だった

自分や家族が体調を崩した日は、アンケートを重荷
に感じた

地図画面にある日々のコメントが面白かった

地図画面にある日々のコメントがつまらなかった

結構大変なアンケートなので、回答者に特典がある
といいと思う

すべてに該当しない

１：はい ２：いいえ

Ｑ． この健康調査のご感想をお聞かせください。（複数回答可）
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参考資料  健康コラム「今日の一言」 
 
毎日健康状態を答える、という単純で飽きてしまいやすい作業を組合員の方々に続けてい

ただきやすいよう、週替わりでテーマを決めて、日替わりで健康に関する情報を健康コラム
「今日の一言」でご提供させていただきました。 
本文の執筆は、奈良県立医科大学健康政策医学講座の教員や大学院生（社会人院生を含む）、
博士研究員で担当し、つなぎの文や季節のあいさつや Web へのアップは事務で分担して行い
ました。 
 
 

 期 間 ハンドルネーム テーマ 

第 1週 5 月 16 日～ 医師 Ａ はじめの挨拶・ダイエット 

第 2週 5 月 20 日～ 医師 Ｓ 在宅医療 

第 3週 5 月 27 日～ 看護師 Ｋ マラソンでダイエットはできるのか？ 

第 4週 6 月 3 日～ 看護師 Ｋ マラソンは不健康になる！ 

第 5週 6 月 10 日～ 大学教員 Ｍ 学校検尿 

第 6週 6 月 17 日～ 保健師 Ｍ 健康日本 21（第 2次） 

第７週 6 月 24 日～ 保健師 Ｗ 紫外線 

第 8週 7 月 1 日～ 放射線技師 Ｉ 放射線 

第 9週 7 月 8 日～ 医師 Ｔ 検疫所ってどんなところ 

第 10 週 7 月 15 日～ 保健師 Ｋ 更年期 

第 11 週 7 月 22 日～ 看護師 Ｔ 看護職のワーク・ライフ・バランス（前半） 

第 12 週 7 月 29 日～ 看護師 Ｆ 入院患者さんの一日 

第 13 週 8 月 5 日～ 放射線技師 Ｉ 医療被曝 

第 14 週 8 月 12 日～ 歯科医師 Ｔ 歯と口腔の健康 

第 15 週 8 月 19 日～ 医療管理 Ｙ 事務で行うベットコントロール 

第 16 週 8 月 26 日～ 保健師 Ｋ 保健師の業務 

第 17 週 9 月 2 日～ 看護師 Ｔ 看護職のワーク・ライフ・バランス（後半） 

第 18 週 9 月 9 日～ 看護師 Ｆ 
 

入院患者さんの一週間 

第 19 週 9 月 16 日～ 医師 Ａ 健康づくりのための３つのポイント 

最終日 9 月 20 日 医師 Ａ 最後のお礼 

 
 



7-1 
 

７．研究成果の刊行に関する一覧表 
 
書籍 

著者氏名 タイトル 
書籍全体の 
編集者名 出版社名 発行日 ページ 

神奈川芳之、赤羽
学、今村知明. 

微生物コントロールによる食品衛
生管理 －食品の安全・危機管理か
ら予測微生物の活用まで－. 

第１編 食品衛生管理と食の安全 

第６章 フードディフェンスとい
う概念 

美研クリエイティ
ブセンター 

株式会社 
エヌ・ティ
ー・エス 

2013年 91-108. 

今村知明、 

神奈川芳行 他. 

【第２版】 
食物アレルギーＡtoＺ 医学的基
礎知識から代替食献立まで. 

第５章 社会における対応の現状
と対策 １．アレルギーの表示の現
状と対策. 

中村 丁次 

他 

第一出版 
株式会社 2014年3月 151-159. 

今村知明 他. 保健・医療・福祉・介護スタッフの
共通テキスト 公衆衛生がみえる. 

医療情報 

科学研究所 

株式会社 
メディック
メディア 

2014年3月 302-319. 

 
 
雑誌 

発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年 

Hiroaki Sugiura, Manabu 
Akahane, Yasushi Ohkusa, 
Nobuhiko Okabe, Tomomi 
Sano, Noriko Jojima, 
Harumi Bando, Tomoaki 
Imamura. 

Prevalence of Insomnia 
Among Residents of Tokyo 
and Osaka After the Great 
East Japan Earthquake: A 
Prospective Study. 

interactive 
Journal of Medical 

Research. 
2(1) e2 2013 

Tomomi Sano, Manabu 
Akahane, Hiroaki Sugiura, 
Yasushi Ohkusa, Nobuhiko 
Okabe, Tomoaki Imamura. 

Internet survey of the 
influence of environmental 
factors on human health: 
environmental 
epidemiologic investigation 
using the Web-based Daily 
Questionnaire for Health. 

International 
Journal Of 

Environmental 
Health Research. 

23(3) 247-257 2013 

今村知明. 

食品防御から見たバイオリ
スク認知・バイオリスク評
価・バイオリスクマネジメン
トの考え方と食品バイオテ
ロに対する食品防御による
対応. 

JBSA 
ニュースレター 3(1) 21-28 2013 



7-2 
 

神奈川芳行、赤羽学、今村
知明、長谷川専、山口健太
郎、鬼武一夫、高谷幸、山
本茂貴. 

食品汚染防止に関するチェ
ックリストを基礎とした食
品防御対策のためのガイド
ラインの検討. 

日本公衆衛生雑誌. 61(2) 100-109 2014 

Harumi Bando, Hiroaki 
Sugiura, Yasushi Ohkusa, 
Manabu Akahane, 
Tomomi Sano, Noriko 
Jojima, Nobuhiko Okabe, 
Tomoaki Imamura. 

Association between first 
airborne cedar pollen level 
peak and pollinosis 
symptom onset: a 
web-based survey. 

International 
Journal Of 

Environmental 
Health Research. 

DOI: 

10.1080/09603123. 

2014.903904 

2014 

 
 
 



 

８．研究成果の刊行物・別刷 

 
添付資料参照 
 
 
  
 
 
 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 



 



 

 



 

 



 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 


